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「未来を拓く さがみはら新都心」の推進に向けて 

 

 

本市では、リニア中央新幹線の駅が設置される橋本駅周辺地区と、相模総合

補給廠の一部返還地等の早期利用や小田急多摩線の延伸に取り組む相模原駅周

辺地区を一体的な広域交流拠点とするまちづくりをはじめ、圏央道のインター

チェンジ周辺における産業を中心とした新たな拠点づくり、市内交通の一層の

充実を図る「新しい交通システム」の導入など、大規模プロジェクトが進行し

ております。 

特に、広域交流拠点は、国においても、リニア中央新幹線によるスーパー・

メガリージョン形成の一翼として首都圏南西部国際都市群の創出プロジェクト

に位置付けられるなど、今後の国土づくりの方向性に沿った展開も求められて

おります。 

こうしたポテンシャルを最大限に生かしながら、本市が首都圏の成長を牽引

し、我が国全体の活性化に貢献する都市として、一層の発展を遂げるため、こ

のたび、「広域交流拠点整備計画」を策定いたしました。 

本整備計画の策定にあたっては、平成２６年６月に定めた広域交流拠点都市

推進戦略及び広域交流拠点基本計画に基づき「広域交流拠点整備計画検討委員

会」を設置し、約１年半に及ぶ議論を重ねていただきました。本整備計画は、

平成２８年３月に出された同委員会からの答申や、市民の皆様からお寄せいた

だきましたご意見等を踏まえまして、橋本・相模原両駅周辺の土地利用や都市

基盤整備等における整備の基本的な考え方を定めたものでございます。 

今後、本整備計画に基づき、広域交流拠点が「未来を拓く さがみはら新都

心」として、首都圏南西部全体の成長の源泉となり、人々の暮らしを豊かにす

ることができるよう、５０年、１００年先を見据えた「人や企業に選ばれる都

市づくり」を進めてまいります。 
 

平成２８年８月   

 
 

 
 

相模原市長
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第 1 章 広域交流拠点整備計画の策定について 
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(現況と課題、自動車ネットワーク、

自転車ネットワーク、歩行者ネット

ワーク、自動車駐車施設等、自転車

駐車施設等) 
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配置方針、空間形成の方針、乗換動
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(景観特性、景観形成の考え方、景観

形成イメージ) 

6 市街地整備計画 

(南口地区の都市計画、段階的な整備、

整備手法、都市の将来イメージ) 

7 整備スケジュール 
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針、導入機能、機能配置の考え方、

土地利用計画、その他配慮事項) 

3 交通ネットワーク計画 

(現況と課題、自動車ネットワーク、

自転車ネットワーク、歩行者ネット

ワーク、交通基盤の整備、自動車駐

車場等、自転車駐車場等) 

4 駅前空間計画 

(現況と課題、基本コンセプト、機能

配置方針、乗換動線の計画、小田急

多摩線新駅、駅前広場) 

5 景観形成方針 

(景観特性、景観形成の考え方) 

6 市街地整備計画 

(駅北口地区の都市計画、段階的な整

備、事業手法、低炭素型まちづくり、

相模原駅南北の連携方策、都市の将

来イメージ) 

7 整備スケジュール 

第４章 広域交流拠点整備計画の推進に向けて 

1 首都圏南西部の特性を生かした広域交流拠点の形成 

2 両駅が一体となる「複眼構造」の形成 

3 リニア駅の設置を見据えた交通結節機能の強化 

4 民間活力の活用の検討、規制緩和策等の要望 

5 災害による被害を軽減する防災・減災の視点 

6 低炭素まちづくり 

7 エリアマネジメント・市民協働の推進 

8 圏域全体の発展に向けた都県及び周辺自治体との施策連携 

9 広域交流拠点の整備スケジュール
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第１章 広域交流拠点整備計画の策定について 

１ 広域交流拠点整備計画策定の目的 

本市においては、首都圏中央連絡自動車道(圏央道)の開通やリニア中央新

幹線神奈川県駅(以下「リニア駅」という。)の設置、相模総合補給廠一部返

還地等の活用、小田急多摩線の延伸構想など、様々な大規模プロジェクトが

進行中です。 

こうした大きなポテンシャルを生かすため、橋本・相模原両駅周辺を一体

的な「広域交流拠点」として、首都圏南西部全体の成長の源泉となる「未来

を拓く さがみはら新都心」の形成に向けて、50 年、100 年先を見据えたま

ちづくりを進めています。 

「広域交流拠点整備計画」の検討に当たっては、平成 26 年度に「広域交

流拠点整備計画検討委員会」を設置し、さらに両駅における検討を深めるた

めに「橋本駅周辺地区小委員会」及び「相模原駅周辺地区小委員会」におい

て議論を進め、平成 28 年３月に検討委員会から答申を受けました。 

この答申に基づき、橋本・相模原両駅周辺地区における整備の基本的な考

え方を定め、今後のまちづくりを推進するため、「広域交流拠点整備計画」(以

下「整備計画」という。)を策定しました。 

 

２ 広域交流拠点整備計画の位置付け 

平成 26 年６月に橋本・相模原両駅周辺を核としたまちづくり方針として

「広域交流拠点基本計画」(以下「基本計画」という。)を策定しました。 

整備計画は、基本計画において示されたまちづくり方針に基づき、関連す

る諸計画の内容も踏まえて、橋本・相模原両駅周辺地区の整備方針を具体化

したものです。 

図表 1.2.1 広域交流拠点整備計画の位置付け 

 

神奈川県 

かながわグランドデザイン 
基本構想 

（県総合計画H21.3～H37） 

かながわ都市マスタープラン 
（H19.10） 

県土全体の広域的な都市づく
りの基本方針 

都市計画区域の整備、開発 
及び保全の方針 

（都市計画マスタープラン） 

新・相模原市総合計画

基本構想 
H22.4～概ね20年

基本計画 
H22.4～H31 

実施計画
３年ごと

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ（法定）
H28一部改定予定

・H22.3～概ね20年 
・都市づくりの総合的・ 
体系的な方針 

部門別計画 
交通、景観、道路、 

産業、環境等に係る計画 

区ビジョン 
 

緑区区ビジョン 

中央区区ビジョン 

H24～H31 

広域交流拠点の計画体系 

広域交流拠点都市推進戦略 

（H26策定） 

広域交流拠点のポテンシャルを生か

し、首都圏南西部の広域的な視点か

ら市の都市力向上をめざす方策 
 

 ※社会情勢に応じて見直しを図る 

広域交流拠点基本計画 

（H26策定） 

橋本・相模原両駅周辺の将来像と

体系的な整備方針 

広域交流拠点整備計画 

（H28策定予定） 

・土地利用、交通ネットワーク、

駅前空間等に関する整備計画 

相模原市

整合 

整合

反映

整合

連携

即す

即す

国土交通省 

国土形成計画 
首都圏広域地方計画 
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３ 広域交流拠点の関連計画 

（１）国土形成計画（全国計画）（平成 27 年８月閣議決定/国土交通省） 

「国土形成計画（全国計画）」は、国土形成計画法に基づき、「国土のグラ

ンドデザイン 2050」等を踏まえて、平成 27 年から概ね 10 年間の国土づく

りの方向性を定めたものです。 

 

ア 国土づくりの目標 

①安全で、豊かさを実感することのできる国 

②経済成長を続ける活力ある国 

③国際社会の中で存在感を発揮する国 

 

イ 国土の基本構想『対流促進型国土』 

「対流」とは、多様な個性を持つ様々な地域が相互に連携して生じる

地域間のヒト、モノ、カネ、情報の双方向の活発な動きを指します。「対

流」それ自体が地域に活力をもたらすとともに、多様で異質な個性の交

わり、結びつきによってイノベーション（新たな価値）を創出するとさ

れています。また、地域の多様な個性が対流の原動力であり、個性を磨

くことが重要とされています。 

 

ウ 国土構造、地域構造：重層的かつ強靭な『コンパクト＋ネットワーク』 

生活に必要な各種機能を一定の地域にコンパクトに集約し、各地域を

ネットワークで結ぶことにより、利便性の向上や圏域人口の維持を図る

とされています。様々な「コンパクト＋ネットワーク」の国土全体への

重層的かつ強靭な広がりにより、災害に対しても強くしなやかな国土構

造を実現し、産業等の集積とネットワークにより、イノベーションを創

出するとされています。 

 

エ 東京一極集中の是正と東京圏の位置付け 

「コンパクト＋ネットワーク」の国土づくり、対流促進型国土の形成、

ＩＣＴの進化・活用等により、東京一極集中を是正する必要があるとさ

れています。東京は世界有数の国際都市としてさらに国際競争力を向上

させ、「グローバルに羽ばたく国土」の形成に重要な役割があるとされ

ています。 

 

オ 具体的方策 

（ア）ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土 

○ 個性ある地方の創生 

○ 活力ある大都市圏の整備 

○ グローバルな活躍の拡大 
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（イ）安全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤 

○ 災害に対し粘り強くしなやかな国土の構築 

○ 国土の適切な管理による安全・安心で持続可能な国土の形成 

○ 国土基盤の維持・整備・活用 

（ウ）国土づくりを支える参画と連携 

○ 地域を支える担い手の育成 

○ 共助社会づくり 

 

上記（ア）「ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土」に関する事項

のうち、本市及び広域交流拠点に関連するものとして以下の事項が示され

ています。 

 

『リニア中央新幹線によるスーパー・メガリージョンの形成』 

（抜粋） 

スーパー・メガリージョンの新たな可能性の発揮 

・リニア中央新幹線の整備は、国家的知見に立ったプロジェクトであり、

建設主体による東海旅客鉄道株式会社による整備が着実に進められる

よう、国、地方自治体等において必要な連携・協力を行う。 

・三大都市圏がそれぞれの特色を発揮しつつ一体化し、世界からヒト、

モノ、カネ、情報を引きつけ、世界を先導するスーパー・メガリージ

ョンの形成が期待される。具体的には、東京圏の世界有数の国際的機

能と、名古屋圏の世界最先端のものづくりとそれを支える研究開発機

能、さらに関西圏域の文化、歴史、商業機能及び健康・医療産業等が、

新しい形で対流・融合することにより、幅広い分野で新たな価値が創

出されることが期待される。 

・筑波研究学園都市、関西文化学術研究都市や、沿線の大学、研究機関

等の連携が強化されるなど、知的対流（ナレッジ・リンク）の形成・

拡大により、高度な価値創造が行われる可能性がある。 

・リニア中央新幹線中間駅の活用により、これまで大都市から短時間で

のアクセスが困難だった地域と大都市との間の対流が活発になり、都

市生活と大自然に囲まれた環境が近接した新しいライフスタイル（二

地域居住を含む）や、大自然の中での企業立地が実現する可能性があ

る。 

・スーパー・メガリージョンの効果を全国に拡大するためには、リニア

中央新幹線と他の交通ネットワークとの結節の強化により、交通ネッ

トワークを充実させることが必要である。 

スーパー・メガリージョンの形成に向けた構想 

・リニア中央新幹線の開業は、スーパー・メガリージョンの形成等我が

国の国土構造に大きな変革をもたらす可能性がある。効果を全国に拡

大し最大化するため、広範に叡智を集め、広域的かつ分野横断的にス

ーパー・メガリージョンの形成に向けた構想の検討を行う。 
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（２）首都圏広域地方計画（平成 28 年３月国土交通大臣決定/国土交通省） 

「国土形成計画」は、国土形成計画法に基づき、概ね 10 年間における国

土づくりの方向性を示す「全国計画」と、複数の都府県に跨がる広域ブロッ

クごとに策定する「広域地方計画」から構成され、「首都圏広域地方計画」

は、「国土形成計画（全国計画）」を受け、人口急増・超高齢化社会、巨大災

害の切迫等の国土を取り巻く状況の変化を踏まえ、「首都圏の未来を決する

『運命の 10 年』と位置づけ～対流がもたらす活力社会の再構築～」として

取りまとめられ、決定されました。 

 

ア 首都圏の将来像 

『確固たる安全・安心を土台に、面的な対流を創出し、世界に貢献す

る課題解決力、先端分野・文化による創造の場としての発展を図り、同

時に豊かな自然環境にも適合し、上質・高効率・繊細さを備え、そこに

息づく人々が親切な、世界からのあこがれに足る「洗練された首都圏」

の構築を目指す』こととされています。 

 

イ 将来像実現のための首都圏の政策の基本的考え方 

（ア）三大課題への対応 

① 防災・減災と一体化した成長・発展戦略と基礎的防災力の強化 

② スーパー・メガリージョンを前提とした国際競争力の強化 

③ 都市と農山漁村の対流も視野に入れた異次元の超高齢化社会への

対応 

 

（イ）2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会もターゲット

に置いた、より洗練された首都圏の構築 

① 社会システムの質の更なる向上 

② 柔軟で高効率な生産システム等による日本再興のための取組 

③ 地域の環境の刷新とクリエイティビティ・イノベーションの創出 

④ 若者・女性・高齢者・障害者等の社会への参加可能性を開花させる

環境づくり 

⑤ 田園回帰を視野に入れた農山漁村の活性化 

⑥ 首都圏ならではの世界に通用する観光地域づくり 

⑦ オリンピック・パラリンピックの機会に、洗練された首都圏と東北

の復興を世界にアピール 

 

（ウ）日本の中の首都圏 

① 東京一極集中から対流型首都圏への転換 

② 福島復興及び日本海・太平洋二面活用 
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ウ 首都圏版「運命の 10 年」コアプログラム 

①首都圏から始める確固としたデータ蓄積と高度なＩＣＴに基づく科学

的な国土管理・国土活用 

②巨大災害にも対応できる強靭な首都圏の構築 

③世界最大の経済集積圏としてのスーパー・メガリージョンの形成と国

際競争力の強化 

④対流型首都圏の構築 

⑤共生首都圏の形成と都市農山漁村対流 

⑥2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会にターゲットをお

いた首都圏・日本の躍進 

 

上記「対流型首都圏の構築」に関する「プロジェクトのイメージ」のう

ち、本市及び広域交流拠点に関連するものとして、以下の事項が示されて

います。 

 

『首都圏南西部国際都市群の創出プロジェクト』 

１ 内陸型国際ゲートウェイの整備推進 

① リニア中央新幹線駅を中心とした、国内外のヒト、モノ、情報、文

化が交流・集積する内陸型国際ゲートウェイの形成を推進 

② 他の都市圏とのナレッジ・リンクの形成や、各地の国家戦略特区・

国際戦略総合特区・地域総合特区との連携により、知的創造の交流

拠点整備を推進 

③ 外国人観光客の訪問先として人気が高い湘南・鎌倉、高尾山、箱根・

富士山方面等の観光の拠点としてハブ機能を強化 

２ 首都圏の成長を牽引する産業・研究機能の集積強化 

① ロボットや航空宇宙などの技術面で広域的に連携し、新産業の創出

及び育成を強化 

② 企業、大学及び研究機関等による、Ｒ＆Ｄ (研究開発)や高度産業

人材育成機能の充実強化 

③ 戦略的な企業誘致の推進による、製造業を中心とした産業集積基盤

の強化 

３ 災害時の拠点機能の強化 

① 内陸部における基幹的広域防災拠点や首都中枢機能を併せ持った

首都圏のバックアップ拠点を整備 

② 当該南西部エリアにある自衛隊の航空基地や駐屯地、広域防災基

地、在日米陸軍基地の返還地等において、自衛隊、消防、警察等応

援部隊の広域的な救援活動拠点としての機能を強化 

４ 関連インフラの整備等 

① 南北の連携強化等、関連する交通インフラ整備を促進 

② 企業の立地支援(土地利用を含む。)等の充実 



1-6 

（３）東京圏における今後の都市鉄道のあり方について 

(平成 28 年４月答申/交通政策審議会（国土交通省）) 

東京圏の都市鉄道における現状認識を踏まえ、概ね 15 年後（2030 年（平

成 42 年）頃）を目標年次として、東京圏の都市鉄道の目指すべき姿が示さ

れるとともに、これを実現する上で意義のある鉄道ネットワークのプロジ

ェクト及び駅のプロジェクトが示されています。 

 

ア 地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト 

（ア）小田急小田原線の複々線化（登戸～新百合ヶ丘）及び小田急多摩線の

延伸（唐木田～相模原～上溝） 

・登戸から新百合ヶ丘までは複々線化を行う。 

・唐木田から上溝までは延伸を行う。 

 

図表 1.3.1 小田急小田原線の複々線化（登戸～新百合ヶ丘）及び 

小田急多摩線の延伸（唐木田～相模原～上溝） 

 

 
 

小田急多摩線の延伸 

【意義】 

・相模原市及び町田市と都心部とのアクセス利便性の向上を期待 
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【課題】 

・収支採算性に課題があるため、関係地方公共団体等において、採算性

の確保に必要な需要の創出に繋がる沿線開発の取組等を着実に進めた

上で、費用負担のあり方を含む事業計画について十分な検討が行われ

ることを期待 

・東京都と神奈川県に跨がる路線であるため、関係地方公共団体   

 が協調して検討が行われることも期待 

・関係地方公共団体において更なる延伸を検討する場合には、本区間の

整備の進捗状況を踏まえつつ行うことが適当である。 

 

（イ）その他（輸送サービス改善） 

   新幹線駅へのアクセス改善や通勤・通学需要の急増等、輸送需要の

動向等を踏まえて、例えば相模線、南武線等の輸送サービスの改善に

資するプロジェクト等については、関係地方公共団体・鉄道事業者等

において、検討が進められることを期待 

 

 

イ 駅空間の質的進化に資するプロジェクト等 

広域的な交通ネットワークの拠点となる駅におけるプロジェクト 

 

橋本駅 

・ＪＲ横浜線・相模線、京王相模原線が乗り入れる神奈川県北部の交通の

拠点であり、2027 年（平成 39 年）にはリニア中央新幹線の神奈川県駅

開業により、新幹線アクセスの拠点としての役割も加わる。 

・リニア中央新幹線駅にふさわしい駅を目指し、駅周辺まちづくりの再整

備が行われることに合わせ、新幹線駅、ＪＲ在来線及び京王線の乗換利

便性の向上が図られることを期待
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（４）相模原市都市計画マスタープラン 広域交流拠点編 

（平成 28 年８月一部改定/相模原市）    

「首都圏南西部における広域交流拠点」の形成(抜粋) 

橋本駅及び相模原駅周辺について、「未来を拓く さがみはら新都心」

の形成に向け、環境共生の視点を踏まえつつ、高次都市機能の集積を促進

するとともに、それぞれの特性を生かした機能分担のもとで、さらなる商

業・業務機能の集積を図り、国内国外を問わず三大都市圏におけるアクセ

ス性の高い立地特性を生かし、首都圏南西部における中心的な地区として

周辺都市からの求心性を高める都市づくりを進めます。 
 
①橋本駅周辺の整備促進 

～産業の活力と賑わいがあふれる交流拠点の実現～ 
・ＪＲ横浜線、ＪＲ相模線、京王相模原線の鉄道３路線の乗り入れ、あわ

せて、国道１６号、国道１２９号、国道４１３号及び津久井広域道路の
交通結節点となる橋本駅周辺は、リニア中央新幹線の整備や圏央道相模
原インターチェンジとの近接性を生かした拠点的市街地の形成を進め
ることにより、三大都市圏を結び、鉄道や道路ネットワークによって首
都圏の各方面にアクセスが可能なことから、交流ゲートや情報発信拠点
として、その恵まれた交通の要衝としての利便性を生かし、人・もの・
情報が行き交う広域的な交流によるにぎわいのある都市づくりを進め
ます。 

・魅力的な商業機能、サービス機能や、橋本地域周辺の工業団地と連携し
た業務機能、産業交流機能、情報発信機能など、多様な都市機能の集積
を図り、活力ある都市づくりを進めます。 

・恵まれた交通の要衝として、一層その機能を強化するとともに、駅の南
北間、隣接する商業地や公共施設との回遊性の向上を図り、橋本駅周辺
の一体的な都市づくりを進めます。 

 

②相模原駅周辺の整備促進 

～安心とゆとりのある文化・行政が集積する中枢業務拠点の実現～ 
・相模原駅北側に広がる相模総合補給廠の一部返還地においては、国内外

との人、文化、学術、産業などの多様な交流を図るため、環境共生の視
点を踏まえた国際的な業務・文化交流機能や広域集客機能及び産業支援
機能などの高次都市機能の集積を図るとともに、国、周辺自治体と連携
した広域防災拠点機能の導入に向け取り組むなど中枢業務拠点の形成
を図り、多様で広域的な交流によるにぎわいと活力ある都市づくりを進
めます。 

・都心部とのアクセス利便性の向上や、相模原駅の交通結節点としての利
便性の向上、駅周辺のにぎわいと活力を創造するとともに、沿線におけ
る交通機能の充実と地域の活性化を促進するため、小田急多摩線の延伸
及びその新駅の検討を進めます。 

・相模原駅南側に広がる商店街や行政機能の集積する既存市街地では、既
存の商業・業務施設を活用するとともに、駅北側の新たな市街地の都市
機能との連携や南北間の回遊性の向上による一体的な市街地の形成を
進めるなど、都市機能の強化や拡充を図り、にぎわいと魅力ある都市づ
くりを進めます。 
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（５）都市再生緊急整備地域(平成 27 年７月拡大指定/内閣府) 

ア 「相模原橋本駅周辺・相模原駅周辺地域」 

大規模工場跡地の土地利用転換等により、多様な都市機能を持った複

合市街地を形成するため、平成 14 年７月に指定されました。 

また、リニア駅の設置や首都圏中央連絡自動車道(圏央道)の開通など、

広域交通基盤の強化によるポテンシャルを最大限に生かすとともに、相

模総合補給廠の一部返還等の効果を活用し、橋本・相模原両駅周辺が相

互に魅力を高め合い、高次都市機能が集積する一体拠点として、首都圏

南西部の持続的な成長の源泉となる広域交流拠点を形成するため、平成

27 年７月に拡大指定されています。 

 

イ 都市再生緊急整備地域の指定によるメリット 

公共施設等の整備を伴い、一定以上の面積を有する優良な建築物を建

てようとする場合に、都市計画の特例・金融支援・税制優遇等を受ける

ことができます。 

 

図表 1.3.2 相模原橋本駅周辺・相模原駅周辺地域(約 89ha) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相模総合補給廠 
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（６）さがみロボット産業特区(平成 25 年６月総合特別区域計画認定/内閣府) 

国が取り組んでいる地域活性化総合特区制度は、産業構造及び国際的な

競争条件の変化、急速な少子高齢化の進展等の経済社会情勢の変化に対応

して、産業の国際競争力の強化及び地域の活性化に関する施策を総合的か

つ集中的に推進することにより、我が国の経済社会の活力の向上及び持続

的発展を図るものです。 

この制度を活用し、神奈川県内の 10 市２町では、生活支援ロボットの実

用化や普及、関連企業の集積等によって、住民が直面する課題の解決や生

活の安全・安心の実現、地域経済の活性化に向けた取組を進めています。 

 

○ 地域活性化総合特別区域の名称 

「さがみロボット産業特区～ロボットで支える県民のいのち～」 

 

○ 地域活性化総合特別区域計画の実施が地域活性化総合特別区域に及ぼ

す経済的社会的効果 

＜生活支援ロボットの実用化を通じた地域の安全・安心の実現＞ 

生活支援ロボットの実用化や普及を促進していくことにより、少子高

齢化社会における介護や災害時の捜索・救助など、県民が直面する身体

的・精神的負担等を軽減するとともに、生活支援ロボットの実用化を担

う企業の集積を進め、実証環境の充実を図ることとしています。 

産業面から神奈川県民の「いのち」を守り、県民生活の安全・安心の

確保及び地域社会の活性化の実現を図り、保健・福祉面や防災面におけ

る県民満足度を高めていくこととしています。 

 

○ 特定地域活性化事業 

規制の特例措置や税制・財政・金融上の支援措置等を活用しながら、

研究開発・実証実験等の促進や、実証環境の充実に向けた関連産業の集

積促進に係る取組を行うこととしています。 
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４ 広域交通ネットワークと広域交流拠点 

広域交流拠点である橋本・相模原両駅周辺地区は、現在、ＪＲ横浜線、 
ＪＲ相模線及び京王相模原線の鉄道３路線により、東京(新宿、八王子)方面、

横浜方面、湘南方面との鉄道ネットワークを有しています。また、圏央道の

相模原インターチェンジ（以下「相模原ＩＣ」という。）や相模原愛川イン

ターチェンジ（以下「相模原愛川ＩＣ」という。）に近接しているため、首

都圏の各方面や国際空港（成田空港および羽田空港）への自動車のアクセス

利便性も高い地区となっています。 
今後は、リニア駅の設置により中部圏や近畿圏へのアクセス利便性が飛躍

的に高まるとともに、小田急多摩線の延伸構想により、都心や厚木方面への

鉄道ネットワークの更なる強化が見込まれます。 
 

図表 1.4.1 広域的な交通ネットワーク  
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５ 広域交流拠点都市推進戦略・基本計画におけるまちづくりの方針 

（１） 広域交流拠点の位置付け 

＜首都圏南西部の広域交流拠点＞ 

「相模原市都市計画マスタープラン」において、広域交流拠点は、以下

のように位置付けられています。 

 

・首都圏南西部の広域的な交流拠点都市として、新たな都市の活力と魅力を

創造するため、３つの中心市街地(相模原、橋本、相模大野)での都市づく

りを進めつつ、「相模原駅周辺」と「橋本駅周辺」を一体的なエリアとし

て「首都圏南西部における広域交流拠点」と位置付け、エリアが有するポ

テンシャルや広域的な交通軸を生かした都市づくりを進めます。 

・圏央道(さがみ縦貫道路)など首都圏の広域的な幹線道路が持つ機能を生 

かし、新たな交通ネットワークの形成を図るとともに、首都圏全体の産業

構造の構築に資する「新たな産業創出の拠点」を形成し、併せて本市の産

業構造の再編を図ることにより、本市の活力ある都市づくりを進めます。 

 

図表 1.5.1  首都圏南西部における本市の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 相模原市都市計画マスタープラン（平成 22 年 3 月）
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（２）広域交流拠点における機能集積の方向性 

広域交流拠点都市推進戦略(以下「戦略」という。)及び基本計画では、

広域交流拠点における主な導入機能の方向性及び橋本・相模原両駅周辺地

区の役割分担を以下のとおり定めています。 

 

ア 導入機能の方向性 

図表 1.5.2 導入機能の分類と施設例 (戦略で想定する施設) 

分類 施設例 

産業交流施設 

・貸し会議室やイベント会場、研修会場、産学連携窓口等 

・産業技術や宇宙科学、都市インフラ等に関する展示・体験学習施設・

ミュージアム 

国際コンベン 

ション施設 

・講演会や国際的なフォーラム・シンポジウムの開催が可能なホー

ル・国際会議場 

・企業の技術の展示場、ショールーム等 

研究・教育施設 ・大学、大学院、研究機関等 

オフィスビル 

・企業の企画・研究開発部門及び産業支援機関(金融機関・税理士等)、

各種のサポート産業が入居するオフィス 

・レンタルオフィス、サテライトオフィス1 

・地域冷暖房センター、再生可能エネルギー設備等 

起業支援施設 
・インキュベーション施設 (起業家向けのレンタルオフィス、レンタ

ルスペース、会議施設等) 

広域防災拠点 
・防災拠点に必要な本部施設、オープンスペース、ヘリポート等 

・防災の研修や普及啓発等に関する施設 

市・国等の行政

施設、公共施設 

・複合的な行政施設 

・スポーツやレクリエーション等に係る公共施設 

宿泊施設 
・会議、イベントなどが可能なシティホテル 

・サービス・アパートメント2 

商業、飲食施設 
・様々な国や地域の食文化が楽しめる飲食店街 

・ショッピングモール等 

スポーツ・アー

ト等交流施設 

・屋外又は屋内競技場、トレーニング・センター等 

・芸術の展示・交流施設(美術館、ギャラリー、イベントスペース等)

・アート創作体験施設 

・「アーティスト・イン・レジデンス3」事業拠点(若手アーティスト等

の創作・情報発信拠点) 

医療・福祉施設 

・医療機関、サテライトクリニック4 

・医療関係の研究機関等 

・保育所等、駅至近に機能確保が求められる福祉施設 

多世代型居住 

施設 

・多世代共生住宅(コーポラティブハウス5、コレクティブハウス6等)

・まちづくりに関わる市民や団体の活動・交流施設 

 

                                                  
1 企業等が事業所から離れた場所に一部の機能を受け持たせて設置する事務所・オフィス 
2 生活に必要な家具や家電製品などを備えるなど、ホテルとアパートの中間的な機能を持つ居住施設。短期・中期

的滞在のために利用される。 
3 国内外のアーティストや学芸員が一定期間滞在し、創作活動や調査研究、地域交流等を行ってもらう取組  
4 既存の病院が、駅前などの交通至便な場所に新たに開設する診療所等 
5 共同で住むことを希望する人々が集まって組合をつくり、住宅の設計や管理等を運営する集合住宅 
6 居住スペースの他に居間や台所等の共用スペースを設ける集合住宅。子育て世代や高齢者等の生活支援に期待が

持たれている。 
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イ 橋本・相模原両駅周辺の機能分担 

≪機能分担の方向性≫ 

橋本駅周辺地区：「産業の活力と賑わいがあふれる交流拠点」 

橋本駅周辺地区では三大都市圏を結び、鉄道や道路ネットワークによっ

て首都圏の各方面にアクセスが可能なことから、交流ゲートや情報発信拠

点としてのまちづくりを進めます。また、周辺部が工業系の用途とされ、

産業集積やインキュベーション(起業支援)施設の立地があることから、リ

ニア駅との近接性を生かし、産業交流拠点、イノベーション拠点としての

機能集積を図っていきます。 

相模原駅周辺地区： 

「安心とゆとりのある文化・行政が集積する中枢業務拠点」 

相模原駅周辺地区は、相模総合補給廠の一部返還地を生かした多様な交

流機能を備えた新市街地の形成や、共同使用区域のオープンスペースを活

用したスポーツレクリエーションや広域防災拠点としてのまちづくりを

進めます。さらに、市役所をはじめとする行政機関の最寄駅となっている

ことや小田急多摩線の延伸構想を踏まえ、市の行政・中枢業務拠点として

さらなる公的機能集積や業務機能の集積を図るほか、コンベンション機能

や新産業の支援機能、スポーツ・アート等の文化交流機能の集積を図って

いきます。 

図表 1.5.3 機能分担の方向性（基本計画より） 

 

○ 両駅周辺が相互に魅力を高め合い、高次都市機能が集積する一体拠点を

形成 

○ 様々な方面からのアクセスが可能な広域交流拠点における経済活動・付

加価値の創造が、圏域全体の発展の源泉に 
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（３）広域交流拠点形成の基本方針 

 

  

 

 

 

 

 

広
域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

■ 国内外からの情報・人材・文化の交流に向けたゲートウェイの構築 

リニア中央新幹線の建設や圏央道の整備、小田急多摩線の延伸等の効果

を最大限に活用し、広く国内外から来街者を呼び込み、「情報・人材・文

化」の交流の要衝となる広域的交通ネットワークを構築します。 

■ 周辺地域から広域交流拠点に向けた交通アクセスの強化 

神奈川県の「北のゲート」として、首都圏の各方面(東京都心・多摩・

横浜・湘南・北関東など)から広域交流拠点へアクセスする鉄道、道路、

高速バスなどの交通ネットワークについて、さらなる強化を図ります。 

■ 橋本・相模原両駅間の交通軸の強化 

両駅周辺地区が相互に魅力を高め合う一体的な広域交流拠点の形成に

向け、両駅間の交通軸の強化を図ります。 

低
炭
素
型
ま
ち
づ
く
り 

■ 歩いて暮らせる集約型都市構造の実現 

橋本・相模原両駅周辺のまちづくりにおいては、日常生活に必要なまち

の機能を集約し、高齢者や子育て世帯など、多様な世代が暮らしやすい生

活空間を創出するまちづくりを進めます。 

■ 公共交通機関や自転車等の利用促進によるエネルギー削減 

公共交通機関の利用促進に向けて公共交通網の強化を図るとともに、交

通施設や駅前空間における乗り換え利便性の向上、自転車の利用環境の整

備等、エネルギー削減につながる基盤整備に取り組みます。 

■ 低炭素型のライフスタイルに対応するまちづくりの推進 

地域エネルギーマネジメントの推進、電気自動車(ＥＶ)・燃料電池自動

車等の次世代自動車の利用促進等を通じたスマートシティの実現や都市

内のみどりの保全・創出によるヒートアイランド現象の緩和など、低炭素

型の新しいライフスタイルと調和したまちづくりに取り組みます。 

首
都
圏
南
西
部
の
玄
関
口
に 

ふ
さ
わ
し
い
景
観
形
成 

■ 首都圏南西部における広域交流拠点の「顔」づくり 

今後、多くの来街者や市民が訪れ、交流する空間となる橋本・相模原両

駅周辺においては、広域的な交流ゲートの「顔」として、まちの個性を表

現し、人々の印象に残るシンボル性を備えたランドマークとなる景観形成

を図ります。 

■ 水やみどりの潤いと都市の風格が調和する良質な景観形成 

水やみどりなどの自然環境と市街地のまちなみが調和する良質な都市

景観の形成により、来街者や市民など、人々の心を豊かにし、誇りを持っ

て守り育てることのできる景観を形成します。 

■ にぎわいとまちなみの連続性に配慮した景観の形成 

都市の景観拠点としての魅力を高めるため、デザイン性の高い駅前空間

づくりや広場・オープンスペースの活用などにより、にぎわいとまちなみ

の連続性に配慮した景観形成を進めます。 
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広
域
防
災
拠
点 

■ 広域的な防災拠点機能を備えたまちづくり 

相模総合補給廠の一部返還地や共同使用区域を活用し、国の基幹的防

災拠点等のバックアップ機能の確保をはじめ、周辺自治体との連携等に

よる広域防災機能を備えたまちづくりを進めます。 

■ 安定した企業活動等を支える安全・安心のまちづくり 

行政機関や業務機能の集積を図るため、災害時のヘッドクォーターと

しての機能の確保や安定した企業活動等を支えるインフラ整備により、

業務の継続性が高い安全・安心のまちづくりを進めます。 

■ 広域的な交通結節性を生かした防災・減災のまちづくり 

駅周辺における避難場所や物資供給拠点としての機能の確保及び広域

的な幹線道路からのアクセス性の強化など、平時から災害を想定して官

民が連携し、広域的な交通結節点としての特性を生かした防災・減災の

まちづくりを進めます。 

情
報
発
信
拠
点 

■ 多くの来街者や市民に情報を発信する拠点の形成 

リニア中央新幹線や圏央道等の広域交通網によって訪れる多くの来街

者や広域交流拠点を利用する市民に対し、地域の魅力に関する情報に楽

しく触れることができる空間を形成します。 

■ 圏域全体の連携による多様な分野の情報が集約・発信される仕組みづ

くり 

市や周辺自治体、国、県、各種団体や企業等が連携し、多様な分野の

情報が交流・集約される仕組みを構築することにより、幅広い情報がタ

イムリーに発信され、触れることのできる拠点を形成します。 

■ まちと人がつながる新しい情報流通モデルの構築 

様々なイベントの開催を可能とし、求心力のある駅前空間の創出や最

先端の情報技術の活用などにより、市民や来街者が気軽にまちと接点を

持つことができる新しい情報インフラを構築します。 
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第２章 橋本駅周辺地区整備計画 

１ 対象地域 

整備計画の対象区域は、橋本駅を中心とする橋本駅周辺地区(約 120ha)で

す。特に駅南口は、重点的に検討が必要な地区として、平成 39 年のリニア

中央新幹線の開業を見据えたまちづくりを目指します。 

 
図表 2.1.1 整備計画の対象区域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業能力開発 

総合大学校跡地

ＪＲ橋本駅

京王橋本駅 

リニア駅 

都市再生緊急整備地域 

約 70ha 

整備計画の対象区域 

（橋本駅周辺地区） 

橋本都市

拠点地区 

橋本大山町 

地区 相原高校

凡例 

橋本駅周辺地区 

都市再生緊急整備地域

リニア中央新幹線 

リニア駅 
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２ 土地利用計画 

（１）橋本駅周辺地区の土地利用に係る現況と課題 

ア 法指定状況 

橋本駅周辺地区の地域地区の指定状況は以下のとおりです。 

○ 駅北口側では、駅近傍地域で商業地域、近隣商業地域が指定されて

おり、容積率は 200％から 400％に指定されています。 

○ 駅南口側は、主に神奈川県立相原高等学校(以下「相原高校」という。)

の用地であり、第二種住居地域や第一種住居地域として容積率は

200％、橋本駅西通り線の沿道は近隣商業地域として、容積率は 300％

に指定されています。 

○ 国道 16 号沿道や橋本大通り線の沿道では商業地域や近隣商業地域、

準住居地域として、容積率は 200％から 400％に指定されています。 

○ 駅北口側で２地区、駅南口側で３地区の地区計画が策定されていま

す。（図表 2.2.2 参照） 

○ 駅北口側及び駅南口側の主に商業地域や近隣商業地域に指定されて

いる区域は、駐車場整備地区(約 37.5ha)に指定されています。 

図表 2.2.1 法指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 さがみはら都市計画マップ 

駐車場整備地区

橋本駅周辺地区 
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図表 2.2.2 橋本駅周辺における地区計画の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区 地区計画の目標(抜粋) 土地利用の方針(抜粋) 

橋本駅南口地区 

(H2 決定) 

(H8 変更) 

商業・業務機能の集積を図る

とともに良好な都市環境の形

成と合理的な土地利用を促進

する。 

駅周辺地区は、主に商業の利便性を増進す

るとともに、土地の高度利用を促進する。

橋本駅西通り線沿道地区は、周辺住宅地の

利便を増進するとともに、駅周辺地区と一

体となった商業地として土地利用を図る。

橋本 6 丁目地区 

(H3 決定) 

(H9 変更) 

商業・業務機能の集積を図る

とともに、良好な都市環境の

形成と合理的な土地利用を促

進する。 

商業・業務施設の集積を図るとともに、適

正かつ合理的な土地利用を促進する。 

橋本都市拠点地区 

(H8 決定) 

(H11 変更) 

都市拠点としてふさわしい、

魅力ある良好な市街地環境の

形成を図る。 

都市拠点にふさわしい調和とバランスの

とれた魅力的な市街地を形成するため、オ

ープンスペースの創出を図り、地区ごとに

特色のある土地利用を誘導する。 

橋本 3 丁目地区 

(H10 決定) 

商業・業務機能等の集積を図

るとともに、良好な都市環境

の形成と合理的な土地利用を

促進する。 

商業・業務・文化施設の集積を図るととも

に、敷地の共同化及び土地の高度利用を図

るなど、広域拠点の駅前にふさわしい適正

かつ合理的な土地利用を促進する。 

橋本大山町地区 

(H18 決定) 

(H22 変更) 

 

多様な都市機能をもった複合

市街地の形成を図る。 

ＪＲ相模線の西側の地区では、大規模工場

跡地の土地利用転換により、商業、文化及

び居住等の都市機能の集積を図り、東側の

地区では研究開発及び生産機能を誘導し、

良好な市街地形成を図る。 

橋本都市拠点地区（約 16.5ha） 

橋本駅南口地区（約 5.2ha） 

橋本大山町地区（約 16.2ha）

橋本 3 丁目地区（約 1.3ha）

橋本 6 丁目地区（約 4.2ha）
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イ 土地利用現況 

橋本駅周辺地区の現況の土地利用は、以下のとおりです。 

○ 駅北口前は、商業系土地利用が多く、一部に集合住宅などの住居系

や駐車場としての土地利用が見られます。 

○ 駅南口前は、相原高校用地が広がり、橋本駅西通り線沿道には店舗

併用集合住宅などが立地しています。 

○ 図表 2.2.3 に示す駅北側や西側の地区(駅周辺地区)は、国道 16 号の

沿道を除き、主に住宅が集積するとともに、指定容積率の活用が不十

分な低未利用地が点在しています。 

○ 国道 16 号より西側は、主に住宅と工業系の土地利用となっています

が、橋本都市拠点地区として、商業施設や公共施設が集積している地

区があります。 

○ 駅南東には、大規模な商業施設が立地(橋本大山町地区)しています。

さらに、その外側には、大規模工場等の工業系の土地利用が主となっ

ています。 

 

図表 2.2.3 橋本駅周辺地区の土地利用現況 

 
 

 

北口 
地区 

橋本都市
拠点地区 

橋本大山町
地区 

駅周辺 
地区 

橋本駅 
南口 

地区計画の区域 

相原高校 

リニア中央新幹線

リニア駅 

国道 16 号 
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ウ 課題 

橋本駅周辺地区の土地利用を図る上では、周辺から駅へのアクセスや

在来線駅とリニア駅との乗換え、駅周辺の機能連携など、交通、駅前空

間での課題もあわせて検討する必要があります。 

 

（ア）土地利用の課題 

○ 駅北口前の後背地における拠点の駅周辺に見合う合理的な土地利

用の促進 

○ 駅南口前における新たな核となる拠点的市街地の形成 

○ 駅南口周辺における合理的な土地利用や周辺開発状況に応じた土

地利用転換の促進 

（イ）交通の課題 

○ 相模原ＩＣ方面から駅周辺へのアクセス強化 

○ 駅南口の駅前広場と道路の整備 

○ 橋本と相模原の連携強化 

（ウ）駅前空間の課題 

○ 在来線駅とリニア駅の乗換利便性の確保 

○ 在来線駅間の乗換利便性の向上(通路の混雑解消など) 

○ 駅南北の連携強化 

 

図表 2.2.4 橋本駅周辺地区の課題 

新たな核となる 

拠点的市街地の形成 

橋本と相模原の 

連携強化 

相模原ＩＣ方面から駅周辺

へのアクセス強化 

駅南北の連携強化

後背地における拠点駅周辺

に見合う土地利用の促進 

周辺開発状況に

応じた土地利用

転換の促進

在来線駅とリニア駅 

乗換利便性の確保 

リニア 

中央新幹線 

駅南口の駅前広場と

道路の整備 
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（２）橋本駅周辺地区の都市構造と土地利用方針 

ア 新たな都市構造 

現況と課題を踏まえた橋本駅周辺地区における新たな都市構造形成

の考え方は、以下のとおりです。 

 

図表 2.2.5 橋本駅周辺地区における新たな都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜橋本駅周辺地区における都市構造形成の考え方＞ 

【北口地区】 

杜のホールやシティプラザはしもとをはじめとする文化施設や商

業施設、都市型住宅等、暮らしと文化、にぎわいの複合機能が集積す

る「生活・文化の核」 

【橋本都市拠点地区】 

緑区役所やサン・エールさがみはら、相模原北警察署などの行政施

設、さがみはら産業創造センター(ＳＩＣ)などのインキュベーション

施設、都市型住宅等、市民生活と産業支援の機能が集積する「生活・

産業の核」 

【橋本大山町地区】 

アートラボはしもとや小山公園ニュースポーツ広場、商業施設など

の芸術文化とにぎわいの機能が集積する「創造・文化の核」 

【新たな核（南口地区）】 

リニア駅の設置や相原高校の移転が検討されている南口地区に新

たな核を形成し、市内外との交流・連携を促進し、圏域の情報発信を

行う「交流・連携の核」として、広域的なターミナル機能の強化や機

能集積を図ります。 

生活・産業

の核（既存） 

創造・文化の核（既存）

圏央道 

相模原駅周辺地区

新宿方面 

品川方面 京王相模原線 

リニア中央新幹線 

在来線

橋本駅

八王子方面 

ＪＲ横浜線 

北口地区 

横浜方面 交流軸 交流軸 

リニア駅

橋本 都 市

拠点地区 
橋本 大 山

町地区 
交流軸 交流軸 

ＪＲ相模線 
名古屋・大阪方面 

町田方面 
相模原ＩＣ 

国道 16 号 

国道 129 号 

交流・連携の核 

【新たな核（南口地区）】 

生活・文化の核（既存）
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こうした核同士を交流軸で結び、それぞれの核（地区）が有する機能

や魅力を相互に高め合うことで、駅周辺地区全体の発展につながる都市

構造を形成し、「産業の活力と賑わいがあふれる交流拠点」の形成を図

ります。 

 

イ 重点地区の抽出 

北口地区は、市街地再開発事業などによって道路や駅前広場などの整

備が進んでおり、橋本都市拠点地区と橋本大山町地区についても計画に

沿った整備事業が完了しています。 

これらの地区については、指定容積率の活用や商業系の土地利用も進

んでおり、拠点的市街地の形成が進んでいる地区となっています。 

南口地区については、リニア駅の設置計画に伴う相原高校の移転後に

向けたまちづくりの検討が進められており、相原高校用地の活用ととも

に、リニア中央新幹線の建設や圏央道相模原ＩＣとの近接性を生かした

拠点的市街地の形成が求められています。 

また、平成 27 年７月に国の都市再生緊急整備地域「相模原橋本駅周

辺・相模原駅周辺地域」が拡大され、相原高校用地を中心とした南口地

区及びその周辺が新たに指定されています。 

こうした点を踏まえ、駅南口の周辺は重点的に検討が必要な地区とし、

特に、土地利用計画の検討が急がれる南口地区は、リニア中央新幹線の

開業を見据え、「優先的に土地利用を図る地区」として検討していきま

す。 

 

図表 2.2.6 橋本駅周辺地区内の重点地区 

 

南口地区（重点地区）

約 16ha 

都市再生緊急整備地域 
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ウ 土地利用方針図 

都市構造の形成に向けた、地区を結ぶ交流軸の考え方は以下のとおり

です。各交流軸の具体的な整備内容については、交通ネットワーク計画

や駅前空間計画の検討の中で整理します。 

また、「核周辺ゾーン」については、今後のまちづくりの状況に応じ

た土地利用転換や土地の高度利用等を検討していきます。 

 

図表 2.2.7 橋本駅周辺地区の土地利用方針図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

ゾーニング（都市計画マスタープランより） 

  低層住居系用途地域   中高層住居系用途地域 

  商業系用途地域     工業系用途地域 

施設・機能（既存） 

  大規模商業施設等    産業支援機能（起業支援等）

  文化機能（ホール等）  行政機関        

地区間交流軸 

南口地区と橋本大山町

地区をつなぐ賑わい軸 

地区間交流軸 

南口地区と橋本都市拠点地区をつなぐ

賑わい軸 

新都心連携軸（大山氷川線）

橋本・相模原両駅間を結び

「さがみはら新都心」の連

携を強化する軸 

広域連携軸 

橋本駅周辺地区と圏央道

相模原ＩＣをつなぐ軸 

交流・連携の核 

【新たな核（南口地区）】

地区間交流軸 

公共交通のスムーズな乗換えや

南北の回遊性向上のための軸 

橋本都市拠点地区 北口地区 

橋本大山町地区 

核周辺ゾーン 

職業能力開発 

総合大学校跡地 

国道 16 号

核周辺 

ゾーン 
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（３）南口地区の導入機能 

ア 南口地区の導入機能の考え方 

南口地区では、移転が検討されている相原高校用地を中心とした地区

について、以下のとおりゾーン形成及び機能集積を図ります。 

（ア）広域交流ゾーン 

様々な交通手段による国内外からの来街者を受け入れる交通ター

ミナルとしての空間形成に取り組むほか、圏域全体の観光、物産、産

業等に関する様々な情報発信の拠点となる機能導入を図ります。 
＜想定される施設例＞ 

駅前広場、イベントスペース、情報発信拠点(展示スペース等)、 
広域交流拠点のコンシェルジュ機能を有する施設 など 

（イ）複合都市機能ゾーン 

オフィスなどの事業活動の拠点や生活・地域に密着した機能が複合

的に集積する地区として、子どもから高齢者まで様々な世代が活動す

る拠点、まちづくりを育てる人々が集い、語らう場となる拠点などの

機能導入を図ります。 
＜想定される施設例＞ 

オフィス、商業、飲食、福祉、医療、まちづくり活動拠点、 
都市型居住 など 

（ウ）ものづくり産業交流ゾーン 

産業の人材・情報が交流する拠点や、新たな製品・サービス、次世

代の技術（宇宙開発・ロボット産業等）が創造される拠点として、圏

域内外から産業・経済の交流のために利用される機能導入を図ります。 
＜想定される施設例＞ 

展示場、会議室、インキュベーション（起業支援）、産学連携窓口、

シティホテル など 
 

イ 導入施設の例と利用者のイメージ 

南口地区は、「交流・連携の核」として、各ゾーンが一体となって圏

域内外から集まる人材や情報の交流・連携を創出する地区として整備し

ていきます。 
圏域の内外で働く人や学ぶ人、暮らす人等が様々な目的を持って活動

する空間としての機能集積を図るとともに、企業や大学、研究機関、公

共機関等、活動の受け皿やサポートを担う主体間で連携し、圏域全体の

活性化を促す仕組みをあわせて検討していきます。 
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図表 2.2.8 導入機能の例と利用者のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 事例にみる用途構成 

東京都武蔵小杉、二子玉川、汐留などの面的・拠点的な都市開発が行

われた事例を比較すると、居住機能を中心とした郊外型の駅周辺土地利

用から業務機能を中心とした都心型の土地利用になるにつれて、住宅か

ら業務に用途構成の比重が移るとともに、必要に応じて商業や宿泊など

の機能を取り入れながら土地利用を図っていることが分かります。 

図表 2.2.9 用途構成事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住・郊外型         バランス型         業務・都心型 

【事例】武蔵小杉 

 

 

 

 

出典 「武蔵小杉ライフ」ホームページ 

【事例】二子玉川 

 

 

 

 
出典 二子玉川東第二地区 

市街地再開発組合ホームページ 

 

【事例】汐留 

 

 

 

 

出典 東京都第二区画整理事務所 

ホームページ 

業務 

68％ 

商業 

11％ 

住宅 

12％ 

宿泊 

7％ 
その他 

2％ 

業務 

37％ 

商業 

30％ 

住宅 

27％ 

宿泊 

2％ 

その他 

4％ 
業務 

23％ 

商業 

15％ 

住宅 

59％ 

宿泊 

1％ 

その他 

2％ 

複合都市機能ゾーン 
○子どもから高齢者まで様々な世代の

活動拠点 

○まちづくりを育てる人々が集い、 

語らう場 

オフィス、商業、飲食、福祉、医療、

まちづくり活動拠点、都市型居住など

ものづくり産業交流ゾーン 
○産業の人材・情報の交流拠点 

○新たな製品・サービスの創造拠点 

展示場、会議室、インキュベーション、

産学連携窓口、シティホテルなど 

広域交流ゾーン 
○国内外からの来街者を受け入れる交通ターミナル

○圏域全体の観光、物産、産業など様々な情報

発信拠点 

駅前広場、イベントスペース、情報発信拠点(展

示スペース、地域ＦＭ等)、広域交流拠点のコ

ンシェルジュ機能など 

○他の大都市圏、周辺

地域(首都圏内)から

の来街者 

○地域住民 

企業、ＳＩＣ、起業家

ビジネス来街者 

・情報/人材の交流 

・イベント/技術展 

・講師/コーディネーター

・拠点の運営に参画 

多様な市民・来街者、

大学生 

橋本公民館 

ユニコムプラザ 

・製品/サービスの体験、

・学習、マーケティング 

・インターン/リクルート

・消費行動、社会/文化活動、

まちづくり活動等 

・イベント共催、講師

市民・来街者・通勤者

企業・事業者 

広域観光客 

・
回
遊
性
の
強
化
に
よ
る
圏
域
内
外
か
ら
の
人
・
情
報
の
流
動 

・
イ
ベ
ン
ト
ス
ペ
ー
ス
や
情
報
発
信
拠
点
を
活
用
し
た
機
能
連
携 

複合都市拠点に集まる人々やオフィス入

居企業と産業交流拠点を利用する事業者

等との連携 

企業/団体、 

周辺自治体等 

・各種情報発信(産業/観光)

・イベント開催 

大学、研究機関、JAXA

アートラボはしもと 

・周辺観光地へのハブ機能
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エ 橋本駅周辺地区における用途・都市機能構成の方針 

（２）の土地利用方針や（３）の都市開発の事例を踏まえた駅周辺地

区の用途・都市機能の構成の方針は、以下のとおりです。 

 

＜橋本駅周辺地区の用途・都市機能の構成の方針＞ 

○ 橋本駅周辺地区は、産業の活力と賑わいがあふれるまちづくりや、昼間

人口の拡大に向けて、業務機能の集積を図るとともに、商業や居住機能

などのバランスが取れた用途構成を目指します。 

○ 在来線３線が乗り入れ、リニア駅の設置が計画されていることから、駅

前広場など広域交通ターミナルとしての都市基盤整備に必要な土地利用

を図ります。 

○ 橋本駅周辺をはじめ、市内や周辺都市における産業・大学等の集積や充

実した広域交通網などの特性を生かし、産業交流や情報発信に資する機

能の導入を図ります。 

○ 橋本駅の至近部には、多くの来街者を迎え入れるとともに、「歩いて暮

らせる集約型都市構造への転換」を進めるため、商業や医療、福祉等が

複合する機能の導入を図ります。 

○ 新たな土地利用転換が想定される南口地区を中心に、機能集積を進める

ため、用途地域や容積率の見直しを図ります。見直しを行う場合は、「用

途地域の配置、規模及び形状等に関する基準」に即して、土地区画の規

模や形状、接道幅員などを考慮することが必要となります。 
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（４）南口地区における機能配置の考え方 

駅周辺地区の用途・都市機能構成の方針を踏まえた新たな核となる南口

地区の機能配置の考え方は、以下のとおりです。 

＜南口地区における機能配置の考え方＞ 

○ 移転が検討されている相原高校用地の利用を土地利用構想の中心とします。

○ 土地利用構想の検討に当たっては、地区を結ぶ交流軸の考え方を踏まえつ

つ、利活用可能な土地をできる限り広くかつ整形に確保しうる区画とします。

○ 主要な乗換動線は、在来線駅改札とリニア駅改札を短距離に結ぶ線上に配置

することを想定し、その両側に機能配置が行われる区画とします。 
○ 広域交流ゾーンは駅前広場をはじめとして、公共交通の乗換えのための空間

利用が想定されることから、駅北口など、様々な方面からのアクセスに配慮

した配置とします。 
○ 複合都市機能ゾーンは、主に生活者や通勤者などの利用が想定されることか

ら、在来線駅、リニア駅のいずれからもアクセス可能な配置とします。 
○ ものづくり産業交流ゾーンは、リニア中央新幹線で広域的な来街者による利

用が想定されることから、リニア駅に近接し、周辺の産業用地からも利用し

やすい地区への配置とします。 

こうした各ゾーンが在来線駅とリニア駅を含む新しい橋本駅を中心に

相互に利用され、相乗効果によって地区全体の利用価値が高まるよう、駅

と地区内・地区間の回遊性をそれぞれ強化するとともに、既存の核と南口

地区の機能連携が可能となる土地利用・機能集積を図ります。 

図表 2.2.10 南口地区と既存の核の機能連携の考え方 

交流・連携の核(南口地区)    市内外との交流・連携、情報発信ゾーン 
 

 

  

○子どもから高齢者まで 

様々な世代の活動拠点 

○まちづくりを育てる 

人々が集まる場 

複合都市機能ｿﾞｰﾝ
ものづくり 

産業交流ｿﾞｰﾝ 

広域交流ｿﾞｰﾝ 

○産業の人材・情報の交流

拠点 

○新たな製品・サービスの

創造拠点 

○国内外からの交通ターミナル 

○圏域全体の観光、物産、産業 

など様々な情報発信拠点 

生活・文化の核(北口地区) 

暮らしと文化、賑わいの複合ゾーン

商業、都市型住宅、文化、行政 

生活・産業の核(都市拠点地区) 

市民生活と産業支援ゾーン 

産業振興、行政、商業、都市型住宅 

創造・文化の核(大山町地区) 

芸術文化と賑わいのゾーン 

芸術、スポーツ、商業 

連
携
・
補
完

回遊性の強化 

○地区内の回遊性強化    ○既存の核と新たな核（南口）の交流・連携 

産業・行政 暮らし・文化 芸術・スポーツ・商業 
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（５）土地利用計画 

これまでの整理を踏まえた橋本駅周辺地区の土地利用計画は、図表

2.2.11 のとおりです。 

 

図表 2.2.11 橋本駅周辺地区の土地利用計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

：JR 橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

：新都心連携軸 

：広域連携軸 

：地区間交流軸 

：既存の核 

：新たな核（南口地区） 

：核周辺ゾーン 

核周辺ゾーン 

広域交流ゾーン 

核周辺ゾーン

核周辺 

ゾーン

ものづくり産業交流ゾーン 

複合都市機能ゾーン 

橋本都市

拠点地区 

橋本大山町地区 

北口地区 

新都心連携軸 

広域連携軸 

地区間交流軸 

地区間交流軸 
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３ 交通ネットワーク計画 

（１）交通ネットワークに係る現況と課題 

ア 現況 

橋本駅は在来線３線が乗り入れる交通結節点として、本市をはじめ、

東京（新宿、八王子）方面、横浜方面、湘南方面と連絡し、通勤、通学

の玄関口となっています。橋本駅以西からの利用者が多く、駅への主要

な交通手段1は、駅から概ね５ｋｍ以遠からは自動車、３ｋｍ以遠から

はバス、３ｋｍ以内は自転車、１ｋｍ以内は徒歩となっています。 

また、橋本駅から西に約５ｋｍの位置には、相模原ＩＣがあり、広域

的な道路ネットワークが形成されています。相模原ＩＣからは津久井広

域道路の整備が進み、橋本駅近傍を通る国道 16 号までを直線状に結ん

でいます。 

東西を結ぶ津久井広域道路に交差し、その南北を連絡する相原大沢線

の整備も進んでいます。 

橋本駅周辺には、市街地再開発などとあわせて公共駐車場(２か所)が

整備されているほか、コインパーキングなどの民間による時間貸し駐車

場が多く設置されています。 

橋本駅への交通手段としては、自転車、原動機付自転車も多いため、

駅の南北には、公共自転車駐車場が４か所整備されているほか、駅周辺

は、自転車等放置禁止区域に指定されています。 

 

イ 課題と現在の取組 

津久井方面から橋本駅へのアクセスは、橋本駅西通り線などの一部の

交通ネットワークに負荷が掛かっています。特に通勤・通学者の送迎車

や右左折車を原因とする渋滞が断続的に発生し、時間帯によっては国道

16 号を越えて相模原北警察署付近にまで渋滞が発生しています。 

橋本駅にアクセスする公共交通サービスの充実、結節点の乗換利便性

の向上、アクセス経路の安全性・快適性の向上を図ることを目的に、平

成 24 年度策定の「橋本地区ＴＤＭ推進計画」における交通施策により、

道路渋滞をはじめとする交通問題の解決に取り組んでいます。 

これまで、南口駅前広場のレイアウト変更、適正利用を促す啓発活動

や違法駐車の取締強化などの交通施策を実施したことにより、橋本駅へ

のアクセス性の向上や公共交通利用促進に一定の効果が得られました。

しかし、自転車の走行空間の確保、歩行者の安全性・快適性の確保、路

上での荷捌きによる交通阻害等は、継続して課題となっています。 

交通ネットワークの検討に当たっては、「橋本地区ＴＤＭ推進計画」

の方針を踏まえ、これらの課題解決に向けた取組が必要となります。 

このほかに、市では橋本駅が広域交流拠点や県北のゲートとして、ふ

                                                  
1第 11 回大都市交通センサス（平成 22 年）データ（橋本駅の定期券利用者の居住地、勤務・就学地ゾー

ン集計）をもとに、橋本駅までの利用交通手段を分析したものです。 
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さわしい交通結節機能を果たすため、リニア駅の設置とともに、相模線

の輸送力の強化に向け、複線化等を促進する取組を進めています。 

図表 2.3.1 現在の道路ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.3.2 駅南口へのアクセス道路の課題等 

 

職 業 能 力 開 発 

総合大学校跡地 

駅南口へのアクセス道路が狭く、一般車の駅周辺へのアクセス（鉄

道利用者のマイカー送迎など）により渋滞が発生 

国道 16 号線における 

慢性的な渋滞の発生 

橋本・相模原

両駅周辺地区

間の連携 

住宅地への通過交通の流入により

安全な歩行空間の確保に課題 

大規模土地利用転換にお

けるアクセス強化 

西側地域や相模原ＩＣ方面

へのアクセス強化 
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（２）自動車ネットワーク 

ア 自動車ネットワークの考え方 

橋本駅周辺では、国道 16 号や国道 129 号などを骨格道路として駅北

口や相模原方面との自動車ネットワークが形成されています。近年、相

模原ＩＣが開設し、首都圏における研究・物流軸として新たな交通ネッ

トワークが形成されました。 

橋本駅へのアクセスは、国道 16 号や国道 129 号などが担っています

が、津久井方面からは国道 413 号などに交通が集中するといった課題を

抱えており、路線バスの定時性にも影響を与えています。 

今後、南口地区のまちづくりにより、大規模な土地利用転換が進めら

れるため、駅前の駅前広場を含めた一体的な自動車ネットワークが必要

となります。 

 

イ 自動車ネットワークの整備方針 

骨格となる既存道路から、南口地区にアクセスする道路として、相模

原ＩＣ方面からの「広域連携軸」、相模原駅周辺との連携を図る「新都

心連携軸」、橋本駅周辺に集積している都市機能を結びつける「地区間

交流軸」を整備します。 

（ア）広域連携軸・新都心連携軸 

・広域交流拠点の広域的なアクセス性を高めることや、橋本・相模原

の一体性を強化する動線として、連携軸を形成します。 

・「広域連携軸」として、相模原ＩＣ方面と橋本駅南口を結び、アク

セス性の向上を図る幹線道路として整備します。 

・「新都心連携軸」として、橋本駅周辺と相模原駅周辺を結ぶ広域交

流拠点内の連携性を高める幹線道路の整備を推進します。 

・「広域連携軸」、「新都心連携軸」については、自家用車によるアク

セスを抑制するとともに、鉄道、バスなどの公共交通の利用を促進

するため、公共交通の専用・優先機能の確保を推進します。 

（イ）地区間交流軸 

・地域における活動や回遊性を高める道路網を整備し、まちづくりに

おける補助的な動線として地区間交流軸を形成します。 

・橋本都市拠点地区、南口地区、橋本大山町地区を結ぶ橋本駅西通り

線を整備します。 

・南口地区の南北を結ぶ橋本駅東通り、相原高校前通りを整備します。 

・町田街道までのアクセス道路として、東橋本大山線の延伸を推進し

ます。 
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図表 2.3.3 自動車ネットワークの整備方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

主要幹線道路 
 
幹線道路 
 
地区幹線道路 
 
区画道路（南口地区）

※実線：現道  点線：新規路線 

広域連携軸 

相模原ＩＣ方面からの

アクセス道路 

多摩ニュー

タウン通り 

国道 129 号

相原宮下線 

大山氷川線 

国道 16 号 

橋本小山線 

橋本駅 

宮
上
横
山
線 

東
橋
本
大
山
線 

国道 413 号 

職業能力開発 

総合大学校跡地 

町田街道 

新都心連携軸（橋本駅西通り線）

相模原駅方面との連携道路 

地区間交流軸（相原高校前通り）

南口地区の南北を結ぶ道路 

南口地区 

地区間交流軸（橋本駅東通り線）

南口地区の南北を結ぶ道路 

地区間交流軸（橋本駅西通り線） 

南口地区と橋本都市拠点地区を結ぶ道路 

橋本都市拠点地区 
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図表 2.3.4 「広域連携軸」、「新都心連携軸」のイメージ 

 

 

図表 2.3.5 「地区間交流軸」のイメージ 

 

広域連携軸 

（４車線区間の例）幅員として 20ｍから 30ｍ程度 

新都心連携軸 

（橋本駅西通り線） 

新都心連携軸 

（大山氷川線） 

地区間交流軸 

（橋本駅西通り線） 

幅員として 15ｍから 20ｍ程度 

地区間交流軸 

（相原高校前通り） 

地区間交流軸 

（橋本駅東通り） 

地区間交流軸 

（東橋本大山線） 
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（３）自転車ネットワーク 

ア 自転車ネットワークの考え方 

橋本駅南口は、橋本地区ＴＤＭ推進計画において、自転車ネットワー

クの構築を施策として位置付けており、自転車走行空間の明示などを行

い、ネットワークの拡大を進めています。 
また、平成 24 年３月に策定した「相模原市自転車対策基本計画」で

は、基本方針において、自転車通行環境ネットワークの形成として、自

転車道等の整備・拡充を図ることとしています。新しく道路を整備する

場合は、自転車道等の整備に努めるものとしています。また、既存道路

を拡幅する場合においても、自転車等の走行空間確保の手法等を検討す

ることとしています。 
現在の橋本駅南口においては、駅への主要な動線となる道路に自転車

レーンを設けることで、走行空間を確保していますが、マイカー送迎等

による駐停車が走行空間を阻害している状況も発生しています。このた

め、常に良好な走行空間を確保することが求められます。 
 

図表 2.3.6 自転車走行空間の現況 

 

 
 

イ 自転車ネットワークの整備方針 

○ 南口地区への自転車によるアクセスは、「広域連携軸」、「新都心連携

軸」を主要な動線として位置付け、「地区間交流軸」や既存道路を補

助的な動線とした自転車ネットワークを形成します。 

○ 新規の道路整備に当たっては、歩行者と分離された自転車道として、

安全で快適な走行空間の創出を図ります。 
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図表 2.3.7 自転車ネットワークのイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

凡例 

 
    将来ネットワーク 

 

    自転車道等の整備を検討する路線 

 

駐輪場の設置を検討する場所 Ｐ 

相原高校の移転に伴う

相模原ＩＣ方面への 

ネットワークの強化

Ｐ 

Ｐ 

職業能力開発 

総合大学校跡地 

相模原駅方面への 

ネットワークの強化 
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（４）歩行者ネットワーク 

ア 歩行者ネットワークの考え方 

橋本駅への主要な交通手段としての徒歩の範囲は、概ね１ｋｍ範囲と

なっています。橋本駅には、自動車、バス、自転車など他の交通手段も

集中することから、歩行者の通行の安全性や快適性の確保には、歩道の

設置など、歩行者と他の交通手段との分離が必要となります。 
現在の橋本駅周辺の道路は、橋本駅西通り線など主要な道路には歩道

が整備されていますが、歩道がなく、歩行者と自動車などの交通が混在

している箇所もあります。また、現状では駅前に大規模な高校用地があ

ることなどにより、橋本駅南口へのアクセス道路が少なく、駅への歩行

者ルートも限られています。 
今後、リニア駅の設置や駅周辺のまちづくりが進むことで、駅周辺の

歩行者交通はさらに増加することが見込まれるため、駅周辺の歩行者ネ

ットワークの拡充が必要となります。 
 

イ 歩行者ネットワークの整備方針 

橋本駅北側からの南口地区への歩行者ネットワークは、既存道路及び

自由通路を中心に形成されています。南口地区からは、既存道路に加え、

「広域連携軸」、「新都心連携軸」、「地区間交流軸」によって、ネットワ

ークを形成します。 

道路の整備においては、歩行者の安全性を確保するために、ゆとりあ

る歩行空間の確保と自転車との分離を基本とします。また、既存の道路

についても、道路の断面構成の見直しなどにより、歩行者の通行に配慮

した再整備を検討します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の駅自由通路 
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図表 2.3.8 歩行者ネットワークのイメージ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例 

    両側歩道のある道路が整備済の路線 

    両側歩道のある道路を整備する予定の路線 

    新たに両側歩道のある道路の整備を検討する路線 

南北方向の歩行者通行環境の強化に 

よる市街地の連携強化と回遊性の向上 

東西方向の歩行者通

行環境の強化による

市街地の連携強化と

回遊性の向上 

職業能力開発 

総合大学校跡地 
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（５）自動車駐車施設等 

ア 現況 

橋本駅周辺では、公共・民間駐車場合わせて、約 3,900 台の駐車施設

が整備されています。 

駅周辺では、北口地区を中心に、駐車施設整備の必要性が高い区域を

駐車場整備地区に位置付け、駐車施設の整備を促しています（図表

2.3.12）。また、地区の特性等から、公共と民間の適切な役割分担と、

既存駐車施設の活用をはじめ、総合的に駐車需要への対応を図っていま

す。 

 
（ア）自動車駐車場 

○ 公共駐車場は、北口地区の市街地再開発事業にあわせて約 1,200

台の施設が整備されています。この施設の利用状況（修正回転率2）

は 3.54 であり、日常利用のピークは 60％を下回っており、繁忙期

の需要にも対応した施設が確保されています。 
○ 民間駐車場については、コインパーキングなどを含め、駅周辺に

約 2,700 台が設置されています。 
○ 今後のまちづくりにより、現状とは異なる駐車需要が発生するも

のと考えられるため、市街地整備後の駐車需要の質と量を適切に予

測し、それに応じた施設を配置することが必要となります。 
 

図表 2.3.9 橋本駅周辺の公共駐車場の状況（平成 27 年 10 月 1 日時点） 

 収容台数 修正回転率 延床面積 

橋本駅北口第１ 

自動車駐車場 

 

747 台 3.20 
約 28,600 ㎡ 

（民間を含む。）

橋本駅北口第２ 

自動車駐車場 

 

455 台 3.98 約 14,000 ㎡ 

   

                                                  
21 駐車スペース当たりの利用回数（回転率）に１台当たりの平均駐車時間を乗じて算出し、駐車スペー

スが 1 日当たり、どれほどの時間占有されているかを示しています。 
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図表 2.3.10 橋本駅周辺の公共駐車場配置 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）駐車場整備地区等 

○ 現在は、北口地区を中心に駐車施設の設置を促進し、良好な道路

空間を確保するため、駐車場整備地区に指定しています。 
○ 南口地区は、市街地再開発事業などのまちづくりにより、将来的

には需給バランスが崩れると想定されます。 
 

図表 2.3.11 駐車場整備地区の基準 

建築物の用途 駐車場の規模3 

商業系用途 延べ床面積 200 ㎡～300 ㎡ごとに１台 

業務系用途 延べ床面積 250 ㎡～350 ㎡ごとに１台 

住宅系用途 住戸数の 30％～50％ 

 

                                                  
3駐車場の規模に関する基準は、床面積の大きさや用途地域により異なります。また、商業系用途につい

ては「大規模小売店舗立地法」に基づく駐車施設等の設置についても考慮が必要です。 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

橋本駅北口

第１自動車

駐車場

橋本駅北口

第２自動車

駐車場 
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図表 2.3.12 橋本駅周辺の駐車場整備地区等  

 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イ 自動車駐車施設等の整備方針 

（ア）自動車駐車場 

○ 民間開発に伴い必要となる自動車駐車場は、民間事業者による整

備を基本とします。 
○ 既存施設を有効活用しながら、南口地区のまちづくりによって必

要となる駐車施設を確保します。確保に当たっては、官民が連携し

て各施設建築物の駐車場への集約化など、施設の適正配置を図りま

す。 
○ 駐車場の利用目的は多様ですが、主に買い物などによる短時間利

用、在来線駅やリニア駅利用によるパークアンドライドの長時間利

用といった需要があります。商業施設などについては、近隣施設間

での相互利用を誘導するなど、駐車場の効率的な利用方策により、

過剰な施設配置にならないようにします。 
○ 一般車の駐車以外は、荷さばき駐車が考えられ、これらは路上駐

車による交通環境の悪化につながるおそれがあることから、各施設

建築物において荷さばき駐車などのスペースの確保を促進します。 
 

（イ）駐車場整備地区 

○ まちづくりを行う南口地区を中心に「駐車場整備地区」に指定す

ることを基本として、良好な道路空間の確保を図ります。 
 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

：駐車場整備地区（現在）
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図表 2.3.13 駐車場整備地区の拡大を検討する区域 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）自転車駐車施設等 

ア 現況 

橋本駅の南北では、公共自転車駐車場が需要に応じて既に整備されて

います。 
民間開発において、附置義務制度4に基づいた施設規模を整備するよう

に指導しています。また、放置自転車は、歩行者の安全を妨げるなどの

要因になるため、北口地区を中心に自転車等放置禁止区域を指定し、放

置自転車などの撤去や放置防止の指導を通じて良好な歩行空間を確保す

る取組を進めています。 
このような施策により、放置自転車の撤去台数が減少傾向にあること

から、他の地区と同様に、南口地区においても継続して施策を進めるこ

とが重要です。 

                                                  
4相模原市建築物における駐車施設の附置に関する条例（昭和 62 年相模原市条例第９号）により、駐車

場整備地区内において、特定の用途に供する一定規模以上の建築物の新築、増築、改築などを行う場合

は、駐車施設を設置する義務があることが定められています。 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

：駐車場整備地区（現在）

駐車場整備地区の拡大等による 

良好な市街地環境の確保を検討

する区域 
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（ア）自転車駐車場 

○ 公共自転車駐車場は、自転車用として約 6,100 台、原動機付自転車

用として約 1,600 台が整備されています。南口の利用は、需要と供給

が概ね均衡している状況です。 
○ 民間自転車駐車場は、駅近傍の商業施設利用との連携による施設整

備が進んでいます。 
 

図表 2.3.14 公共自転車駐車場の状況（平成 27 年 10 月 1 日時点） 

  収容台数 利用率 

橋本駅北口第１自転車駐車場 

 
自転車： 843 台 

原動機付自転車： 169 台 
99.6％ 

橋本駅北口第２自転車駐車場 

 

自転車： 1,051 台 

原動機付自転車： 189 台 
120.2％

橋本駅北口路上等自転車 

駐車場 

 

自転車： 103 台 100％ 

橋本駅南口第１自転車駐車場 

 
自転車： 1,334 台 

原動機付自転車：  617 台 
98.9％ 

橋本駅南口第２自転車駐車場 

 

自転車： 2,611 台 

原動機付自転車： 48 台 
94.2％ 

橋本駅南口第 1 路上等自転車 

駐車場 

 

自転車： 70 台 100％ 

橋本駅南口第２路上等自転車 

駐車場 

 

自転車： 46 台 100％ 

橋本駅南口バイク駐輪場 

 

原動機付自転車： 550 台 100％ 

橋本駅南口 2 丁目駐輪場 

 

自転車： 48 台 100％ 
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図表 2.3.15 橋本駅周辺の公共自転車駐車場配置 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（イ）自転車等放置禁止区域 

○ 橋本駅周辺は、自転車等放置禁止区域に指定をしています。 
○ この地区では、商業系の建築物用途において、自転車駐車場の規

模を拡大する基準となっています。 
 

図表 2.3.16 自転車駐車場の基準 

 建築物の用途 自転車駐車場の規模 

自転車等放置禁止区

域に接する場合 

共同住宅 １戸につき１台 

商業系用途 延べ床面積 25 ㎡ごとに１台 

事業系用途 延べ床面積 40 ㎡ごとに１台 

自転車等放置禁止区

域に接していない場

合 

共同住宅 １戸につき１台 

商業系用途 

事業系用途 
延べ床面積 40 ㎡ごとに１台 

 
 

橋本駅北口

第１自転車

駐車場

橋本駅北口

第２自転車

駐車場

橋本駅南口

第１自転車

駐車場

橋本駅南口

第２自転車

駐車場

橋本駅北口路上

等自転車駐車場 

橋本駅南口 

第１路上等 

自転車駐車場 

橋本駅南口 

第２路上等 

自転車駐車場

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 
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イ 自転車駐車施設等の整備方針 

（ア）自転車駐車施設 

○ 民間開発に伴い必要となる自転車駐車場等の施設は、民間事業者

による整備を基本とします。 
○ 既存施設を有効活用しながら、まちづくりに必要となる駐車施設

を確保します。 
○ 公共自転車駐車場については、まちづくりの規模感や需要動向に

応じた再整備、民間開発との連携などの検討を進めます。 
 

（イ）自転車等放置禁止区域 

○ まちづくりを行う南口地区を中心に、土地利用計画に合わせて新

たに「自転車等放置禁止区域」に指定することを基本として、自転

車などの放置の発生を防ぎます。 
 

図表 2.3.17 自転車等放置禁止区域の拡大を検討する区域 

 

自転車等放置禁止区域の拡大

等による良好な市街地環境の

確保を検討する区域 凡例 
：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

：自転車等放置禁止区域（現在） 
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４ 駅前空間計画 

（１）駅前空間に係る現況と課題 

ア 現況 

橋本駅は、在来線を利用することにより、首都圏の各都市（東京方面・

横浜方面・八王子方面）にアクセスが可能です。リニア駅の設置により、

名古屋・大阪方面にも短時間のアクセスが可能となるため、駅利用者及

び来街者が増加するものと想定されます。また、南口地区のまちづくり

に伴う就業者、来街者、居住者等の増加を想定した対応が求められます。 

このようなことから、地域の生活を支える空間を確保しつつ、広域交

流拠点はもとより首都圏南西部の顔や玄関口にふさわしい象徴性を備

えた駅前空間の形成が求められます。 

 

図表 2.4.1  駅南口の駅前空間の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駅南口の駅前空間 

南口地区 

凡例 
：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 
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イ 課題 

現在、橋本駅南口の駅前広場は、整備されていますが、路線バスや自

転車の利用者が多いほか、一般車の利用も多いことが特徴です。特に朝

夕の通勤・通学時間帯は、マイカー送迎や企業送迎バスなども集中し、

橋本駅西通り線などにおいて渋滞を引き起こしています。 

このような状況の中、「橋本地区ＴＤＭ推進計画」に基づき、橋本駅

南口の駅前広場の段階的な改良を行い、レイアウト変更により、バス降

車場の拡充、タクシープールの拡充、企業等送迎バス乗降場確保と一般

車乗降場の拡充等の整備が進められてきました。しかし、南口地区では、

リニア駅の設置や駅周辺の土地利用転換に伴い、駅前広場の機能の更な

る拡充が求められます。 

路線バスについては、将来における需要の対応に加え、現状では駅南

口の駅前広場のバス乗降場が限られているため、津久井・城山方面の路

線バスが駅北口駅前広場において発着しており、バスの速達性や利便性

の向上に向けた検討が必要となっています。 

タクシーについては、乗降場に加え、十分なタクシープールの確保が

必要となっています。 

公共交通と一般車は、極力分離して公共交通の円滑な運行を行うとと

もに、道路上でのマイカー送迎等による乗降や道路混雑を抑制するため

に、一般車乗降場の確保が必要となります。 

企業送迎バス、リニア駅の設置により需要が高まると考えられる高速

道路を利用した路線バス(高速バス)や観光バスに対応した乗降場など

も必要となります。 

在来線駅やリニア駅の利用者に加え、駅周辺開発等に伴い増加する歩

行者に対しては、利便性、快適性、わかりやすさなどを考慮した歩行者

空間の形成が必要となります。在来線駅は橋上駅舎であり、リニア駅が

地下となるための地上、地下、橋上レベルでの歩行者動線の確保と上下

のスムーズな移動に配慮することが必要となります。 

現在、相原高校は広域避難場所に指定され、地域の防災拠点としての

役割も担っており、リニア駅の設置に伴い、移転が必要な場合はその機

能の継承が求められます。 

 

現在の南口駅前広場 タクシープール、一般車、企業バス
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（２）駅前空間の基本コンセプト 

「２ 土地利用計画」、「３ 交通ネットワーク計画」を踏まえ、以下の

３つの駅前空間整備の検討の視点に基づき、駅前空間に必要となる５つの

機能を整理します。 
 【駅前空間整備の検討の視点】 
  ○ 様々な交通手段に対応した首都圏南西部の交通ターミナル機能の強化 
  ○ 広域交流拠点の「顔」にふさわしい賑わいや憩いのある駅前空間の形成 
  ○ 駅とまちを結ぶ快適で安全・安心な歩行者空間の形成 
 

 

① 交通結節機能 

・ 首都圏南西部の玄関口として、国内外の都市と相模原駅周辺地区を含めた

近隣都市をつなぐ路線バス、高速バス等が集まる駅前広場の形成 

・ 鉄道駅及び駅前広場をつなぐ乗換動線の形成 

② 回遊機能 

・ 駅や駅前広場と周辺の核をつなぎ、南口地区内のゾーン間を安全・快適に

つなぐ歩行者ネットワークの形成 

・ 歩行者ネットワークの結節点における滞留空間の確保 

③ 交流機能 

・ 乗換動線に沿って、交流や賑わいを形成し、情報発信のための施設や空間

が連なる「交流・賑わい軸」の形成 

・ 人と人・もの・情報・産業交流の場となり、首都圏南西部の顔にふさわし

い象徴性を備えた「シンボル広場」の確保 

④ 環境機能 

・ 相原高校の緑豊かな環境を未来へとつなぎ、丹沢のやまなみへの視線をつ

なぐ「緑と憩いの軸」の形成 

⑤ 防災機能 

・ 災害時における市民や避難者、帰宅困難者の安全確保を図るための避難場

所及び一時滞在施設の確保 

図表 2.4.3 駅前空間に確保する機能及び機能を支える空間や施設 

 駅前空間 

①交通結節機能 

②回遊機能 

③交流機能 

④環境機能 

⑤防災機能 

図表 2.4.2 駅前空間の基本コンセプト 
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（３）機能配置方針 

「駅前空間に確保する機能」を支える空間や施設の配置方針は、図表

2.4.4 のとおりです。 

図表 2.4.4 機能配置方針 

機能 空間・施設 配置方針 

交通結節機能 駅前広場 「広域連携軸」、「新都心連携軸」及び「地区

間交流軸」が交わる位置に接続するよう配置

乗換動線 ＪＲ橋本駅・京王橋本駅・リニア駅をつなぐ

ように配置 

回遊機能 歩行者空間 南口地区と既存の核をつなぎ、南口地区内の

ゾーン間をつなぐように配置 

滞留空間 歩行者空間の結節点に配置 

交流機能 「交流・賑わい軸」 在来線駅とリニア駅をつなぐ乗換動線及び 

その周辺施設により形成 

「シンボル広場」 ゾーンや歩行者空間が交わる位置に配置 

環境機能 「緑と憩いの軸」 「広域連携軸」などを中心に配置 

防災機能 避難場所及び 

一時滞在施設 

「シンボル広場」、「交流・賑わい軸」及び「緑

と憩いの軸」に配置 

 

図表 2.4.5 機能配置イメージ 

回遊機能 

南口地区と周辺の核や、

南口地区内のゾーンを

つなぐように歩行者空

間を、歩行者空間の結節

点に滞留空間を配置 

環境機能 

リニア駅の上部空間や、

「広域連携軸」、「新都心

連携軸」及び「地区間交

流軸」の沿道空間に、「緑

と憩いの軸」を配置 

防災機能 

災害時には、「シンボル広場」、

「交流・賑わい軸」及び「緑と

憩いの軸」を活用し、避難場所

及び一時滞在施設を配置 

交流機能 

乗換動線及びその周辺

施設により、「交流・賑

わい軸」を形成 

ゾーンや歩行者空間が

交わる位置に「シンボル

広場」を配置 

交通結節機能 

公共交通の乗換利便性や、

「広域連携軸」、「新都心連

携軸」及び「地区間交流軸」

からのアクセス利便性に

配慮して、駅前広場や乗換

動線を配置 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札
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（４）空間形成の方針 

ア 交通結節機能：駅前広場 

（ア）空間形成の考え方 

○ 現在の交通結節機能は、在来線駅を中心として、南北それぞれに

駅前広場が配置されています。 

○ リニア駅の設置や橋本駅周辺地区のまちづくりの進展により、路

線バス、高速バス、タクシーなどの公共交通や観光バス、企業バス

の需要がさらに高まることが予想されるため、南口地区のまちづく

りにあわせて駅南口の駅前広場の機能を確保することが必要となり

ます。 

○ 駅前広場は、交通結節点の核となる施設となるため、「広域連携軸」、

「新都心連携軸」、リニア駅と在来線駅の乗換えの多くの動線が結節

する位置に配置することが求められます。 

○ 駅前広場の配置においては、各交通手段へのアクセス利便性や乗

換利便性に配慮するとともに、利便性の高いまちとするため、各都

市機能との位置関係にも配慮することが必要となります。 

 

図表 2.4.6 鉄道駅改札と駅前広場の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域連携軸 

地区間交流軸 

新都心連携軸 

駅南口の 

駅前広場 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

駅北口の 

駅前広場 
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（イ）空間形成の方針 

○ 在来線駅とリニア駅の乗換動線の近くにタクシー・路線バス・高

速バスの乗降施設を集約した駅前広場を在来線駅とリニア駅の間

に配置します。 

○ 企業バスと観光バスは、利用者特性を考慮して、ものづくり産業

交流ゾーンなどに確保します。 

○ 一般車の乗降場は、道路の安全性や公共交通の円滑な交通を阻害

しないように配置します。 

○ 各交通機関の乗降施設の配置や規模は、技術的な検証や関係機関

との協議により決定します。 

 

図表 2.4.7 南口の駅前広場（配置場所のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般車乗降は、想定される位置として２案の位置を示したものであり、 

技術的な検証や関係機関との協議により決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業バス 

観光バス 

広域連携軸 

新都心連携軸 

地区間交流軸 

一般車乗降※ 

路線バス 

タクシー 

高速バス 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

企業バス 

観光バス 
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イ 回遊機能：歩行者空間、滞留空間 

（ア）空間形成の考え方 

○ 橋本駅南北の交流を促進し、来街者など多くの人が行き交う、憩

う、集える空間が求められます。 

○ 首都圏南西部の交流・連携ゲートとして多様な分野の情報や魅力

を集約・発信する「交流・賑わい軸」が必要となります。 

○ 周辺地区とゾーン間の連携や回遊性を高めるネットワークを形成

します。また、ネットワークの結節点には、歩行者の滞留空間を確

保することが必要となります。 

 

図表 2.4.8 歩行者空間の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゾーン間の連携や回遊性を

高めるネットワーク 

歩行者の滞留空間 

交流・賑わい軸 

周辺地区との連携や回遊性を

高めるネットワーク 

周辺地区との連携や回遊性を

高めるネットワーク 

歩行者の滞留空間 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア改札 

南北の市街地の交流

や 回 遊 性 を 高 め る

ネットワーク 
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（イ）空間形成の方針 

○ 歩車分離により安全で快適な歩行者空間を確保するとともに、 

分かりやすさやユニバーサルデザインに配慮することで、移動の負

担の軽減を図ります。 

○ 「交流・賑わい軸」を中心に、駅南北の回遊性、広域交流ゾーン

と周辺のゾーンなどの地区の回遊性を高めます。 

○ 歩行者空間の結節点には、来街者の滞留や待ち合わせの空間、賑

わいを感じられる空間を配置します。 

○ 歩行者空間に沿って賑わいが感じられる施設等を設置するなどし、

距離を感じさせない空間の演出を図ります。 

○ 良質な空間の整備や管理・運営などは、民間事業者のノウハウの

活用を図ります。 

 

図表 2.4.9 歩行者空間のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広 域 交 流

ゾーン 
複合都市機能ゾーン 

ものづくり産業

交流ゾーン 

凡例 

：リニア駅改札 

：京王橋本駅改札 

：JR 橋本駅改札 

補助的な軸：回遊の軸（新設）

主要な軸：交流・賑わい軸 
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ウ 交流機能：「交流・賑わい軸」、「シンボル広場」 

（ア）空間形成の考え方 

○ 広域交流拠点はもとより首都圏南西部の顔や玄関口にふさわしい

象徴性を備えた「シンボル広場」を確保します。 

○ 「交流・賑わい軸」、「緑と憩いの軸」、「ものづくり産業交流ゾー

ン」の土地利用との連携を考慮し、企業活動、情報発信の多様なイ

ベント等での利用や市民の交流、地域イベントなどでの活用も視野

に入れた空間として、配置することが必要となります。 

（イ）空間形成の方針 

○ 「交流・賑わい軸」、「緑と憩いの軸」、「ものづくり産業交流ゾー

ン」が交わる位置に、各ゾーンに集積する機能が融合し新たな機会

や交流を創出する空間として「シンボル広場」を配置します。 

○ 賑わいのある良質な空間の整備や管理・運営などにおいては、民

間事業者との協働、民間のノウハウの活用を図ります。 

 

図表 2.4.10 交流機能の中核を担う「シンボル広場」と 

   「交流・賑わい軸」の配置イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ものづくり産業

交流ゾーン 

緑と憩いの軸 

広 域 交 流

ゾーン 

交流・賑わい軸 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

シンボル

広場 
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エ 環境機能：緑と憩いの軸 

（ア）空間形成の考え方 

○ 憩いや潤いを感じられる環境と共生する都市を創出します。 

○ 緑の自然環境と市街地が調和した空間を確保します。 

 

（イ）空間形成の方針 

○ 樹木や芝生などを連続的に道路やその沿道に設置することなどに

より、本市の特色を形成しつつ、相原高校の緑豊かな空間を継承し

た空間を整備します。 

○ 複合都市機能ゾーン等の土地利用と連携した空間を整備します。 

○ 多世代が憩い、交流し、遊びや健康増進にも活用することができ

る空間の形成を図ります。 

 

図表 2.4.11 重点的に環境機能を配置する場所のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区間連携軸に 

沿った環境機能 

広域連携軸に 

沿った環境機能 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

新都心連携軸に 

沿った環境機能 
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オ 防災機能：避難場所及び一時滞在施設 

（ア）空間形成の考え方 

○ 橋本駅は 1 日当たり乗降客数が約 20 万人いることから、災害時に

帰宅困難者などを受け入れる空間の確保が求められます。 

○ 現在は、相原高校が広域避難場所及び帰宅困難者の避難場所の役

割を担っており、今後も同様の機能を備えることが必要となります。 

○ 「シンボル広場」や「交流・賑わい軸」などの公共性が高く広が

りのある空間は、有事の際にストック効果が期待できます。 

○ 駅周辺は、鉄道利用者、来街者が常に往来、滞在しているため、

平常時のまちの賑わいの創出だけではなく、有事の際にも民間事業

者との連携を図ることが必要となります。 

 

（イ）空間形成の方針 

○ 「シンボル広場」や「交流・賑わい軸」などは、交流機能に加え

て、帰宅困難者等の避難場所、安全・安心を支える防災機能を備え

た空間として整備します。 

○ 災害時における避難誘導や帰宅困難者への対応などにおいては、

整備した防災機能を有効に活用しながら、都市活動の維持や復旧を

いち早く進めるために、施設管理者、行政や交通事業者などが協力・

連携することが必要となります。 

 

図表 2.4.12 防災機能を備えた空間の配置イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 

防災機能を備えた空間 

凡例 

：ＪＲ橋本駅改札 

：京王橋本駅改札 

：リニア駅改札 
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（５）乗換動線の整備方針 

ア 乗換動線の形成の考え方 

ＪＲ橋本駅は駅ホームが１階、改札が２階であり、京王橋本駅は駅ホ

ームが３階、改札が２階、駅前広場が１階となっているため、それぞれ

の乗換えにおいては、高低差が大きいことが特徴です。 

これに加え、リニア駅のホームは地下３階、改札は地下２階が予定さ

れていることから、各鉄道の改札間の乗換動線を工夫することが必要と

なります。 

図表 2.4.13 乗換動線のイメージ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜乗換動線＞ 

・ ＪＲ橋本駅改札とリニア駅改札の間の距離は、250ｍ超 

・ 京王橋本駅とリニア駅改札の間の距離は、300ｍ超 

・ ＪＲ橋本駅と京王橋本駅の乗換動線は、やや混雑 

・ 在来線改札とリニア駅のホームの高低差は、約 30ｍ 

 

現在の橋本駅周辺は、通勤・通学時間帯のピーク時において、最も混

雑するＪＲ橋本駅側通路や京王橋本駅側通路では、国土交通省の大規模

開発地区関連交通計画マニュアル5によると、サービス水準が「やや制

約」となっています。さらに、歩行者通行量に将来需要を加算した場合、

既存の施設幅員では、利用者の増加によりサービス水準の低下が予想さ

れます。 

                                                  
5大規模な開発による交通課題を抑制するために、交通対策を検討するマニュアルとして、平成２６年６

月に国土交通省が示しているものです。歩行者空間のサービス水準は、流動係数（人 /ｍ・分）に応じ

て、「～27（人 /ｍ・分）の自由歩行」、「27～51（人 /ｍ・分）のやや制約」から、「87～100（人 /ｍ・分）

のほとんど不可能」までの５段階で区分しています。  

2Ｆ 

1Ｆ 

Ｂ1Ｆ 

北口方面 

Ｂ2Ｆ 30ｍ超 

駅前広場 
（バス等） 

3Ｆ 

改札階

ホーム階

Ｂ3Ｆ 
約 250ｍから 300ｍ

京王橋本駅 

ＪＲ橋本駅 

リニア駅 
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例えば、リニア駅利用者の増加、まちづくりによる来街者の増加も条

件に加えると、現在と同じサービス水準を維持することは困難となりま

す。土地利用や容積率などの条件により歩行者通行量は増減しますが、

ＪＲ橋本駅側通路が「自由歩行」となるサービス水準の確保には、概ね

15ｍから 20ｍの幅員が必要となります。 

また、現在はないリニア駅と在来線の乗換動線を確保することが必要

となります。例えば、リニア中央新幹線が５本／時が停車する場合にお

いて、リニア駅側通路が「自由歩行」となるサービス水準の確保には、

概ね 7ｍの幅員が必要となります。 

 

図表 2.4.14 乗換動線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.4.15 橋本駅の乗換動線（自由通路）の現在のサービス水準 

 
①  ＪＲ橋本駅側通路 ②  京王橋本駅側通路

③  リニア駅側通路6 

（想定） 

乗降客数 約 12 万人/日 約 9 万人/日 約 4 万人/日 

ピーク時における 

歩行者交通量 

（ピーク時間帯） 

3,597 人/15 分 

（7：30～7：45） 

3,106 人/15 分 

（7：30～7：45） 

997 人/15 分 

（7：30～7：45） 

有効幅員 6.5ｍ 6.0ｍ 6.8m 

流動係数 36.9 人/ｍ・分 34.5 人/ｍ・分 9.8 人/ｍ・分 

サービス水準 やや制約 やや制約 自由歩行 

                                                  
6 リニア駅側（橋本駅南口）には現状で 2 か所の自由通路出入口がありますが、ＪＲ東日本改札口が面

する南北自由通路につながる東側の出入口（アリオ側）をリニア駅側通路としてサービス水準を評価し

ています。 

①  ＪＲ橋本駅側通路 

②  京王橋本駅側通路 

③  リニア駅側通路 

凡例 

：リニア駅改札 

：京王橋本駅改札

：JR 橋本駅改札 
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イ 乗換動線の整備方針 

リニア駅と在来線駅、駅前広場の乗換動線は、「交流・賑わい軸」に重ね

て機能を確保します。ただし、現状の京王橋本駅改札は、「交流・賑わい軸」

上に位置していないことから、京王線駅舎の移設等により、乗換利便性の

向上やまちづくりとしての賑わいの創出を図ります。 

（第４章「３ リニア駅の設置を見据えた交通結節機能の強化」参照） 

 

また、高低差に配慮した乗換動線の確保に向け、在来線駅間、在来線駅

とバス等との乗換えの特徴を考慮し、必要に応じてエレベーターやエスカ

レーターなどの昇降機を整備します。リニア駅の設置による利用者の増加、

まちづくりによる来街者に加え、将来の需要の精査を進め、拡幅・新規整

備においては、自由歩行のサービス水準を確保することを基本とします。 

ＪＲ橋本駅側通路が「自由歩行」となるサービス水準の確保には、概ね 

15ｍから 20ｍの幅員が必要となります。 

 

図表 2.4.16 乗換動線（自由通路）の幅員イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品川駅自由通路（幅員 20m） 

相模大野駅自由通路（幅員 18m） 
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（６）駅前広場の整備方針 

ア 駅前広場の形成の考え方 

現在の駅前広場における機能は、今後の需要を考慮して、維持・拡充

することが必要となります。この需要には、リニア駅の設置やまちづく

りにより、新たに見込まれる公共交通があります。 

具体的には、図表 2.4.19 に示す将来需要等に対応することが必要と

なります。 

 

図表 2.4.17 バス路線網と駅前広場の公共交通乗降施設の現況 

 

国道 413 号 

橋本大通り 

国道 16 号 

【南口の駅前広場】

路線バス：乗車５台 

降車３台 

タクシー：乗車１台 

一般車乗降：14 台 

面積：6,500 ㎡ 

【北口の駅前広場】

路線バス：乗車６台 

降車３台 

タクシー：乗車１台 

一般車乗降：３台 

面積：4,300 ㎡ 

バス 

バス 

一般車

タクシー 

バス 

バス 
タクシー 

一般車
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図表 2.4.18 高速バスや観光バスのアクセス需要の想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.4.19 今後のバス需要の想定 

需要内容 

現在、駅北口発着の津久井方面の路線バスの一部（国道 413 号経由・ 

橋本大通り経由など）を駅南口発着とする場合の需要 

相模原ＩＣや職業能力開発総合大学校跡地方面へのアクセス性を高める

路線バスの新設の需要 

橋本駅と相模原駅との連携を高める路線バスの新設の需要 

圏央道等を活用した首都圏北部方面・南部方面・空港方面等にアクセス

する高速バスの乗り入れの需要 

産業集積等に伴う新たな企業バスの乗り入れや他駅からの企業バスの移

動の需要 

高尾山・富士山・箱根等の観光地にアクセスする観光バスの乗り入れの

需要 

 

圏央道を活用した
首都圏南部方面 

羽田空港 
成田空港 

方面 

富士山 

高尾山 

箱根 

圏央道を活用した
首都圏北部方面 

リニア中央新幹線

関越自動車道

圏央道

中央自動車道

東名高速道路

東京都心 

相模原ＩＣ

圏央道

橋本駅

相模原駅
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イ 駅前広場の整備方針 

在来線の利用者に加え、図表 2.4.18 の需要などを考慮して、駅前広

場を整備します。 

例えば、図表 2.4.20 の将来の設置台数を前提条件とした場合、路線

バス、タクシー、一般車の乗降施設を整備するためには、約 6,000 ㎡以

上の面積が必要となります。 

さらに、リニア駅は在来線駅と比べ、市域外などの広域からの利用者

も多いことから、高速バス、企業バス、観光バスなどの新たな需要に対

応することが必要となります。そのため、駅前広場における待合スペー

スや歩行者空間、植栽などの付帯施設を整備します。 

具体の設置台数や規模については、今後の需要動向を考慮し、技術的

な検証や関係者との協議を踏まえ、必要な機能を確保します。 

 

図表 2.4.20 将来の駅前広場における公共交通の設置台数の例 

乗降施設 現在の設置台数 将来の設置台数の例 

路線バス 
８台 

（乗車５、降車３） 

10 台 

（乗車７、降車３） 

高速バス － 

13 台 企業バス ３台 

観光バス － 

タクシー １台 ３台 

一般車（送迎） 14 台 14 台 

※上記には滞留施設（タクシープール・バスプール・駐車場など）は含まれていません。 

 



2-47 

駅前広場の配置は、図表 2.4.21 に示す３案のうち、在来線との乗換

利便性などを考慮し、C 案を基本として技術的な検証や関係機関との協

議を行います。 

 

図表 2.4.21 駅前広場の配置案とその特徴 

 A 案：広域連携軸の近くに集約 

 

・在来線駅と駅前広場のバスなどの乗換距離

が、現状と比べて長くなります。 

・「広域交流ゾーン」と「複合都市機能ゾーン」

が道路を挟んで隣接しており、一体的な土地

利用となります。 

・「広域交流ゾーン」の区画は、在来線駅に隣

接した場所にある程度まとまった規模で確

保できます。 

 B 案：「交流・賑わい軸」の東側に設置 

 

・在来線駅と駅前広場のバスなどの乗換距離

が、現状と比べてやや長くなります。 

・「広域交流ゾーン」と「複合都市機能ゾーン」

が道路を挟んで隣接しており、一体的な土地

利用となります。 

・「広域交流ゾーン」の区画は、駅前広場によ

り東西に分断されます。 

 C 案：「交流・賑わい軸」の西側に設置 

 

・在来線駅と駅前広場のバスなどの乗換距離

が、現状と概ね同程度です。 

・「広域交流ゾーン」と「複合都市機能ゾーン」

の間に道路や駅前広場があるため、歩行者デ

ッキにて両ゾーンをつなぐなどの工夫が必

要となります。 

・「広域交流ゾーン」の区画は、「交流・賑わい

軸」に隣接した場所にまとまった規模で確保

できます。 

駅前 

広場 

一 般 車

乗降 

企業バス・観光バス

交流・ 

賑わい 

軸 

京王橋本駅改札 

リ ニ ア

駅改札 

ＪＲ橋本駅

改札 

シンボル

広場 

駅前 

広場 

一 般 車

乗降 

企業バス・観光バス

交流・ 

賑わい 

軸 

リ ニ ア

駅改札 

シンボル

広場 

駅前 

広場 

一 般 車

乗降 

企業バス・観光バス

シン

ボル

広場 

交流・

賑わい

軸 

リ ニ ア

駅改札 

一 般 車

乗降 

一 般 車

乗降 

一 般 車

乗降 

ＪＲ橋本駅

改札 

ＪＲ橋本駅

改札 

京王橋本駅改札 

京王橋本駅改札 
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５ 景観形成方針 

（１）橋本駅周辺地区の景観特性 

北口地区は、市街地再開発事業等により、駅を中心とした賑わいのある

景観が形成されています。デッキをはじめとして、近年に整備した建築物

等は、色彩誘導などを図ってきました。都市的景観と山間部への眺望との

一体的な演出などにより、自然との調和を意識した景観となっています。 
駅南口は、相原高校敷地内に樹木などが多く、都市部において貴重な自

然環境が形成されています。また、相原高校周辺は閑静な住宅街が広がっ

ています。 
 

   図表 2.5.1 景観の特性・資源・ポテンシャル 

地区の景観特性・景観資源 

 

 

 

 

 

 

  
橋本駅を中心とした賑わいのある景観 

 
 
 
 
 
 

高校の豊かな緑         閑静な住宅街 

 
 
 

    ポテンシャル 

・リニア駅の設置や相模原ＩＣへの接続による、三大首都圏や首都圏

の各方面にアクセス可能な広域交流拠点の「ゲート」への進化 

・広域交流拠点の「顔」となる南口地区のまちづくり（「シンボル広

場」など） 

・交通結節機能や交流機能を中心とした人が集い、ゆとり・潤い・憩

いのある交流空間の形成 

 

× 
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（２）橋本駅周辺地区の景観形成の考え方 

上位計画や橋本駅周辺地区の景観特性とポテンシャルを踏まえ、図表

2.5.2、図表 2.5.3 に示すイメージを基本として、以下のとおり南口地区

の景観形成方針を整理します。 

 

ア 広域的な連携・交流のゲートにふさわしい空間の形成 

○ 広域交流拠点の「顔」を表現する広場等のデザイン 
○ 「交流・賑わい軸」や滞留空間における

都市機能の連続性の演出 
○  シンボル性の高い街並みを構成する建

築物等のデザイン 
○  「さがみロボット産業特区」、リニア中

央新幹線の都市的イメージと緑豊かな相

模原のイメージの融合 
 
 

イ やすらぎを感じる駅前空間の形成 

○ やすらぎを演出する「緑と憩いの軸」 
○ 相原高校の豊かな自然環境の継承 
○ ゆとりを創出する空間の確保 

       
 
 

ウ 賑わいあふれる広場・交流空間の形成 

○ 「シンボル広場」を活用した賑わいの

ある空間の創出 
○ 広場への正面性を持たせた建築物の配

置による賑わいの演出 
 
 
 

エ 背景のやまなみと調和する街並み 

○ まちの個性を感じる「やまなみ」の 
眺望の確保 

例：東京駅八重洲口 

例：東京ミッドタウン 

例：みなとみらい２１ 

例:神戸 

Photo by Inoue

Photo by Watanabe

神戸国際観光コンベンション協会ホームページより
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図表 2.5.2 景観形成方針（平面イメージ図） 

 

やすらぎ・憩いを演出 

ランドマークとなる 

建築物 

オープンスペース 

広場を中心とする

建物の正面性 

シンボル性・正面性・ 

建築物・屋外広告 

連続的な 
賑わいの演出 

既存施設が有する 
オープンスペース、 

緑の継承 

やまなみの眺望の確保 
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（３）景観形成イメージ 

南口地区の骨格となる軸や広場の景観形成の考え方は、以下のとおり

想定します。 

 

図表 2.5.3 南口地区の景観形成イメージ（キープラン） 

交流・賑わい軸 

（図表 2.5.4） 

シンボル広場 

（図表 2.5.5） 

地区間交流軸 

（図表 2.5.7） 

広域連携軸と 

緑と憩いの軸 

（図表 2.5.6） 
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図表 2.5.4 「交流・賑わい軸」のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2.5.5 「シンボル広場」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

歩行者空間に面した、賑わい形成・情報発信・交流

のための施設や空間の設置 

シンボル広場 

交流・賑わい軸 

参考イメージ 

多くの来街者や市民が快適に行き交うゲート空間として、

幅や高さにゆとりがある歩行者空間を確保 

イベント等への多目的な利用や防災機能も考慮した、

まとまりのあるオープンスペースの確保 

賑わい形成施設等によって囲われ、施設と一体となった広場空間 

広域交流ゾーン 

広域交流ゾーン 

シンボル広場 

丹沢のやまなみに向けた眺望の確保 

参考イメージ 

複合都市 

機能ゾーン 

広域 

交流 

ゾーン

ものづくり 

産業交流 

ゾーン 
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図表 2.5.6 「広域連携軸」と「緑と憩いの軸」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.5.7 「地区間交流軸」のイメージ 

 

  

 

 

広域連携軸の街路樹と、緑と憩いの軸の樹木・芝生などによる 

緑豊かで開放的な空間の形成 

広域連携軸と緑と憩いの軸のデザイン調整（高低差・舗装・植栽などの調整）に

よる一体的で使いやすい空間の形成 

緑と憩いの軸 広域連携軸 

参考イメージ 

ものづくり 

産業交流 

ゾーン 

歩道と街区内の歩道状空地によるゆとりがある歩行者空間の確保 

道路に面する連続的な緑や賑わい形成施設等の設置 

広域交流ゾーン 

複合都市 

機能ゾーン 

注：施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

参考イメージ 
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６ 市街地整備計画 

（１）南口地区の都市計画 

南口地区のまちづくりの実現に向けて、土地利用の誘導、駅前空間の整

備を進めるため、都市計画に定める施設を図表 2.6.1 のとおり想定します。 
 

図表 2.6.1 都市計画に定める内容の想定 

 

 
 

 

南口地区内での新たな土地利用

等の適切な誘導を図るための 

用途地域の指定 

 

地区内の自動車駐車場設置の 

促進を図るための 

駐車場整備地区の指定 

 

用途地域の指定とあわせて計画

的な市街地整備を促進するため

の地区計画の指定など 

橋本駅周辺の広域的な交通ネットワークや

地区間の連携を支える骨格として 

広域連携軸・新都心連携軸・地区間交流軸

の都市計画決定 

都市間や地域の連携を強化 

する交通結節機能としての 

駅前広場の都市計画決定 

職 業 能 力 開 発

総合大学校跡地 

橋本駅 

地区間交流軸 

広域連携軸 

新都心連携軸
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ア 用途地域の見直し、地区計画の指定 

 

図表 2.6.2 用途地域指定の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.6.2 の「優先的に土地利用を図る地区」は、第２種住居地域を中心と

した用途地域となっていますが、駅直近のポテンシャルを生かし、駅北側との

バランスのある発展を目指す視点から、商業系用途を中心とした用途地域への

見直しを検討します。 
指定容積率(容積率の上限)は、概ね 400％から 800％の範囲で検討を行います。

また、計画的な市街地整備の促進や優良な開発行為を誘導するため地区計画の

指定の検討を行います。 
 
 

イ 道路（街路） 

「第２章-３交通ネットワーク計画」に基づき、広域連携軸、新都心

連携軸、地区間交流軸として道路(街路)を整備します。 
 

ウ 駅前広場 

「第２章-４駅前空間計画」に基づき、広域的な交通結節点に必要な

機能を整備します。 
 

エ 駐車場整備地区 

「第２章-３（５）自動車駐車施設等」に基づき、まちづくりを行う

地区を駐車場整備地区に指定します。 
 

①  駅南口側（相原高校用地など） 

第２種住居地域・第１種住居地域 

容積率 200％、建ぺい率 60％ 

②  駅北口側 

商業地域・近隣商業地域 

容積率 200～500％、建ぺい率 80％ 

③  駅西通り線の沿道 

商業地域・近隣商業地域 

容積率 200～400％、建ぺい率 80％ 

④  国道 16 号沿道・橋本大通り沿道 

商業地域・近隣商業地域・準住居地域 

容積率 200～400％、建ぺい率 60～80％

② 

①  

③ 

 

④ 

④ 

優先的に土地利用を図る地区 

（南口地区） 
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（２）段階的な整備 

南口地区は、既に市街地として形成されており、道路等の都市基盤は一

定程度の整備が進んでいます。 
このため、既存の都市基盤を活用しながら、まちづくりの進捗にあわせ

て段階的な都市基盤の拡充を進めます。 
このようなことから、南口地区では、リニア中央新幹線開業までを目途

とした「短期・中期」、リニア中央新幹線開業以降のまちの成長に応じて

進める「長期」の２つの段階に分けてまちづくりを進めます。 
また、これらに平行して行うことが求められる関連事業があります。 

 
ア 短期・中期（リニア中央新幹線開業を目途として） 

リニア駅の設置予定(平成 39 年)を目途として、相原高校用地を中心

とした「優先的に土地利用を図る地区」においてまちづくりを行います。 
既存の都市基盤において、不足している機能の拡充に加え、リニア駅

の利用において必要となる機能を整備します。 
土地利用は、これらの整備をまちづくりのスタートとして、主に民間

事業者を中心に都市機能の集積を図ります。 
 

＜整備内容＞ 

○ 駅前広場 
○ 「広域連携軸」 

国道 16 号から駅前広場へのアクセス道路 
○ 「新都心連携軸」 

相模原方面(旭中学校入口)から駅前広場へのアクセス道路 
○ 「地区間交流軸」 

現在の相原高校用地内から駅前広場へのアクセス道路 
○ 「交流・賑わい軸」 

橋本駅南北の回遊、各交通機能を有機的に結ぶ通路 
 

イ 長期（リニア中央新幹線開業以降） 

核周辺ゾーンは、「優先的に土地利用を図る地区」におけるまちづく

りの進捗状況や都市機能の集積の状況、社会情勢等に応じて、民間主導

によるまちづくりを促しながら、拠点的市街地の拡大を図ります。 
拠点的市街地の拡大に際して、必要となる道路を既存道路の拡幅等に

よって整備します。 
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図表 2.6.3 「短期・中期」、「長期」のまちづくり地区のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 2.6.4 現況の土地利用との関係 

 

凡例 

 2 階以上の非木造建物

相原高校 

高圧電線 

長期 短期・中期
凡例 

駅前広場

交流・賑わい軸

広域連携軸 

（国道 16号以西） 

広域連携軸 

（国道 16号以東）

新都心連携軸

核周辺ゾーン 

核周辺ゾーン 

地区間交流軸地区間交流軸

：優先的に土地利用を図る地区 
（南口地区） 

リニア中央新幹線 
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ウ その他関連事業 

（ア）相原高校の移転地周辺のアクセス道路 

現在、リニア中央新幹線建設促進の一環として、リニア駅の計画地

となっている相原高校は、職業能力開発総合大学校旧相模原校跡地へ

の移転を検討しています。 
当該用地では、大規模土地利用転換を図るため、アクセス道路が必

要となることから、整備を行います。 
 

図表 2.6.5 （仮）職業能力開発総合大学校旧相模原校跡地周辺道路の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）まちづくりの関連事業 

南口地区は、高圧電線の電力施設などが近接する地域です。 
このため、南口地区のまちづくりを進める上では、道路等の整備に

支障する施設なども想定され、それら施設の移転等に当たっては、リ

ニア駅建設など関連事業との連携も視野に入れながら、費用対効果や

経済性などの観点により、事業実施時期や手法などを検討します。 

 

 

 

（相模原協同病院が

移転を検討中） 

（相原高校が移転を検討中）

職業能力開発総合大学校 

旧相模原校跡地 

道路計画 

津久井広域道路 

相原大沢線 
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（３）整備手法 

整備手法については、整備する施設に加えて、各地域の特徴や将来の土

地利用に応じて選ぶことが必要となります。南口地区は、短期・中期にお

いて道路を中心とした基盤施設の整備を行うことから、街路事業と土地区

画整理事業を中心に検討を進めます。 
 

図表 2.6.6 各整備手法のイメージ 

事業名称 概要 事業前後のイメージ 当地区の考え方 

街路事業 

用地を行政が取

得し、道路の整備

を行う事業 

 広域連携軸（道路）、

新 都 心 連 携 軸 （ 道

路）、駅前広場の整備

での適用 

土地区画 

整理事業 

土地の造成や道

路等の整備を、認

可を得て土地所

有者等が行う事

業 

 広域連携軸（道路）、

新都心連携軸（道路）

の整備にあわせて、

土地利用に合致した

街区整備での適用 

市街地 

再開発 

事業 

敷地を共同化し、

高層化した建物

等で土地の高度

利用を図り、生じ

た公共施設用地

で道路等の整備

を行う事業 

 現状の土地利用は、

老朽木造建築物が密

集している地区等で

はないため、適用が

困難 
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（４）都市の将来イメージ 

整備計画図に基づき、以下のとおり整備のイメージを想定します。施設

配置や高さなどは現段階で検討中のものであり、今後変更の可能性があり

ます。また、平成 39 年のリニア駅開業時点を示すものではなく、重点地

区に定めた区域の将来のまちづくりのイメージを示したものです。 
 

図表 2.6.7 南口地区全体のイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.6.8 「交流・賑わい軸」などのイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

シンボル広場 

参考イメージ 

広域交流ゾーン 

広域交流ゾーン 

注：施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

 

リニア中央新幹線（計画） 

※リニア駅改札の位置は想定 

JR 橋本駅改札

複合都市機能 

ゾーン 

広域交流ゾーン 

ものづくり 

産業交流 

ゾーン 

京王相模原線 

（移設後の想定）
JR 横浜線・相模線

参考イメージ 

リニア駅改札（計画）

京王橋本駅改札
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図表 2.6.9 シンボル広場などのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.6.10 広域連携軸と緑と憩いの軸のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 2.6.11 地区間交流軸のイメージ 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
注：施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

シンボル広場 

丹沢のやまなみ（イメージ） 

参考イメージ 

複合都市 

機能ゾーン 広域 

交流 

ゾーン

ものづくり 

産業交流 

ゾーン 

広域交流ゾーン 

参考イメージ 

複合都市 

機能ゾーン

緑と憩いの軸 広域連携軸 

参考イメージ 

ものづくり 

産業交流 

ゾーン 



2-62 

７ 整備のスケジュール 

橋本駅周辺地区のまちづくり長期スケジュールを図表 2.7.1 のとおり想定

します。 
 

図表 2.7.1 長期スケジュールのイメージ 

 

 

 
 

   

広域交通 

ネットワーク 

国道 16 号・圏央道への

アクセス強化 

（広域連携軸の整備）

   

相模原駅周辺 

地区との連携 

交通ネットワーク強化

（新都心連携軸・公共

交通網など） 

   

橋本駅周辺地区

のまちづくり 

駅前広場の整備 

交流・賑わい軸の整備

   

南口地区の整備 

（地区間交流軸・区画

道路・広域交流ゾー

ン・複合都市機能ゾー

ン・ものづくり産業交

流ゾーン） 

   

核周辺ゾーン 
   

その他 エリアマネジメント等

   

 ※   ：リニア駅の完成後に着手する施設の工事など 

 

平成 28 年

平成 39 年 

（名古屋開業） 

リニア中央新幹線（予定） 長期 短期・中期 

市街地の更新 

都市計画等の手続 

→設計→工事 

平成 57 年 

（大阪開業）

都市計画等の手続 

→設計→工事

都市計画等の手続 

→設計→工事 

都市計画等の手続 → 設計  

→ 工事（国道 16 号以東） 

→ 工事（国道 16 号以西） 

市民協働の推進、民間活力の活用、 

低炭素まちづくり 
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第３章 相模原駅周辺地区整備計画 

１ 対象地域 

 整備計画の対象区域は、ＪＲ相模原駅を中心とする相模原駅周辺地区（約

660ha／下図赤枠内）です。特に相模総合補給廠の一部返還地（約 17ha）につ

いては、新市街地の形成により相模原駅周辺地区全体の起爆剤としての役割が

期待されることから、優先的に整備を行います。 

 

図表 3.1.1 整備計画の対象区域 
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２ 土地利用計画 

（１）相模原駅周辺地区の土地利用に係る現況と課題 

  ア 法指定状況 

 相模原駅周辺地区の地域地区の法指定状況は、以下のとおりです。 

○ 駅南側では、駅近傍及び市役所周辺地域の商業地域（容積率 400%、

500％）を中心として、容積率 200～300％の近隣商業地域、容積率 200％

の第二種住居地域、第一種住居地域等の用途地域が指定されています。 

○ 駅北側の相模総合補給廠（一部返還地などを含む。）は、用途地域が無

指定となっており、容積率 200％となっています。 

○ リバティ大通り地区、氷川通り地区において、業務、商業地の形成・

誘導を図る地区計画が指定されています。 

○ ＪＲ相模原駅の南側には、「自動車交通が著しく輻輳
ふくそう

している地区、駐

車需要が高い地区」として、駐車場整備地区（約 139ha）が指定され

ています。 

 

図表 3.2.1 法指定状況（出典：相模原都市計画総括図に一部加筆） 

 

  

駐車場整備地区
（約 139ha） 
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図表 3.2.2 相模原駅周辺における地区計画の状況 

（出典：「神奈川県都市計画基礎調査」（平成 22 年）に一部加筆） 

 

 地区計画の目標（抜粋） 土地利用の方針（抜粋） 

リバティ大通り地区 

（H８決定） 

※用途地域： 

近隣商業地域 

※容積率：300％ 

周辺の住環境に配慮しつつ、商

業・業務・文化機能の集積を積

極的に推進させ、健全で魅力的

な市街地環境の形成と合理的

な土地利用を図り、魅力ある中

心市街地を形成する。 

本地区は、相模原の都心部の一

翼を担う地区であり、生活支援

型の商業・業務系機能及び文化

的な機能の集積を図り、より魅

力ある中心市街地の充実を図

るとともに、オープンスペース

を創出することによる市街地

環境の向上を推進し、適正かつ

合理的な土地利用を促進する。

氷川通り地区 

（H８決定） 

※用途地域： 

商業地域（A 地区） 

近隣商業地域(B 地区） 

※容積率： 

500％（A 地区） 

300％（B 地区） 

周辺の住環境に配慮しつつ、商

業・業務機能の集積を積極的に

推進させ、健全で魅力的な市街

地環境の形成と合理的な土地

利用を図り、魅力ある中心市街

地の形成を図る。 

A 地区：駅至近の立地条件を活

かし、商業・業務機能の集積を

図る。 

B 地区：周辺住宅地の居住環境

と調和した親しみのある生活

提案型の商業・業務の集積を図

るとともに、A 地区と一体とな

った中心市街地の形成を図る。

  

リバティ大通り地区
（約 7.5ha） 

氷川通り地区 
（A 地区：約 2.3ha、B 地区：約 6.8ha、） 

B 地区 

A 地区 
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  イ 土地利用現況 

 相模原駅周辺地区の土地利用現況は、以下のとおりです。 

○ ＪＲ相模原駅の西側や南西部は、工業系土地利用が多く、南側は、商

業系土地利用が多い状況です。 

○ 駅北側は、北西側に住宅地や学校がありますが、大部分が相模総合補

給廠の敷地になっています。 

○ 駅から南側に１ｋｍ以上離れた位置に行政関連施設等が集積していま

す。 

 

図表 3.2.3 相模原駅周辺地区の土地利用現況 

（出典：「神奈川県都市計画基礎調査」（平成 22 年）に一部加筆） 
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  ウ 課題 

 相模原駅周辺地区が広域交流拠点としての役割を担っていくためには、

小田急多摩線の延伸やＪＲ横浜線の連続立体交差化に向けた取組、周辺か

ら駅へのアクセスや駅周辺の機能連携などについての課題を解決する必要

があります。 

 

① 交通ネットワーク 

○ 小田急多摩線延伸の実現に向けた取組の推進 

○ ＪＲ横浜線連続立体交差化に向けた取組の推進 

○ 町田街道、多摩地域からのアクセス強化 

○ 国道 16 号から駅北側へのアクセス強化 

○ 橋本と相模原の連携強化 

○ 道路用地返還の早期実現による矢部・西門へのアクセス確保 

② 土地利用 

○ 一部返還地を活用した新たな都市拠点の形成 

○ 駅南北の連携強化 

○ 既存商店街を中心とした南口の活性化 

○ 施設の老朽化への対応や集約化に向けた行政機能の再編 

 

図表 3.2.4 相模原駅周辺地区の課題 

（出典：「神奈川県都市計画基礎調査」（平成 22 年）に一部加筆） 
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（２）相模原駅周辺地区の都市構造と土地利用方針 

  ア 新たな都市構造 

 相模原駅周辺地区の土地利用に係る現況と課題を踏まえ、それぞれの地

区が連携しながら地区全体が活性化する都市構造の形成を推進します。 

 

図表 3.2.5 相模原駅周辺地区における新たな都市構造 

 
 

 

＜相模原駅周辺地区における都市構造形成の考え方＞ 

 

【駅北口地区】 

 駅へのアクセス利便性や自由度の高い土地利用が可能である立地特性などを

踏まえた周辺地区の今後の発展の起爆剤となる新市街地の形成 

【駅南口地区】 

 既存の業務や商業機能の集積を生かした既存市街地のポテンシャルを生かし

た都市リノベーションの促進 

【市役所周辺地区】 

 行政機能等の再編にあわせた都市機能の導入 

【共同使用区域及び相模総合補給廠地区】 

 将来のまちづくりの拡大を担う将来発展用地 
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  イ 重点整備地区の抽出 

 相模原駅北側に広がる相模総合補給廠の一部返還地は、平成 26 年９月に

返還され、現在、国により管理されており、今後、具体的な土地利用の検

討・調整を進めることが求められています。 

 また、相模原駅周辺地区は、ＪＲ横浜線により南北に分断されており、

駅南側に広がる既存商業地は、複数の商店街を中心として面的な広がりが

ある一方で、郊外の大型店の出店等による影響を受けており、まちづくり

を推進する上での課題となっています。 

 さらに、本市では昭和 40 年代からの人口急増期を中心に様々な公共施設

が整備されたため、現在、老朽化が進行しており、近い将来、多くの施設

が一斉に改修・更新の時期を迎えることになります。加えて、市役所周辺

の公共施設群は、駅から離れて立地しているなど市民サービスの向上とい

う視点で改善すべき課題を抱えています。 

 こうした点を踏まえ、相模原駅周辺地区を以下のとおり、相模総合補給

廠の一部返還地がある「駅北口地区」、南側の既存市街地がある「駅南口地

区」、市役所周辺の「市役所周辺地区」の３つを重点的に整備の検討が必要

な地区とします。 

 

図表 3.2.6 相模原駅周辺地区内の重点整備地区 

駅北口地区 駅南口地区 
 

市役所周辺地区 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜重点整備地区の整備の方向性＞ 

 

 駅北口地区  ：起爆剤となる新市街地の形成 

 駅南口地区  ：既存市街地のポテンシャルを生かした都市リノベーション 

 市役所周辺地区：行政機能等再編にあわせた都市機能の導入 
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  ウ 土地利用方針図 

 重点整備地区の整備の方向性に基づき、それぞれの地区が連携した相模

原駅周辺地区全体の活性化に向けた土地利用方針は、以下のとおりです。 

 相模総合補給廠一部返還地がある「駅北口地区」においては、念願の返

還を通じて、新市街地を形成していくことで相模原駅周辺地区全体の活性

化の起爆剤としての役割が期待されています。また、「駅南口地区」や「市

役所周辺地区」においては、「駅北口地区」の整備に伴う機能更新が期待さ

れています。 

 本整備計画においては、「駅北口地区」に焦点を当て、具体的な土地利用

の考え方を示します。 

 

図表 3.2.7 駅北口地区の土地利用方針 

 
 

図表 3.2.8 駅北口地区内各エリアで展開を想定する取組 

交流系複合エリア 駅前広場エリア 

 多様な交流機能を備えた新市街地の形成 

 広域・地域の交流機能の形成 

 災害時の対応を考慮した新市街地の形成 

 アクセス機能の充実 

 新たな来訪者の吸引と、駅南北間の機能連

携や回遊性の向上 

業務系複合エリア 産業支援エリア 

 行政機能及び業務機能の集積  交流系複合エリアと一体的な産業支援 
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 「駅南口地区」における既存市街地の各エリアのポテンシャルを生かし

た都市リノベーションや、「市役所周辺地区」における行政機能等再編にあ

わせた都市機能の導入については、「駅北口地区」の整備の進捗との整合を

図りながら相模原駅周辺地区全体の発展に向けて推進します。 

 

図表 3.2.9 駅南口地区・市役所周辺地区の土地利用方針 

 

 

図表 3.2.10 駅南口地区内各エリア・市役所周辺地区で展開を想定する取組 

西エリア 中エリア 

 飲食・サービス機能の集積を活用  学習・娯楽機能の集積を活用 

西門エリア 東エリア 

 生活支援機能の集積を活用  金融・業務機能の集積を活用 

中央エリア 市役所周辺地区 

 地域交流機能の集積を活用  行政機能等の再編にあわせた目的型の新

たな都市機能の導入 
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（３）駅北口地区の導入機能の考え方 

  ア 駅北口地区の導入機能の考え方 

 広域交流拠点基本計画における基本コンセプトを踏まえ、駅北口地区へ

の導入機能を以下のように想定します。 

 

図表 3.2.11 駅北口地区の導入機能 

 

 
 

 

  イ 導入施設例と利用者イメージ 

 導入機能の考え方に基づく、導入施設例と利用者イメージを下記のとお

りとし、それぞれの規模を想定します。 

 

 導入機能 導入施設例 利用者イメージ 

① 広域商業機能 大規模商業施設 市民、来街者 

② 広域交流機能 

国際コンベンション

施設 企業、市民、来街者 

宿泊施設・会議室等

⇒駅北口地区活性化の核となる機能 

 

③ 

業務機能 業務施設（オフィス） 企業 

行政機能 行政施設 市民、来街者 

文化創造機能 美術館等 市民、来街者 

⇒複合化などが想定できる機能 
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① 広域商業機能 

＜広域商業機能導入の方向性＞ 

 本市及び周辺に立地している大規模商業施設は、以下のとおりです。駅北口地

区での立地を考えた場合、近隣の類似施設との差別化や既存商業機能（商店街）

との連携が重要です。 

 

図表 3.2.12 相模原市周辺の大規模商業施設の立地状況 

 
 

 橋本駅周辺地区、駅南口地区における商業機能と差別化を図りつつ、機能を補

完するため、駅北口地区には「商圏が広域となる時間消費型の大規模施設」の導

入を促進します。 

 

図表 3.2.13 駅北口地区に導入する商業施設タイプ 

 
橋本駅周辺地区 

相模原駅周辺地区 

駅北口地区 駅南口地区 

商業施設タイプ 

駅ビルと一体とな

った駅直近の商業

施設 

商圏が広域となる

時間消費型の大規

模施設 

既存小規模店舗な

どの商業施設 
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＜規模の想定＞ 

 具体的な規模については、商圏が広域となる商業施設の事例として以下を想定

します。 

図表 3.2.14 延床面積 10ha を超える広域商業施設の事例 
  

 

  

 マークイズみなとみらい ららぽーと柏の葉 ラゾーナ川崎 
 

 

 

 

外

観 

（画像出典：Thirteen-fri 撮影） （画像出典：YDKB 撮影）  
規

模 

敷地面積：約 1.8ha 

延床面積：約 11.6ha 

階数：地上６階、地下４階 

敷地面積：約 4.2ha 

延床面積：約 14.5ha 

階数：地上６階、地下１階 

敷地面積：約 7.2ha 

延床面積：約 17.2ha 

階数：地上５階 

特

徴 

・地下鉄駅直結 

・最上階にエンターテイメント施設 

・地下駐車場（約 900 台） 

・駅前に立地 

・最上階に映画館 

・併設の立体駐車場(約 2,700 台）

・駅よりデッキを通じて直結 

・直径約 60m の屋外広場 

・屋外平置駐車場（約 2,000 台） 

 

  

上記事例を参考に敷地面積約２ha～７ha（２万㎡～７万㎡）、 

延床面積約 10ha～16ha（10 万㎡～16 万㎡）の幅の中で規模を想定します。 

 

図表 3.2.15 複合商業施設の事例 

 駅直近に商業施設を計画する場合、高度化を図

り、複合的な形態も考えられます。 

六本木ヒルズ 

 
敷地面積：約 7.2ha 

延床面積：約 17.2ha 

階数：地上５階 

・駅からデッキを通じて直結 

・直径約 60m の屋外広場 

・屋外平置駐車場（約 2,000 台） 

  

小 大規模 
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② 広域交流機能 

＜広域交流機能導入の方向性＞ 

 東京都内や政令指定都市においては、ＭＩＣＥ1が開催される主要なコンベンシ

ョン施設が立地しています。 

 

図表 3.2.16 国内における主要なコンベンション施設の分布 

 

                                                             
1 MICE とは、企業会議（Meeting）、企業の報奨・研修旅行（Incentive）、国際会議（Convention）、展示会・

イベント（Exhibition/Event）を総称したもの。観光庁により、東京都、横浜市、京都市、神戸市、福岡

市の 5 都市が「グローバル MICE 戦略都市」に、大阪府、名古屋市の２都市が「グローバル MICE 強化都市」

に選定されている。 
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 首都圏における主要なコンベンション施設の立地状況を見ると、東京ビックサ

イトやパシフィコ横浜などが臨海部を中心に立地しています。 

 

図表 3.2.17 首都圏における主要なコンベンション施設の分布 

 
 

 相模原市が位置する首都圏南西部においては、コンベンション施設が見られな

いことから、リニア中央新幹線の開通等により利便性も向上する本地区へのコン

ベンション施設の導入の検討を進めていきます。  

 

図表 3.2.18 コンベンション機能導入の基本的な考え方 
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 コンベンション施設の導入を検討する駅北口地区は、約 15ha と敷地面積に限り

があることから、以下の規模を想定します。 

 

図表 3.2.19 コンベンション施設・ホテルの事例 
  

 

  

 岡山コンベンショ

ンセンター 
（最大学会規模約 2,000 人） 

新潟コンベンショ

ンセンター 
（最大学会規模約 4,000 人）

福岡コンベンショ

ンセンター 
（最大学会規模約 15,000 人）

パシフィコ横浜 

 
（最大学会規模約 20,000 人）

 

 

 
 

外 

観 

 

 

 

 
(画像出典：岡山コンベンション

センターHP) 

 

(画像出典：新潟コンベンション

センターHP) 

  

（画像出典：パシフィコ横浜） 

規

模 

敷地面積：約 0.7ha 

延床面積：約 3.3ha 

敷地面積：約 3.1ha 

延床面積：約 3.4ha 

敷地面積：約 5.5ha 

延床面積：約 7.7ha 

敷地面積：約 10.0ha 

延床面積：約 10.0ha 

特

徴 

 会議室メインの構成 

 アリーナは小規模 

   会議室、ホールとも充実

 大規模なアリーナ 

※福岡と横浜の最大学会規模は施設全体にて推計 

※延床面積は、コンベンション機能のみ 

 

上記事例を参考に、敷地面積約 0.5 ha～５ha（5,000 ㎡～５万㎡）、 

延床面積約３ha～８ha（３万㎡～８万㎡）の幅の中で規模を想定します。 

 
 

 

ホ

テ

ル 

名称：ANA クラウンプラザ

岡山 

形態：コンベンション施設

との複合 

客室数：222 室 

（＋宴会場等） 

名称：ホテル日航新潟 

形態：コンベンション施設

との複合 

客室数：203 室 

（＋宴会場等） 

周辺に多数立地 

名称：ヨコハマ グランド 

インターコンチネンタル 

ホテル 

形態：コンベンション施設

と複合 

客室数：600 室 

（＋宴会場等） 

 

 ホテルは、以上の事例から、客室数 200 室程度の規模を想定します。コンベン

ション施設のホテルとの複合化等も含めた検討を進めていきます。 

小 大規模 
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③ 業務・行政・文化創造機能 

＜業務機能導入の方向性＞ 

 昼間人口拡大や新市街地の創出による新たな魅力の形成、小田急多摩線の延伸

などを生かして、業務機能の集積を図ります。 

 

図表 3.2.20 業務機能の集積の考え方 

 
 

＜行政機能導入の方向性＞ 

 行政機能の駅から離れた立地、施設の老朽化、サービスの適性化、膨らむ施設

維持管理費などは、相模原市役所周辺の公共公益施設が抱える共通した課題であ

り、これに対する一つの解決の方向として行政機能の再編があります。  

 本市では、平成 25 年度に策定した「公共施設の保全・利活用基本指針」におい

て、公共施設サービスの適正化に向けた取組の方向性をまとめました。今後、相

模総合補給廠一部返還地内の導入機能について、検討を進めていく中で、地区ご

との公共施設の配置の方向性について現在策定を進めている「(仮称)公共施設マ

ネジメント推進プラン」との整合を図りながら検討を進めていきます。 

 

図表 3.2.21 現況の公共施設の立地状況 
（出典：「神奈川県都市計画基礎調査」（平成 22 年）に一部加筆） 

  

公共公益施設が

集積したエリア 

駅から市役所までは約 1km 

・徒歩約 15 分 

・バス約 5 分 
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＜文化創造機能導入の方向性＞ 

 文化創造機能に関連する施設として、大学など教育施設が駅周辺に多くあり、

市内には女子美術大学相模原キャンパス、多摩地域には多摩美術大学などの美術

系の大学も立地しています。 

 また、図書館、博物館、美術館などの文化施設については、相模原駅の周辺に

は目立った集積はなく、今後の新しい街づくりを進めていく上では、都市の魅力

や個性を高めるため、本市の恵まれた美術環境を生かした文化創造に係る情報発

信拠点の形成を進めていきます。 

図表 3.2.22 相模原市周辺の大学など教育施設の分布状況 

 
 

図表 3.2.23 相模原市周辺の文化施設の分布状況 
静かに休憩し

ながら鑑賞で

きる美術館や

博物館の内部

イメージ 

 
（参考：メトロポリタン美術館、ニューヨーク）

落ち着いて鑑

賞できる美術

館の展示イメ

ージ 

 

 
（セラルヴェス現代美術館、ポルト） 

創作環境が整

ったアトリエ

のイメージ 

 

 

 
（京都大学内アトリエスペース） 
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＜規模の想定＞ 

 業務・行政・文化創造機能については、これらの機能などを複合化した規模を

以下のとおり想定します。 
 

図表 3.2.24 業務・行政・文化創造機能の事例 

  

 

  

 アオーレ長岡 

（新潟） 

アクロス福岡 

（福岡） 

キャロットタワー 

（東京） 

六本木ヒルズ 

（東京） 

外
観 

 

 
(画像出典：nubobo 撮影) 

  

(画像出典：Rs1421 撮影) 

 

(画像出典:shampoorobot 撮影)

構
成 

行政+アリーナ+広場等 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務+商業+ホール等 

 

業務+行政+商業+劇場等

 

業務+広場+商業+美術館等

 

規
模 

敷地面積：約 1.5ha 

延床面積：約 3.5ha 

（全体） 

階数:地上 4 階+地下 1 階 

敷地面積：約 1.4ha 

延床面積：約 9.7ha 

（全体） 

階数:地上 14 階+地下 4 階

敷地面積：約 0.9ha 

延床面積：約 7.7ha 

（全体） 

階数:地上 27 階+地下 5 階

敷地面積：約 9.3ha 

延床面積：約 37.9ha 

（森タワー） 

階数:地上 54 階+地下 6 階

 

 

高層複合化も見据えて延床面積を約２ha～10ha（２万㎡～10 万㎡）程度の幅で規

模を想定します。※広域商業機能や広域交流機能などと規模を調整 

 

 各機能についての規模の想定を踏まえ、どのような機能配置をしていくかにつ

いて整理していきます。 

 

  

行政 

アリーナ・広場 商業 

ホール 

業務 

行政(窓口) 

商業 

劇場 

業務 

飲食 

 

広場・商業 

業務 

美術館・展望台 

複合低層 複合高層形態 
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（４）駅北口地区における機能配置の考え方 

 駅北口地区への導入機能の具体的な施設イメージやその規模を踏まえ、周

辺地区との機能連携を図っていく必要があります。 

 

  ア 駅北口地区の街区構成の考え方 

 ＪＲ横浜線の連続立体交差化により、南北一体のまちづくりが可能とな

るため、駅を中心とした駅北口地区の円形状の街区形成を基本とします。 

 

図表 3.2.25 駅を中心とした円形状の街区形成イメージ 

Ｎ
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  イ 駅北口地区の骨格軸の考え方  

 駅北口地区における骨格軸について、２つの軸を設定します。 

 
①交通骨格軸    ：広域的に他地域と連携し、主に車両交通の骨格をなす軸線  

②交流・にぎわい軸 ：地区内を連携し、主に歩行者・自転車による交流・にぎわいを創

り出す軸線 

 

図表 3.2.26 駅北口地区の基本となる骨格軸 

 
 

①交通骨格軸 

 
表参道、東京 御堂筋、大阪 

 相模原を特徴付ける

植栽を並べて植えるこ

とで、相模原駅周辺地区

の骨格とする軸線 

②交流・にぎわい軸 

 
品川セントラルガーデン、東京 丸の内 仲通り、東京 

 豊かな歩行者空間と

みどりが連続する駅北

口地区の軸線 
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  ウ 駅北口地区の動線・広場の考え方 

 

  （ア）駅北口地区の道路ネットワークの考え方 

 駅北口地区では、交通骨格軸と交流・にぎわい軸の２つの軸の特性に

配慮した道路ネットワークを形成します。 

 

図表 3.2.27 駅北口地区の道路ネットワークの考え方 
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  （イ）駅北口地区の自転車・歩行者ネットワークの考え方 

 

 駅北口地区内を自転車・歩行者が交流・にぎわい軸を中心に回遊し、

地区の賑わいを創出するようなネットワークの形成を図ります。 
 

図表 3.2.28 駅北口地区の歩行者ネットワークの考え方 
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  （ウ）駅北口地区の広場の考え方 

 

 駅北口地区においては、エリア内の特性に応じた広場を想定し、地区

全体の活性化を図ります。 

 

図表 3.2.29 駅北口地区の広場の考え方 
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（５）土地利用計画 

  ア 土地利用計画図 

 駅北口地区における機能配置の考え方を踏まえ、駅前広場を中心とした

環状に機能の帯が展開する配置方針を基本とし、各機能の規模に幅を持た

せたゾーニングパターン（３案）を想定します。 

 

図表 3.2.30 基本とする機能配置方針 
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  イ 土地利用ゾーニングパターン 

 機能配置の考え方や土地利用計画図を踏まえ、駅北口地区に想定する土

地利用ゾーニングを示します。本ゾーニングは、各機能の配置を確定させ

るものではなく、規模想定等を踏まえた各機能同士のバランスを示すもの

です。 

 ①広域商業機能、②広域交流機能、③業務・行政・文化創造機能それぞ

れの規模に応じた３つのゾーニングのパターンは以下のとおりです。 
 

  【A．バランス配置パターン】  

図表 3.2.31 バランス配置パターンのイメージ 

特徴：  

 「①広域商業機能」と「②広域交流機能＋③業務・行政・文化創造機能」

を北口地区中央の交流・にぎわい軸に対して東西にバランス良く配置 

 自由通路等を想定することで、歩行者ネットワークを地区全体に確保 

 

 

 

◆各機能の敷地面積の目安 

区分 敷地規模範囲 
バランス 

配置パターン

広域交流機能 

強化パターン 

広域商業機能

強化パターン

①広域商業機能 約２～７ha 約５ha 約２ha 約７ha 

②広域交流機能 約１～５ha 約３ha 約５ha 約１ha 

③業務・行政・

文化創造機能 
①と②の規模と調整 約２～３ha 

合計 約 10ha 約 10ha(残り５ha は、道路や広場用地を想定)

  

 

Ｎ
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  【B．広域交流機能強化パターン】  

図表 3.2.32 広域交流機能強化パターンのイメージ 

特徴：  

 「②広域交流機能」を大規模なものとし、地区の中央に配置 

 「③業務・行政・文化創造機能」は、駅からの歩行者アクセスを重視し、

駅前の顔をつくる施設として駅前広場と連続して配置  

 自由通路等を想定することで、歩行者ネットワークを地区全体に確保  

 

 

 

◆各機能の敷地面積の目安 

区分 敷地規模範囲 
バランス 

配置パターン

広域交流機能 

強化パターン 

広域商業機能

強化パターン

①広域商業機能 約２～７ha 約５ha 約２ha 約７ha 

②広域交流機能 約１～５ha 約３ha 約５ha 約１ha 

③業務・行政・

文化創造機能 
①と②の規模と調整 約２～３ha 

合計 約 10ha 約 10ha(残り５ha は、道路や広場用地を想定)

  

Ｎ 
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  【C．広域商業機能強化パターン】 

図表 3.2.33 広域商業機能強化パターンのイメージ 

特徴：  

 「①広域商業機能」を大規模なものとし、地区内の西側に配置 

 「③業務・行政・文化創造機能」は、駅からの歩行者アクセスを重視し、

駅前の顔をつくる施設として駅前広場と連続して配置 

 自由通路等を想定することで、歩行者ネットワークを地区全体に確保 

 

 

 

◆各機能の敷地面積の目安 

区分 敷地規模範囲 
バランス 

配置パターン 

広域交流機能 

強化パターン 

広域商業機能

強化パターン

①広域商業機能 約２～７ha 約５ha 約２ha 約７ha 

②広域交流機能 約１～５ha 約３ha 約５ha 約１ha 

③業務・行政・

文化創造機能 
①と②の規模と調整 約２～３ha 

合計 約 10ha 約 10ha(残り５ha は、道路や広場用地を想定)

  

Ｎ
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（６）その他配慮事項 

  ア ＪＲ横浜線沿いの土地利用方針  

 ＪＲ横浜線沿いの現在の北口駅前広場や道路について、ＪＲ横浜線の連

続立体交差化を想定した土地利用方針は、以下のとおりです。 

 

図表 3.2.34 ＪＲ横浜線沿いの土地利用計画イメージ 

 
 

①既存道路部分：駅北口地区へアクセスする道路としてそのまま活用 

②駅前広場接続部分：商業施設など、駅と駅前広場を一体的に接続する利

便性の高い機能等を活用 

③路隣接部分：ＪＲ横浜線の連続立体交差化とあわせた一体的な活用 

  

図表 3.2.35 ③線路隣接部分の活用例 
ＪＲ横浜線高架化となる場合の高架下空間の活用例 

 

 
ヴィアダクト、スイス 

(公園と一体となった商業施設） 

 

京急高架下文化芸術スタジオ、 

横浜市黄金町 

（文化・教育施設） 

 

ＪＲ中央線高架下自転車駐車場、

国立駅付近 

（自転車駐車場） 

   

ＪＲ横浜線地下化となる場合の線路跡地の活用例 
 

 

ログロード代官山 

（商業施設） 

 

イースタンカーヴガーデン、 

ロンドン、英国 

（コミュニティ農園） 

 

東横フラワー緑道、 

東白楽駅～横浜駅間 

（遊歩道） 

  

(画像出典：創造都市横浜 HP) (画像出典：国立市 HP 

(画像出典：RachelH_撮影) (画像出典：横浜市都市整備局 HP)
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  イ 広域防災機能の考え方 

 本地区は、相模原台地の安定した地盤にあり、圏央道（さがみ縦貫道路）

の開通など立地条件に恵まれているため、広域防災拠点としての可能性を

有していることから、臨海部に位置する国の基幹的防災拠点（有明の丘、

東扇島）や周辺地域の広域防災拠点と連携し、首都圏南西部の広域防災機

能の向上を推進します。 

 

図表 3.2.36 広域防災拠点としての展開イメージ 

 
  

 災害時には、広域交流機能が屋内の一時避難スペース、行政機能が指令

機能を担うなど、平常時に使用されている施設が災害に対応した役割を担

うことを想定します。 

 

図表 3.2.37 災害時における機能転換イメージ 
 平常時 災害時 

広域交流機能  国際会議やイベント、見本市等によ

る広域からの来訪者による活性化 

 一時避難スペース、避難生活施設、

支援物資物流拠点として機能 

広域商業機能  既存商業集積と共存した中での広

域的な集客によるにぎわいの創出 

 被災者への生活必需物資を提供 

（物資の保管、提供） 

業務・産業支援機能  先端技術や新産業の研究・開発を支

援 

 帰宅困難者の一時避難スペースと

して機能 

業務・行政機能  行政サービス等を提供  広域的な応援受援の調整を行うた

めの拠点として機能(オペレーショ

ン等) 

駅前広場機能  都市の顔としての賑わい空間  物資輸送中継拠点入口として機能 

スポーツ・レクリエーシ

ョン機能（共同使用区

域） 

 市民が憩える空間として機能  災害医療対応及び物資輸送中継拠

点として機能 
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３ 交通ネットワーク計画 

（１）交通ネットワークの現況と課題 

  ア 現況 

 相模原駅周辺の交通ネットワークは、高速道路として中央自動車道や圏

央道、周辺都市と連携する広域幹線道路として国道 16 号・129 号が整備さ

れています。また、多摩方面と接続する幹線道路として、南多摩尾根幹線・

多摩ニュータウン通り、町田街道が整備されています。 

 現在、多摩方面から相模原駅周辺や国道 16 号へアクセスする幹線道路と

しての（都）宮上横山線は、町田街道までの延伸が都市計画決定されてお

り、用地買収が進められている状況です。また、（都）宮下横山台線は、南

多摩尾根幹線までの区間が相模原市都市計画マスタープランに位置付けら

れています。 

 

図表 3.3.1 現在の広域道路ネットワーク 
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  イ 課題 

 相模原駅周辺へのアクセス性を高めるためにも、国道 16 号と町田街道か

らの相模原駅周辺への連携、相模原と橋本方面及び矢部方面の東西の連携、

駅南北間の連携の強化が必要となります。  

 

図表 3.3.2 広域交流拠点及び地区レベルの課題 
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  ウ ＪＲ横浜線連続立体交差事業について 

 

※連続立体交差事業とは？ 

 鉄道を高架化又は地下化することによって、多数の踏切を除去する事業

であり、以下に示すように、まちづくりにおいてもメリットがあります。 

 

図表 3.3.3 連続立体交差事業実施のイメージ 

連続立体交差事業実施前後のイメージ 

▼ 

連続立体交差事業のメリット 
踏切渋滞の解消 

(参考：ＪＲ阪和線連続立体交差事業） 

 

快適かつ安全安心な通行 
(参考：阪神本線連続立体交差事業)

南北一体の市街地形成 
（参考：日向市駅、宮崎県） 

 

 

※実施区間と期待される効果は？ 
実施区間  図表 3.3.4 ＪＲ連続立体交差事業の実施想定区間
矢部駅から橋本駅間のうち、リニ

ア中央新幹線や京王相模原線との

交差等への影響を配慮し、相模原

駅を中心とした約 3.7km を想定  

 

  

期待される効果  
この区間には６つの踏切があり、

これらが除去されることで、南北

の交通ネットワークがよりスムー

ズなものになり、広域道路ネット

ワーク構築とともに、広域交流拠

点のまちづくりへの大きな効果が

期待されます。 

 

 

   

（出典：国土地理院地図データをもとに相模原市作成）

連続立体交差事業実施前 連続立体交差事業実施後 

（画像出典：神戸市 HP） （画像出典：大阪市 HP） 

混雑 混雑 スムーズ 
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（２）自動車ネットワーク 

 道路整備については、整備の優先度などにより、①平成 39 年までに整備を

推進する箇所、②ＪＲ横浜線の連続立体交差化の検討にあわせた将来形のま

ちの整備と整合を図りながら整備を推進していく箇所、③既存道路を生かし

て整備を推進していく箇所として、整備方針を以下のとおりとします。 

 

図表 3.3.5 自動車ネットワークの整備方針 
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（３）自転車ネットワーク 

  ア 駅北口地区へのアクセスの考え方 

 駅北口地区への自転車アクセスは、宮下横山台線、東西道路・南北道路

を中心にネットワークを構成し、自転車走行空間の創出を図ります。なお、

新たに整備する道路においては、自転車道や自転車レーンの通行を基本と

します。 

 

図表 3.3.6 駅北口地区への主要なアクセス 

 
 

  イ 自転車走行空間に必要な機能  

 自転車走行空間に求められる機能2は、以下のとおりです。 

 

図表 3.3.7 自転車走行空間に必要な機能 
■主要なアクセス道路 ■地区内道路等 

【利用特性】 

 多車線化を検討する道路では、自動車の通行速度が高

い。 

 目的施設に向けた利用が多い道路では、自転車の通行速

度が高い。 

【利用特性】 

 沿道利用を目的とした通行のため、

老若男女を問わず、幅広い利用者層

となる。 

 買い物等の沿道利用であるため、自

転車の通行速度は高くない。 

▼ ▼ 

【必要な機能】 

 自動車と自転車の分離による安全性・走行性の確保 

 自転車と歩行者の分離による安全性・走行性の確保 

【必要な機能】 

 自動車と自転車の分離による安全

性・走行性の確保 

 

断面イメージ 

 

 

 

 

 

 

断面イメージ 

  

                                                             
2 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」(平成 24 年 11 月、国土交通省)、その活用促進を目的

とした「「自転車ネットワーク計画策定の早期進展」と「安全な自転車通行空間の早期確保」に向けた提言」

（平成 28 年 3 月、安全で快適な自転車利用環境創出の促進に関する検討委員会）など、国の指針において

は、自転車は「車両」であり、通行帯は原則、自転車道、自転車レーン、車道混在となるよう整備を行っ

ていくこととしている。 

自転車道や自転車レーンの設置 自転車道や自転車レーンの設置 
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  ウ 自転車ネットワークの整備方針 

 駅北口地区へのアクセスの考え方や自転車走行空間に必要な機能を踏ま

え、自転車ネットワークの整備方針を以下のとおりとします。 

 

図表 3.3.8 自転車ネットワークの整備方針 

 

図表 3.3.9 自転車ネットワーク整備のイメージ 

自転車道の設置例（国道 16 号） 自転車レーンの設置例((都)相模原共和線) 
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（４）歩行者ネットワーク 

  ア 駅北口地区へのアクセスの考え方 

 駅北口地区への歩行者動線は、駅南北の回遊性に配慮した歩行者空間の

創出を図る必要があります。 

 

図表 3.3.10 駅北口地区へのアクセスの考え方 

 
 

  イ 歩行者空間に必要な機能 

 歩行者空間に求められる機能は、以下のとおりです。 

 

図表 3.3.11 歩行者空間に必要な機能 

■空間の確保 

歩行者数に応じた幅員の確保 
■ペデストリアンデッキの整備 

安全・安心へ配慮した歩行者ネットワーク 

 

 
  

    (画像出典：姫路市 HP) 
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  ウ 歩行者ネットワークの整備方針 

 駅北口地区への歩行者アクセスは、東西道路、南北道路、宮下横山台線

を中心にネットワークを構成し、歩行者空間の創出を図ります。 

 

図表 3.3.12 相模原駅周辺地区の歩行者ネットワークの整備方針 

 
 

 

図表 3.3.13  現況の相模原駅周辺の歩行者空間 

さがみ夢大通り 駅南口のデッキ 氷川通り 
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（５）交通基盤の整備 

  ア 交通基盤の整備スケジュール 

 これまでの整理を踏まえ、平成 39 年のリニア中央新幹線の開業及び将来

形を見据えた交通基盤の整備スケジュールは、以下のとおり想定していま

す。 

 なお、ＪＲ横浜線の連続立体交差化については、平成 39 年のリニア中央

新幹線開業時における南北一体の駅前広場等も視野に入れた段階的な整備

の検討を進めます。 

 

図表 3.3.14 交通基盤の整備スケジュール 
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  イ 主要道路の整備イメージ 

 駅北口地区周辺の主要道路（東西道路、南北道路、宮下横山台線）につ

いては、以下のイメージを想定しています。 

 

図表 3.3.15 主要道路の断面イメージ 

 
 

 

 
４車線道路のイメージ(表参道) 

駅北口地区の土地利用の具体化にあわせた発生

集中交通量などを算出し、本地区に最適な車線

数、車道幅員等とします。 

車線数及び車道幅員

 
 

 
歩道状空地と歩道が一体とな

った歩行者空間の例(西新宿） 

 

ゆとりある自転車専用道の例

（バンクーバー、ホーンビー通

りの自転車レーン） 

駅北口地区の土地利用の具体化に

あわせた歩道及び自転車道の幅員

とします。 

歩道及び自転車道幅員

 
 

 
さくら並木による 

シンボルロード化の例 

（市役所さくら通り） 

 

ケヤキ並木が緑の連続と沿道

へのバッファとなっている例

（相模原市内国道 16 号）  

沿道の土地利用にあわせた植樹帯

とします。 

植樹帯

 

  

(画像出典：Paul Krueger 撮影)

(画像出典：相模原市 HP) 
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（６）自動車駐車場等 

  ア 現況 

  （ア）自動車駐車場 

 相模原駅周辺地区における駐車場整備地区内(図表 3.3.17 に示す。)

には、駐車台数約 1,200 台の民間自動車駐車場 3、283 台の公共自動車駐

車場が整備されています。 

 

図表 3.3.16 民間・公共自動車駐車場台数（平成 27 年 10 月１日時点） 

 民間自動車駐車場3 公共自動車駐車場 合計 

駐車場整備地区内 約 1,200 台 283 台 約 1,483 台 

 

  （イ）駐車場整備地区 

 ＪＲ横浜線の南側には、「自動車交通が著しく輻輳
ふくそう

している地区、駐車

需要が高い地区」として、駐車場整備地区（約 139ha）が指定されてい

ます。相模原市建築物における駐車施設の附置に関する条例(昭和 62 年

相模原市条例第９条)に基づいて、設置が義務付けられる自動車駐車場の

規模は図表 3.3.18 のとおりです。一方、ＪＲ横浜線の北側は、駐車場整

備地区の指定はされていません。 
図表 3.3.17 現況の都市計画駐車場と駐車場整備地区 

 
 

図表 3.3.18 附置義務条件の基準 

建築物の用途 自動車駐車場の規模4 

商業系用途 延べ床面積 200 ㎡～300 ㎡ごとに１台 

業務系用途 延べ床面積 250 ㎡～350 ㎡ごとに１台 

住宅系用途 住戸数の 30％～50％ 

                                                             
3 月ぎめのものなどを除いた値 
4 駐車場の規模に関する基準は、床面積の大きさや用途地域により異なります。商業系及び業務系は、駐車

場整備地区に適用される「相模原市建築物における駐車施設の附置に関する条例」に基づく基準によりま

すが、住宅系は、駐車場整備地区に限られない「相模原市特定建築物の建築に係る自動車の保管場所の確

保に関する条例」に基づく基準によります。また、商業系用途については「大規模小売店舗立地法」に基

づく駐車施設等の設置についても考慮が必要です。 
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  イ 施設整備の考え方  

 駅北口地区の開発に伴い、公共が担うべき自動車駐車場機能と開発によ

る自動車駐車場機能の役割分担を明確にする必要があります。 

 

図表 3.3.19 自動車駐車場整備の考え方 
 ケース① ケース② ケース③ 

整備方法 公共・民間分離 公共・民間分離 公共・民間一括 
配置方法 個別配置 集約配置 集約配置 

考え方 
施設ごとの需要に対
し、個別配置 

公共・民間ごとの需要
に対し、集約配置 

公共・民間全ての需要
に対し、集約配置 

メリット 

・施設ごとに駐車場が
整備され、利便性に優
れる。 
・将来需要変動に対応
しやすい。 

・公共施設、商業施設
など利用目的ごとに
駐車場が整備され、利
便性、管理面で優れ
る。 

・駐車場が集約され利
用者にわかりやすい。
・官民の管理負担が軽
減される。 

デメリット 

・出入口数が多くな
る。 

・混雑が集中する可能
性がある。 
・将来需要変動に対応
しづらい。 

・混雑が集中する可能
性がある。 
・需要予測が難しい。
・官民合意が必要 
・将来需要変動に対応
しづらい。 

 

  ウ 自動車駐車場等の整備方針 

 自動車駐車場整備について、以下のとおり公共自動車駐車場と民間自動

車駐車場に分け、適切な方策の検討を進めていきます。 

 

図表 3.3.20 自動車駐車場等の整備方針 
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  （ア）公共自動車駐車場整備の方針 

○ 駅北口地区の開発に伴う駅北側における自動車駐車場整備 

○ 駅南口は現在の公共自動車駐車場で対応し、駅北口は業務・行政・文

化創造機能の地下等を活用した整備 

○ 駅北口地区の開発や小田急多摩線の延伸に伴うパーク＆ライドなどに

よる利用者の増加を見込んだ台数の確保 

 

図表 3.3.21 公共自動車駐車場整備の方針 

 
 

  （イ）駐車場整備地区 

 駅北口地区は、今後新たな土地利用が図られる地区であるため、市街

地整備と併せて、新たに「駐車場整備地区」の指定を検討します。 

 

図表 3.3.22 今後駐車場整備地区を検討する区域 

 
  

今後新たに「駐車場整備地区」に指

定する検討を進める区域（約 15ha）

現状「駐車場整備地区」に指定

されている区域（約 139ha） 
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（７）自転車駐車場等 

  ア 現況 

  （ア）自転車駐車場 

 相模原駅周辺には、下表の公共自転車駐車場が整備されています。 

 

図表 3.3.23 現況の公共自転車駐車場の整備状況（平成 27 年 10 月１日時点） 

自転車駐車場 収容台数 

北口自転車駐車場 2,033 台（バイクを含む。） 

南口自転車駐車場 2,058 台（バイクを含む。） 

合計 4,091 台（バイクを含む。） 

 

  （イ）自転車等放置禁止区域 

 駅南口を中心として自転車等放置禁止区域を指定しており、放置自転

車などの撤去や放置防止の指導を通じて良好な歩行空間を確保していま

す。『相模原市開発事業基準条例』に基づいて、設置が義務付けられる自

転車駐車場の基準は下表のとおりです。 

図表 3.3.24  現況の公共自転車駐車場と自転車等放置禁止区域 

 
 

図表 3.3.25 設置義務条件の基準 

 建築物の用途 自転車駐車場の規模 

自転車等放置禁止区域に 

接する場合 

共同住宅 １戸につき１台 

商業系用途 延べ床面積 25 ㎡ごとに１台 

事業系用途 延べ床面積 40 ㎡ごとに１台 

自転車等放置禁止区域に 

接していない場合 

共同住宅 １戸につき 1 台 

商業系用途 

事業系用途 

延べ床面積 40 ㎡ごとに１台 
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  イ 施設整備の考え方 

 駅北口地区の開発に伴い、駅利用者や駅前施設利用者の行き先に応じて、

公共が担うべき自転車駐車場と開発による自転車駐車場の役割分担を明確

にする必要があります。 

 

 図表 3.3.26 利用目的別の特性 

利用者 ①駅利用者 ②駅前施設利用者 

行き先 鉄道駅・バス停等 公共施設 商業・業務施設等 

主な目的 通勤・通学等 窓口サービス等 買物・飲食等 

利用特性 

(一般的な傾向） 

・定期利用が主体 

・朝から帰宅時間ま

で終日利用 

・一時利用が主体 

・利用時間が長い。 

・複数の施設を移動 

・目的地直近に駐輪 

・一時利用が主体 

・利用時間がやや短い。

・複数の施設を移動 

・目的地直近に駐輪 

利用意向 公共自転車駐車場 施設専用自転車駐車場 施設専用自転車駐車場

 

  ウ 自転車駐車場等の整備方針  

 自転車駐車場整備について、以下のとおり公共自転車駐車場と施設専用

自転車駐車場に分け、適切な方策の検討を進めていきます。 

 

図表 3.3.27 自転車駐車場等の整備方針 
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  （ア）公共自転車駐車場整備の方針  

○ 駅北口地区の開発に伴う駅北側における自転車駐車場整備 

○ 自転車ネットワークとの連続性に配慮した、歩行者動線と交錯がない

位置への配置 

○ 駅北口地区の開発や小田急多摩線の延伸などによる駐輪台数の増加を

見込み、駅前広場にて確保 

 

図表 3.3.28 公共自転車駐車場整備の方針 

 
 

  （イ）自転車等放置禁止区域 

 駅北口地区は、今後新たな土地利用が図られる地区であるため、市街

地整備と併せて、自転車等放置禁止区域の拡大指定を検討します。 

 

図表 3.3.29 今後自転車等放置禁止区域を検討する区域 

現状「自転車等放置禁止区域」

に指定されている区域 

今後「自転車等放置禁止区域」

の拡大等の見直しの検討を進

める区域（約 17ha） 
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４ 駅前空間計画 

（１）駅前空間に係る現況と課題 

  ア 現況 

 相模原駅は、駅北側に相模総合補給廠が広がっていることから、ＪＲ横

浜線沿線や既存市街地が広がる駅南側からの利用が主とされています。今

後、小田急多摩線の延伸により、２線利用が可能な駅として、相模原市内

だけではなく、周辺都市（東京方面・厚木方面）とのアクセス性が向上し、

駅周辺の利用者が増加することが期待されています。 

 このようなことから、駅北口地区の新しいまちづくりに伴う来街者の増

加に対応した空間を確保しつつ、都市の「顔」として、駅前空間の形成が

求められます。 

 

図表 3.4.1 相模原駅前広場空間の現状 

 

現状の北口駅前広場 現状の南口バスロータリー 現状の南口タクシー乗り場 

  

駅北口地区 

駅南口地区 

駅南口地区 

相模総合補給廠地区 

JR 相模原駅（現況） 

小田急多摩線新駅（想定）

北口一般車乗降場

北口タクシー乗降場 

共同使用区域 

北口バス乗降場 

南口バス乗降場 

南口タクシー乗降場 

南口一般車乗降場 
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  イ 課題 

 ＪＲ相模原駅は、駅南口地区の既存市街地や東京方面(町田・多摩等)を

つなぐ重要な結節点としての機能や災害時における広域防災拠点の機能の

確保が重要です。 

 こうしたことを踏まえた駅前空間整備の課題は、以下のとおりです。 

 

駅前空間整備における課題 

 賑わいの核となる市の顔としての駅前広場 

 返還地の土地利用との接続に配慮した整備 

 橋本方面との連携 

 南北回遊性の向上 

 南北駅前広場の機能分担 

 東京方面（町田・多摩等）との連携 

 ＪＲ横浜線と小田急多摩線の乗継利便性 

 ペデストリアンデッキ等による回遊性の確保 

 バスなどの公共交通網の充実 

 

図表 3.4.2 駅前空間のあるべき空間像 

 

厚木方面
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（２）駅前空間の基本コンセプト 

 駅前空間の基本コンセプトを「交流の中心となる駅前空間」とし、以下の

３つの視点を掲げます。 

 

図表 3.4.3 駅前空間の基本コンセプト 

 

 

 

○1 人の交流 

 南北市街地の円滑な移動による回遊性の創出 

 ユニバーサルデザイン 

 賑わいあふれる空間の創出 

 

○2 交通の連携 

 相模原市と東京方面（町田・多摩等）との連携強化 

 相模原駅南北の交通網の強化 

 橋本方面との連携強化 

 ＪＲ横浜線と小田急多摩線の乗換利便性の確保 

 

○3 防災機能の充実 

 災害時には一時拠点となる防災性の高い駅前空間の創出 
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（３）機能配置方針 

  ア 駅前広場の機能 

 駅前空間の基本コンセプトを踏まえると、６つの機能が導き出されます。 

 

図表 3.4.4 駅前広場の機能 

 
 

 

図表 3.4.5 駅前広場の機能のイメージ 
 

 
交通結節機能のイメージ 

（札幌駅南口） 

 

市街地拠点機能のイメージ 

（岐阜駅北口） 

 

交流機能のイメージ 

（姫路駅） 

 

 

 

  

(画像出典：姫路市 HP) 
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  イ 機能配置方針 

 駅前広場の機能を踏まえた相模原駅の機能配置方針及び機能配置イメー

ジは以下のとおりです。 

 

図表 3.4.6 機能配置方針 

交通空間 
交通結節機能 

ＪＲ横浜線の連続立体交差化の検討とあわせ、ＪＲ

相模原駅と小田急多摩線新駅の位置関係、改札や駅

出入口などを結節点としてのアクセス性・乗換利便

性に考慮した位置に配置 

景観機能 空間の潤い・シンボル化に寄与する位置に配置 

オープン 

スペース 

交流機能 歩行者が集中する位置に配置 

サービス機能 駅利用者にわかりやすい位置に配置 

拠点機能 
アクセス性・乗換利便性だけではなく、南北回遊性

の創出に寄与する位置に配置 

防災機能 平常時・災害時に活用できる位置に配置 

 

図表 3.4.7 機能配置イメージ 
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（４）乗換動線の計画 

 相模原駅では今後、小田急多摩線の延伸やＪＲ横浜線の連続立体交差化に

伴い、利用者の立体的な移動動線が発生します。ＪＲ横浜線が高架となる場

合と地下となる場合のそれぞれについての乗換えイメージは下図のとおりで

す。なお、ＪＲ横浜線及び小田急多摩線の位置関係、改札や駅出入口などの

駅の構造については、今後、詳細検討を行うものとし、本整備計画では現在

のＪＲ相模原駅の位置を基に想定しています。 

図表 3.4.8 ＪＲ横浜線が高架となった場合の立体的な乗換動線のイメージ 
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図表 3.4.9 ＪＲ横浜線が地下となった場合の立体的な乗換動線のイメージ 

 

※地下におけるＪＲ横浜線と小田急多摩線の位置関係は、上図では模式的に同じ

レベルにて記載をしています。 
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（５）小田急多摩線新駅 

 小田急多摩線の延伸は、相模原駅周辺地区の広域交流拠点としてのまちづ

くりに必要不可欠であり、延伸によって新たに整備される駅は、多くの人々

が集まり行き交う拠点であるとともに、まちの「顔」となる玄関としての役

割が求められます。 

 新駅の設置に当たっては、ＪＲ横浜線との乗換利便性や駅北口地区からの

アクセス性を確保するとともに、ＪＲ相模原駅南北の市街地間の回遊性の創

出を図るほか、まちの玄関としてシンボル性の高い施設とすることが必要で

す。 

 このため、新駅については、こうした機能が総合的に発揮されるよう、地

上出入口や駅前広場などの交通施設を始め、様々な機能を担う周辺施設と一

体として、まちづくりの中で主体的に整備することが必要です。なお、交通

政策審議会（国土交通省）答申(平成 28 年４月)において、採算性の確保に必

要な需要の創出につながる沿線開発の取組等を着実に進めることとされてお

り、整備に当たっては、延伸により生じる受益を踏まえ、開発者負担金の導

入など、事業採算性の向上に向けた検討も必要です。 

 新駅設置の基本条件を以下に示します。 

 

  ア 新駅設置の基本条件 

○ 南北道路の地下に設置し、地下駅とする。 

○ ホームの位置は、ＪＲ横浜線の線路北側を想定する。 

○ 地上出入口は、ＪＲ横浜線との乗換利便性、駅南口地区や駅北口地区

へのアクセス性等を考慮し、駅南北それぞれの駅前広場、駅北口地区

の計３箇所を想定する。 

  イ 整備スケジュール 

○ 平成 39 年の完成を想定する。 

 

図表 3.4.10 小田急多摩線延伸（唐木田～上溝間）の概要 

出典：「小田急多摩線延伸計画に関する研究会報告書」（平成 26 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区間 

小田急多摩線唐木田駅～ＪＲ横浜

線相模原駅～ＪＲ相模線上溝駅 

・延長 

約 8.8ｋｍ 

（唐木田～相模原：5.8ｋｍ、 

 相模原～上溝：3.0ｋｍ） 
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（６）駅前広場 

○ 駅北口地区の新たな土地利用により、相模原駅北口の利用者が増加するこ

とが想定されるため、駅前広場の規模やその形状を見直していく必要があ

ります。 

○ ＪＲ横浜線の連続立体交差化により、駅南北において地上レベルで一体的

な土地利用が可能となりますが、現在の利用を継続しながら整備を進めて

いく必要があるため、南北一体的な駅前広場を形成するまでの段階的な整

備手順についても考え方を整理しておく必要があります。 

 

  ア 規模の想定 

 現状の駅前広場に加えて、小田急多摩線新駅設置及び駅北口地区の開発

に伴い、新たに必要と考えられる以下の３つの施設(②Ａ、Ｂ及びＣ)を見

込んだ規模を想定します。 

 

図表 3.4.11 既存駅前広場の規模 

①既存駅前広場の規模（南北合計約 2.0ha） 

■北口駅前広場の施設数と規模 

 

■南口駅前広場の施設数と規模 

＋ 

②新たに必要と考える施設の規模（最大で約 0.5ha） 

A：地上-地下連絡口(～約 0.25ha） 

B：換気口（～約 0.05ha） 

C：交流広場（～約 0.2ha） 

小田急多摩線の延伸により必要となる施設 

交流人口の増加により必要となる施設 

ll 

南北合計で、約 2.0 ha～2.5ha の幅とし、 

駅前広場の範囲を規模の最大である約 2.5ha で想定します。 

 

  

バス乗降場
バス

プール
タクシー

乗場
タクシー
プール

一般車
乗降場

既存施設
乗車：2バース
降車：1バース

- 1バース 6台 3台

既存規模 約1.1ha（10,600㎡）

バス乗降場
バス

プール
タクシー

乗場
タクシー
プール

一般車
乗降場

既存施設
乗車：8バース
降車：3バース

6台 1バース 15台 3台

既存規模 約0.9ha（9,000㎡）

一般車 

タクシー 

バス 

一般車 

タクシー 

バス 
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 規模の想定に加え、ＪＲ横浜線の連続立体交差化による大規模な駅前広

場の変化を見据え、将来的な駅前広場の範囲として、現状の鉄道用地や駅

ビル用地を含めて検討を進めます。なお、鉄道用地や駅ビル用地における

駅前広場の機能配置については、今後の検討や協議の中で決まってくるも

のであるため、想定とします。 

 

図表 3.4.12 駅前広場の範囲の想定 

現状の範囲 将来の範囲 

 

北口駅前広場：約 1.1ha (10,600 ㎡) 

南口駅前広場：約 0.9ha (9,000 ㎡) 

（ともに 1997 年に整備） 

→合計約 2.0ha 

北口駅前広場：約 1.6ha (15,500 ㎡) 

南口駅前広場：約 0.9ha (9,000 ㎡) 

（南口は既存区域を踏襲） 

→合計約 2.5ha 
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参考：交流広場の規模の想定の考え方 

 以下の事例を参考に交流広場の規模を約 2,000 ㎡と想定しました。 

 

図表 3.4.13 2,000 ㎡前後の歩行者広場の事例（参考） 
 

新橋駅西口 SL 広場 

：約 1,300 ㎡（歩道部） 

 

ＪＲ桜木町駅前広場 

：約 3,000 ㎡（歩道部） 
 

大阪・うめきた広場 

：約 1,700 ㎡（歩道部） 

 

岐阜駅北口広場 

：約 1,800 ㎡（歩道部） 

 

 

 

 

 

  

(画像出典：Zenjiro 撮影)

      (画像出典：岐阜観光コンベンション協会 HP) 
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  イ 段階整備の考え方 

 駅北口地区開発やＪＲ横浜線の連続立体交差化などの整備にあわせた駅

前広場の整備の考え方は、以下のとおりです。 

 

  （ア）基本的な考え方 

○ ＪＲ横浜線の連続立体交差化前の駅前広場は、南北が分断されている

ため、南北それぞれに駅前広場を配置します。 

○ ＪＲ横浜線の連続立体交差化の検討にあわせ、駅前広場は、南北一体

の駅前広場を配置します。 

※ＪＲ横浜線の連続立体交差化については、平成 39 年のリニア中央新幹

線開業時における南北一体の駅前広場等も視野に入れた段階的な整備の

検討を進めていきます。 

 

図表 3.4.14 駅前広場の段階整備の基本的な考え方のイメージ 

 
 

  （イ）段階整備の流れ 

 

図表 3.4.15 各段階における駅前広場の状況 

 

現状～ 

～駅北口地区 

リニア中央新幹線

開業 

～ＪＲ横浜線の連続

立体交差事業完了 
～将来 

  

 

 

 

 

 

   

状
況 

 南北駅前広場そ

れぞれで供用 

 北口駅前広場へ

は西側(すすきの

氷川)よりアクセ

ス 

 南北駅前広場そ

れぞれで供用 

 北口駅前広場の

暫定整備完了 

 北口駅前広場へ

は 北 側 ( 南 北 道

路)よりアクセス 

 ＪＲ横浜線の連続

立体交差化の検討

にあわせた南北一

体の駅前広場の整

備 

 駅前広場の南北

一体供用開始 

  

北口現状駅前広場 

南口現状駅前広場 

北口暫定駅前広場

南口現状駅前広場

北口暫定駅前広場

南口現状駅前広場

南北一体駅前広場 

車両アクセス 車両アクセス 車両アクセス 車両アクセス 
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  ウ 機能配置パターン 

 駅前広場の機能配置パターンは、以下のとおりです。 

   

◎駅南北が独立したパターン 

駅前を歩行者・自転車のみが通行できるパターン 

◎駅南北が一体となったパターン 

ＪＲ横浜線の連続立体交差化の検討にあわせ、駅前に南北道路とさが 

み夢大通りを接続する道路を整備し、自動車・歩行者・自転車が通行 

できるパターン 

 

図表 3.4.16 駅前広場の機能配置パターン 

駅南北が独立したパターン  駅南北が一体となったパターン 

 

 

 

特

徴 

 各広場機能をバランス良く

配置することができます。 

 歩行者・自転車の回遊性が高

まります。 

 

特

徴

 南北の自動車通行が可能と

なり、南北の連携が強化され

ます。 

 歩行者・自転車の回遊性が高

まります。 

 

  

広場 

一般車 

バス 

タクシー 

広場 
駐輪場など 

その他施設 

バス 

タクシー 

一般車 

出入口 

（想定） 

南
北
道
路 

歩
行
者
動
線 

病院 

バス 

駐輪場など 

その他施設 

タクシー 

一般車 

出入口 

（想定）

南
北
道
路 

歩
行
者
動
線 

病院 
広場 
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５ 景観形成方針 

（１）相模原駅周辺地区の景観特性 

 相模原駅周辺地区は、さがみ夢大通りや国道 16 号などに代表される戦前の

都市建設区画整理事業による特徴的な景観特性があります。また、ケヤキな

どの街路樹や丹沢への眺望などの特徴的な景観資源も多く存在しています。 

 

図表 3.5.1 景観の特性・資源・ポテンシャル 

 

地区の景観特性・景観資源 
 

 
さがみ夢大通りなどの戦前の都市建設区画整理事業による特徴的な景観特性 

 

 
 

市役所前のさくら並木 国道 16 号のケヤキ並木 丹沢への眺望 活発な市民イベント 

 

× 
 

ポテンシャル 

 

 国際コンベンション、広域商業施設など集客施設による地区の活性化

 大規模なオープンスペースを活用したゆとりある空間形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(画像出典：相模原市 HP) (画像出典：suneko 撮影)
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（２）相模原駅周辺地区の景観形成の考え方 

 相模原駅周辺地区全体の景観形成については、景観形成方針を踏まえ、地

区の景観づくりと「顔」づくりを進めます。 

 

【景観形成方針】 

  ア 広域的な連携・ゲートにふさわしい空間の形成 

○ シンボルとなる広場やランドマークの創出 

○ 特徴的な並木などによる東西道路・南北道路のシンボル化 

○ 地区のゲートとしての駅前空間と市街地との連続性の確保 

 

  イ みどり豊かなゆとりあるまちなみの形成 

○ 周辺市街地と連続するみどりのネットワーク形成 

○ 建築物のセットバックによるゆとりある空間の確保 

 

  ウ 賑わいあふれる広場・交流空間の形成 

○ 駅北口地区や駅前の「顔」としてオープンスペースを活用した賑わい

あふれる広場空間の形成 

 

  エ 周辺と調和したまちなみの形成 

○ スカイラインの形成 

○ 建築物のセットバックによる壁面線・壁面デザインや色などの統一 

 

図表 3.5.2 相模原駅周辺地区の景観形成の方向性 

地区の景観づくりの方向性 「顔」づくりの方向性 

 

周辺土地利用と沿道空間と一体と 

なった景観の形成 

 

 

ランドマークによる「顔」づくり 

 

 

 

 

 
 

参考イメージ 参考イメージ
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（３）駅北口地区の景観形成の考え方 

 広場、道路、建築物の３つの視点を駅北口地区の景観をつくる主な要素と

します。 

 

  ア 広場の景観形成の考え方 

 土地利用計画において想定した駅北口地区内の３つの広場について、景

観形成の考え方は以下のとおり想定します。 

 

図表 3.5.3 広場の景観形成イメージ 

 
※平面図の施設配置は、現段階で検討中のものであり、今後変更の可能性があり

ます。 

 
にぎわい広場（仮） ふれあい広場（仮） であい広場（仮） 

 施設と一体となった広場空

間のデザイン 

 イベント開催等が可能なス

ペース 

 敷地外への開放性の確保 

• 周囲への開放性と周囲か

らの視認性の確保  

• 敷地内空地、歩道、駅前広

場などとの一体的なデザ

イン 

 通行空間と滞留空間のデ

ザイン 

 

 
参考：ラゾーナ川崎 (神奈川) 

 

参考：なかいち広場 (秋田) 

 

参考：博多駅駅前広場 (福岡)

  

にぎわい広場（仮） 

ふれあい広場（仮）であい広場（仮） 

(画像出典：JKT-c 撮影)(画像出典：掬茶撮影)
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  イ 道路の景観形成の考え方 

 駅北口地区の骨格となる２つの骨格軸の景観形成の考え方は、以下のと

おり想定します。 

図表 3.5.4 駅北口地区の骨格となる道路 

 

※平面図の施設配置は、現段階で検討中のものであり、今後変更の可能性があり

ます。 
 

   

(ア)-2：交通骨格軸 
（東西道路） 

(ア)-1：交通骨格軸
（南北道路） 

(イ)-2：交流・にぎわい軸（東西） 
(イ)-1：交流・にぎわい軸（南北）
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  （ア）交通骨格軸 

○ 特徴的な並木などによる南北道路のシンボル化 

○ 建築物のセットバックによるゆとりある空間の確保 

 

図表 3.5.5 (ア)-1 交通骨格軸（南北道路）の景観形成イメージ 

 

図表 3.5.6 (ア)-2 交通骨格軸（東西道路）の景観形成イメージ 

 

※施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。

参考イメージ

スポーツ・レクリ

エーションゾーン 

参考イメージ

相模総合補給廠 

相模原駅前広場 

スポーツ・レクリ

エーションゾーン
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  （イ）交流・にぎわい軸 

○ 周辺市街地と連続するみどりのネットワーク形成 

○ 建築物のセットバックによるゆとりある空間の確保 

 

図表 3.5.7 (イ)-1 交流・にぎわい軸（南北）の景観形成イメージ 

 

 

図表 3.5.8 (イ)-2 交流・にぎわい軸（東西）の景観形成イメージ 

 

※施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

  

参考イメージ

参考イメージ
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  ウ 建築物の景観形成の考え方 

 建築物についての景観形成の考え方は、以下のとおり想定します。 

 

図表 3.5.9 建築物の景観形成イメージ 

地区の特徴づけ 統一感のある街並みの創出 賑わいの創出 
 

 シンボルとなる広場やラ

ンドマークの創出 

 

 建築物のセットバックによ

る壁面線・壁面デザインや

色などの統一 
 

 

 建築物のセットバックによ

るゆとりある空間の確保 

特徴ある高層タワーの外観イメージ 

統一感ある地上付近のデザインイメージ

壁面線が統一された街並みイメージ 

商業店舗による沿道賑わい創出イメージ

セットバックによるゆとりある 

歩行者空間イメージ 

※施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

 

  

参考イメージ 参考イメージ 参考イメージ

参考イメージ 参考イメージ

(画像出典：JunpeiHazui 撮影)
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６ 市街地整備計画 

 駅北口地区の都市計画や整備事業手法など、整備計画を今後実現化していく

段階において必要となる都市計画の基本的な考え方は、以下のとおりです。 

 

（１）駅北口地区の都市計画 

 駅北口地区のまちづくりの実現に向けて、骨格・顔となる施設や土地利用

の都市計画を以下のとおり想定します。 

 

図表 3.6.1 都市計画決定を想定する項目 
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  ア 用途地域 

 駅北口地区の用途地域の指定について、以下のとおり想定します。 
 

図表 3.6.2 用途地域指定の現況 

 

現況の用途地域 

① 相模総合補給廠 

用途地域は無指定（容積率 200%、建ぺい

率 60％） 

② 北口地区の西側エリア 

第 1 種住居地域（容積率 200％、建ぺい率

60％） 

③ ＪＲ横浜線と国道 16 号線の間のエリア 

商業系用途が主となっている。 

駅前と都市計画道路沿道： 

商業地域（容積率 500・400％、建ぺい率

80％） 

⇒駅直近の一部地区は 500％ 

近隣商業地域（容積率 300・200％、建ぺ

い率 80％） 

④ 国道 16 号以南 

商業系用途と住居系用途が混在している。

 

 新たな土地利用を図る駅北口地区は、駅直近のポテンシャルを生かし、

駅南側商業地とのバランスある発展を目指す視点から、商業系の用途地域

の指定を想定します。また、土地の合理的かつ健全な高度利用を図ってい

くための高度利用地区指定についても想定します。 

 

※指定容積率について 

 指定容積率については、概ね 400%～800%の範囲で想定しています。 

  

図表 3.6.3 指定容積率のイメージ 

 
 

  イ 駐車場整備地区 

 現在、駅南口地区の約 139ha の区域に指定がされていますが、駅北口地

区においても、地区内の自動車駐車場の設置促進を図るための駐車場整備

地区指定の検討を進めていきます。  

(出典：さがみはら都市計画マップ )  
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  ウ 地区計画 

 駅北口地区においては、用途地域指定などの大きな枠組みだけでは、全

体のまちづくりのコントロールに限界があります。そこで、一定のまとま

りを持った地区を対象に、その地区の用途に適応したルールを定める地区

計画の策定を想定します。 

 

※参考 

 

 

 

  エ 道路（街路）・駅前広場 

 南北道路、東西道路について

は、主要道路の断面構成を基準

として検討を進めていきます。 

 駅前広場については、規模や

機能配置の検討を進めていき

ます。 

 

図表 3.6.4 駅前広場の範囲イメージ 

 

図表 3.6.5 主要道路の断面構成イメージ 

 

  オ 都市高速鉄道 

・小田急多摩線の延伸 

・ＪＲ横浜線の連続立体交差化 

●地区計画で定められるまちづくりのルール  

１.地区内のまちづくりの⽬標や⽅針の設定  

２.地区施設(区画道路、公園、広場、歩道等)の配置  

３.建物の建て⽅や街並みのルール  

 (⾼さ、⼀宅地当たりの敷地⾯積、デザイン上の配  

慮、緑化等) 

４.保全すべき樹林地等  
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（２）段階的な整備 

 相模原駅周辺地区は、既存市街地が広がる駅南口地区、既に相模総合補給

廠が返還され早急な整備着手が望まれる駅北口地区、さらには長い年月を見

据えてのまちづくりが期待される未返還の相模総合補給廠地区などを含んで

おり、段階的にまちづくりを進めていく必要があります。このため、駅北口

地区へのアクセス道路の整備や駅前広場の暫定的な整備を進める「短期」計

画、リニア中央新幹線の神奈川県駅が開業し、小田急多摩線の延伸が想定さ

れる平成 39 年を目途とし、駅北口地区を整備するまでの「中期」計画、リニ

ア中央新幹線の大阪までの開業予定である平成 57 年頃を目途とし、更なる相

模総合補給廠の返還を見据えた「長期」計画の大きく３段階に分けたまちづ

くりを行っていきます。 

 

  ア 短期（駅北口地区へのアクセス道路の暫定整備・駅前広場の暫定整備[Ⅰ

期]） 

 駅北口地区への主要アクセス道路となる東西道路・南北道路の整備を行

います。また、相模原駅北口広場の暫定的な整備もあわせて行います。 

  ＜整備内容＞ 

○ 東西道路・南北道路（２車線にて暫定整備） 

○ 相模原駅北口駅前広場（南北道路との接続部分について暫定整備） 

 

  イ 中期（小田急多摩線の延伸、駅北口地区へのアクセス道路の本整備、駅

前広場の暫定整備[Ⅱ期]） 

リニア中央新幹線の神奈川県駅開業予定である平成 39 年を目途とし、小 

田急多摩線の延伸及び相模原駅周辺地区における新駅設置、駅北口地区の 

整備を行います。 

東西道路・南北道路については、駅北口地区にあわせて本整備をしてい 

きます。また、駅北口地区開発及び小田急多摩線新駅設置に伴って増加が 

見込まれる駅利用者に対応するための相模原駅北口駅前広場の暫定整備を 

行います。 

なお、道路及び駅前広場などの交通基盤に関する詳細な整備スケジュー 

ルは、「第３章-３-（５）交通基盤の整備」のとおりです。 

  ＜整備内容＞ 

○ 東西道路・南北道路（４車線にて本整備） 

○ 小田急多摩線延伸及び新駅の設置（まちづくりの中で主体的に整備） 

○ 相模原駅北口駅前広場（小田急多摩線の延伸に向けた暫定整備） 

○ 駅北口地区（区画道路、広場、街区内建物などを整備） 
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  ウ 長期(ＪＲ横浜線連続立体交差化完了と相模総合補給廠全面返還を見据

えたまちづくり、駅前広場の本整備） 

ＪＲ横浜線の連続立体交差化の完了により、駅前広場の南北一体化に向 

けた本整備を進めていきます。 

また、平成 57 年のリニア中央新幹線の大阪開通予定や相模総合補給廠の 

全面返還を見据えて、相模総合補給廠の全面返還を見据えたまちづくりを 

進めていきます。 

なお、道路及び駅前広場などの交通基盤に関する詳細な整備スケジュー 

ルは、「第３章-３-（５）交通基盤の整備」のとおりです。 

  ＜整備内容＞ 

○ ＪＲ横浜線の連続立体交差化 

○ ＪＲ線路沿い周辺の南北市街地を一体とする空間整備 

○ 相模原駅南北駅前広場の一体化整備 

○ 相模総合補給廠及び共同使用区域の活用（返還のための協議などを含む。） 

○ 相模原駅南口側市街地の更新 

 

図表 3.6.6 相模原駅周辺地区の段階的な整備イメージ 

 
 

 

  

ＪＲ横浜線の連続立体交差化 

相模総合補給廠及び 

共同使用区域の活用 

相模原駅南北駅前広場の一

体化整備 

小田急多摩線延伸及び 

新駅の設置 

相模原駅南口側市街地の更新 

ＪＲ線路沿い周辺の南北市街地

を一体とする空間整備 

駅北口地区（区画道路、広

場、街区内建物など整備） 

長期中期 凡例 短期 

東西道路・南北道路の本整備 

東西道路・南北道路の暫定整備 

相模原駅北口駅前広場の暫定整備[Ⅱ期]

相模原駅北口駅前広場の暫定整備[Ⅰ期]

上溝 

唐木田方面 
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（３）事業手法 

 駅北口地区の事業手法については、地区の実情にあわせた整備を進めてい

くことになります。 

 

図表 3.6.7 整備に関する事業及び制度 

手法 概要 事業前後のイメージ 当地区での考え方 

①街路事業 用地を行政が取

得し、道路の整備

を行う事業 

南北道路・東西道路・駅前広

場の整備での適用が考えられ

る。 

②開発許可

制度 

建築敷地の造成

や道路等の整備

を市長の許可を

得て開発事業者

が行う事業 

出典：東京都都市整備局 HP 

開発事業者の具体的な建築計

画にあわせ、段階的に整備す

ることが可能 

③土地区画

整理事業 

土地の造成や道

路等の整備を市

長の認可を得て

土地所有者等が

行う事業 

広い範囲にわたり、早い段階

で道路等を一括して整備する

ことが可能。開発事業者は整

備された街区で建築を行う。 

 

 

図表 3.6.8 駅北口地区で考えられる整備事業手法 

【①街路事業＋②開発許可】 
【①街路事業＋ 

③土地区画整理事業】 
【③土地区画整理事業】 
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（４）低炭素型まちづくりに向けた考え方 

  ア 相模原駅周辺地区の考え方 

 相模原駅周辺地区における低炭素型まちづくりに向けた展開は、以下の

４項目を想定します。 

図表 3.6.9 相模原駅周辺地区での展開 

①都市機能の集約化 
 アクセス利便性が高く、高効率な土地利用の推進

 公共交通利便性の高い集約地域への各種都市機

能の誘導 

②公共交通の利用促進 
 快適な歩行空間及び自転車道の整備並びに、公

共交通のサービス水準向上による、車に依存し

ない交通体系の強化 

 

 

 

 

 

 

  

③みどりの保全・創出 
 広大な未利用地における緑の保全及び創出 

 街路の並木や広場などにおける積極的な植樹 

④エネルギーの効率的利用 
 広域防災機能を支え、行政施設や商業施設、進

出企業等の事業活動の安定性に配慮したエネル

ギーインフラの整備 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 駅北口地区の考え方  

 将来的に相模総合補給廠や駅南口既存市街地にも波及的に展開させてい

くことを念頭に、駅北口地区を先行的に低炭素型まちづくりのモデルケー

スとして、低炭素型のまちづくりについて検討を進めていきます。 

 

図表 3.6.10 相模原駅周辺地区全体の低炭素化推進イメージ 
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  ウ 駅北口地区におけるエネルギーの効率的利用方針 

  

  （ア）面的エネルギー利用 

 エネルギーセンター(電気や冷温水を作って送るプラント)を建物ごと

に持つのではなく、街区ごとにまとめて設け、エネルギー融通を行い、

面的な利用を図っていくものです。 

 下記の特徴があり、経済的かつ安全・安心なまちづくりへの貢献が期

待できます。 

 

特徴 

 大型で高効率な機器を使えるため省エネ・省コスト 

 「使うところの近く」で作るため、供給の信頼性が高く、送電ロスが

少ない。 

 街区間でも電力や冷温熱を融通し合えるため、環境性や信頼性が向上 

 街区を整備するタイミングで、必要な規模のエネルギーセンターを整

備していくため、過度な先行投資を避けたまちづくりに貢献 
 

図表 3.6.11 エネルギーの面的利用イメージ 

 
 

 

 駅北口地区においては、下記の展開イメージを想定しています。 

図表 3.6.12 駅北口地区におけるエネルギーの面的利用展開イメージ 
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  （イ）電源の多重化 

 電力・ガス等複数の供給源を設定(多重化)し、災害時における供給信

頼性を高めることで、エネルギーをバランス良く使うことを目的としま

す。 

 

図表 3.6.13 災害時におけるインフラの状況の想定例 

インフラの種類 状況 

①電力（系統） 広域停電、需要抑制（電力使用制限・計画停電など）等 

②非常用発電機 備蓄燃料を使い切った後は、需要の集中などにより追加の確保が困

難等 

③中圧ガス 供給継続が可能 

 

 以上の想定例においては、停電時（①系統電力が途絶えたとき）には、

③中圧ガスから電気や熱を作り、また、②非常用発電機を使って電力を

供給することが想定されます。 

 

図表 3.6.14 高効率エネルギーシステムの例 
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  （ウ）エネルギーの効果的な組合せ 

 災害時などでも途絶えることなくエネルギーを供給できるようにする

ため、複数のエネルギーを効果的に組み合せながらの使用を想定します。 

 

 

具体例 

 熱源のベストミックス：熱源（冷房・暖房に使う冷水・温水を作るためのエ

ネルギー）に、電気・ガスをバランス良く使うこと。 

→業務機能・居住機能等においては、季節や時間帯によって使い分けられ、

エネルギー費用を抑える効果がある。 

→災害時、片方のエネルギーが途絶えても、冷温水を供給できる。 

 再生可能エネルギーの導入：電気・ガスだけではなく、太陽光や風力などの

自然エネルギーの導入も含め、環境に配慮する。 

 
 

図表 3.6.15 エネルギーの効果的な組合せイメージ 

 
 

 再生可能エネルギーについては、施設に太陽光発電システムを導入す

ることについても、検討を進めていきます。 

 

図表 3.6.16 駅北口地区における太陽光発電システム導入のイメージ 
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  （エ）エネルギーマネジメント 

 エネルギーマネジメントシステムとは、ＩＣＴ（情報通信技術）によ

り、エネルギー（電気や冷温水）を作ったり、融通することをコントロ

ールし、環境性・経済性・防災性を高める取組のことをいいます。 

 複数のエネルギーセンターをまとめて一体的にマネジメントすること

で、地域全体の最適化につなげていくことができます。 

 

図表 3.6.17 エネルギーマネジメントシステムのイメージ 

 

ＣＥＭＳ(Community Energy Management System) 

ＩＣＴ技術を用いて地域のエネルギーを管理し、環境性や省エネ性の改善をし

ながら運用するエネルギーマネジメントシステム 

ＢＥＭＳ(Building Energy Management System) 

ＩＣＴ技術を用いてビル内のエネルギーを管理し、環境性や省エネ性の改善を

しながら運用するエネルギーマネジメントシステム 

 

  

（画像出典：経済産業省 HP） 
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（５）相模原駅南北の連携方策 

 相模原駅周辺地区全体の活性化を目指すに当たって、南北それぞれの市街

地が役割分担などをしながら互いに連携し合い、それぞれ並行してまちづく

りを進めていくことが重要です。 

 

  ア 土地利用に係る連携 

○ 駅北口地区と駅南口地区、市役所周辺地区、共同使用区域及び相模総合

補給廠地区それぞれにおける機能が役割分担をしながら、互いに補完し

合えるまちづくりを推進していきます。(第３章-２-（２）相模原駅周辺

地区の都市構造と土地利用方針) 

○ 既存の駅南口地区の骨格軸を駅北口地区、相模総合補給廠地区などにも

連続させ、一体感のある骨格軸の形成を図っていきます。(第３章-２-

（４）駅北口地区における機能配置の考え方) 

○ ＪＲ横浜線線路周辺については、線路が高架となる場合は高架下空間、

線路が地下となる場合は線路跡地の活用を図ります。(第３章-２-（６）

-ア ＪＲ横浜線沿いの土地利用方針) 

 

  イ 交通ネットワークに係る連携 

○ ＪＲ横浜線の連続立体交差化により道路踏切を除去することで、南北市

街地間の安全・安心な通行が可能となり、渋滞が解消されたスムーズな

道路ネットワークの形成を推進します。(第３章-３-（１）-ウ ＪＲ横

浜線連続立体交差事業について) 

○ 宮下横山台線と南北道路の整備により、多方面との広域道路ネットワー

クの整備を進めます。(第３章-３-（２）自動車ネットワーク) 

○ 相模原駅周辺における歩行者空間及び自転車道の整備を進め、南北回遊

ネットワークを構築します。(第３章-３-（３）自転車ネットワーク、（４）

歩行者ネットワーク) 

 

  ウ 駅前空間に係る連携 

○ ＪＲ横浜線の連続立体交差化の検討を踏まえた駅前空間整備により、駅

南北の一体化を図ります。(第３章-４-（６）-ウ 機能配置パターン) 

○ 小田急多摩線新駅の駅出入口の設置に当たっては、駅と街がスムーズに

接続する位置に設け、駅南北の一体化を図ります。(第３章-４-（４）乗

換動線の計画) 

○ バス・タクシーなどの乗降場位置やバス路線等を再編し、南北市街地そ

れぞれの利用者にとって利便性の高い公共交通体系の再構築を進めます。

(第３章-４-（６）-ウ 機能配置パターン) 
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  エ 景観に係る連携 

○ 駅北口地区のゲートとしての駅前空間と駅南北の市街地との連続性を確

保していきます。(第３章-５-（２）-ア 広域的な連携・ゲートにふさ

わしい空間の形成) 

○ 市役所前通りのさくら並木や国道 16 号のケヤキ並木などの相模原駅周

辺地区の景観特性を踏まえ、駅南北で連続するみどりのネットワーク形

成を図っていきます。(第３章-５-（２）-イ みどり豊かなゆとりある

まちなみの形成) 

○ 駅南北間で緩やかに連続したスカイラインを形成することで、駅南北の

一体化を図ります。(第３章-５-（２）-エ 周辺と調和したまちなみの

形成)  
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（６）都市の将来イメージ 

 これまでの検討を基に、相模原駅周辺地区の都市将来イメージとして、駅

北口地区の空間イメージを、以下に全体イメージと部分イメージに分けて掲

載します。 

 

  ア 全体イメージ 

 ＪＲ横浜線の連続立体交差化の検討により、線路位置が高架となるか地下

となるかは決まっていないため、それぞれについて全体イメージを作成しま

した（（ア）・（イ））。  

また、以下２枚のイメージ作成は、図表 3.2.31 で示した「バランス配置

パターン」の土地利用ゾーニングをベースとしていますが、図表 3.2.32 及

び図表 3.2.33 で示したで示した他の２パターンにおいても、施設の規模感

に大きな差異は出てこないため、概ね同様の全体イメージとなります。 

 

  （ア）ＪＲ横浜線の連続立体交差化が高架となる場合のイメージ 

図表 3.6.18 

 
※施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

※平成 39 年のリニア中央新幹線の開業時点を示すものではなく、駅北口地区の将

来のまちづくりのイメージを示したものです。 

  

参考イメージ
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  （イ）ＪＲ横浜線の連続立体交差化が地下となる場合のイメージ 

図表 3.6.19 

 
※施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。 

※平成 39 年のリニア中央新幹線の開業時点を示すものではなく、駅北口地区の将

来のまちづくりのイメージを示したものです。 

  

参考イメージ
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  イ 部分イメージ 

  （ア）ふれあい広場付近のイメージ 

図表 3.6.20 

 
 

  （イ）商業施設内からにぎわい広場、交流・にぎわい軸を東に望んだイメージ 

図表 3.6.21 

 
※施設配置や高さなどは、イメージであり、今後変更の可能性があります。

参考イメージ

参考イメージ
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７ 整備のスケジュール 

  相模原駅周辺地区のまちづくり整備スケジュールを以下のとおり想定します。 

 

図表 3.7.1 整備スケジュール 

 

 

 

 

広域交通 

ネットワーク 

鉄道ネットワークの強化 

（小田急多摩線延伸） 
   

国道 16 号・圏央道へのアクセス強化 

（広域連携軸の整備） 
   

町田街道・多摩方面へのアクセス強化 

（南北道路・宮下横山台線の整備） 
   

橋本駅周辺 

地区との連携 

ＪＲ横浜線連続立体交差化    

交通ネットワーク強化 

（新都心連携軸・公共交通網など） 
   

相 模 原 駅 周 辺

地 区 のまちづく

り 

駅前広場の整備    

駅北口地区の整備 

（南北道路、東西道路、区画道路、土地

利用） 

   

南側市街地    

相模総合補給廠・共同使用区域    

その他 エリアマネジメント等    

 ※   ：リニア駅の完成後に着手する施設の工事など 

 

 

 

 

 

都市計画等の手続 

→ 設計→工事 

都市計画等の手続 → 

設計 → 工事

平成 39 年 

（名古屋開業） 

平成 57 年 

（大阪開業）

都市計画等の手続  

→ 設計 → 工事

長期 中期 短期 

市民協働の推進、民間活力の活用、 

低炭素まちづくり 

都市計画等の手続 

 → 設計 → 工事 

都市計画等の手続 → 設計  

→ 工事（国道 16 号以東） 

→ 工事（国道 16 号以西） 

平成 28 年

リニア中央新幹線（予定） 

都市計画等の手続 → 

設計 → 工事

南北一体

化整備 

【スポーツ

・レクリエ

ーションゾ

ーン】 

設計→工事 

市街地の更新 

国有地処分 ・  

都市計画等の手続  

→ 設計 → 工事

返還に関する手続 

→ まちづくり 
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第４章 広域交流拠点整備計画の推進に向けて 

１ 首都圏南西部の特性を生かした広域交流拠点の形成 

首都圏南西部には、大規模住宅団地の再生や集約型地域構造への再編に取

り組んでいる多摩ニュータウンや、従来から業務核都市としての取組が進め

られてきた八王子や立川などのほか、圏域の特性として大学、研究機関、産

業等が集積している地域も多いことに加え、高尾山や箱根、鎌倉等、海外か

らの需要の取込みが可能な観光地も点在しています。 
また、こうしたポテンシャルを持つ拠点が広域交通ネットワークで結ばれ

ていることを生かして、圏域内の面的な対流を促進し、各地域の個性が融合

する首都圏南西部の発展に向けた取組を進める必要があります。 
  このため、リニア中央新幹線の駅設置や小田急多摩線の延伸等を見据えて

さらなる広域交通網の強化に取り組むことなどにより、三大都市圏のスーパ

ーメガリージョンの形成を促進し、神奈川県の「北のゲート」を担う圏域の

玄関口としての機能集積に取り組んでいきます。 

図表 4.1.1 首都圏南西部の特性を生かした広域交流拠点の形成 

 

スーパーメガリージョン 

出典 国土のグランドデザイン 2050 

新横浜 

小田原 

東名自動車道 

東海道新幹線 

相模原市 

八王子 

相模大野

東北・上越・ 

北陸新幹線
外環道圏央道 

立川 

中央自動車道 

リニア中央新幹線 

新宿 

品川 

東京 東京

都心

羽田 

空港 

横浜・ 

川崎 

箱根 

高尾山 

片瀬江ノ島茅ヶ崎 

湘南エリア 
鎌倉

新百合ヶ丘 
唐木田 

多摩ニュータウン

厚木・海老名

北のゲート 

南のゲート 

広域交流拠点 

町田

横田基地
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２ 両駅が一体となる「複眼構造」の形成 

（１）「複眼構造」の形成の考え方 

広域交流拠点では、第２章・第３章に定める整備計画を推進することによ

り橋本・相模原両駅の特性を生かしたまちづくりを進めていきます。 

この両駅が相互に魅力を高め合い、近接性を生かして一体的な「複眼構造」

を有する広域交流拠点を形成することにより、１つの地区では生み出せない、

幅広い世代、多様なニーズに対応しうる魅力の創造を図ります。 

このため、広域交流拠点の形成に当たっては、両駅周辺地区がそれぞれの

特性を生かしてまちづくりを進めるだけでなく、一体的な複眼構造の形成に

向けた取組を進めていきます。 

複眼構造としての強みを生かして広域交流拠点全体の魅力を高め、人・も

の・情報・文化の交流を促すためには、両地区が相互に利用されることによ

り相乗効果を発揮できるよう、土地利用や交通ネットワーク等の様々な観点

から「双方向型の連携・交流」を生み出す方策が求められます。 

 

図表 4.2.1 一体的な「複眼構造」形成の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下では、「複眼構造」の形成における両地区間の連携に配慮した、広域交

流拠点全体の土地利用や交通ネットワークの将来像を示していきます。 

 

 

両駅の整備効果の最大化 

幅広い世代・多様なニーズに対応する 

広域交流拠点の形成 

橋
本
駅
周
辺
地
区 

相
模
原
駅
周
辺
地
区

多くの来街者の呼込み 

双方向型の連携・交流 
(土地利用・交通ネットワーク等)

GATE MICE 
東京都心 

多摩ニュータウン 

厚木・湘南エリア 

八
王
子
・
立
川 

横
浜
・
川
崎
・
羽
田

両駅の特性や都市間の連携を生かし、 

一体的に魅力を向上させるまちづくり 
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（２）土地利用 

 
 
 
 
 

 

図表 4.2.2 広域交流拠点の土地利用の考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 橋本駅周辺地区は、多くの来街者、暮らす人、働く人などが垣根なく交流・滞留できるゲートとして、乗換客や一時的に滞留する来街者のための機能集積を図るほか、圏域

内に立地する企業や大学等と連携した産業交流拠点の形成を図ります。 
○ 相模原駅周辺地区は、相模総合補給廠の跡地を活用し、ＭＩＣＥ機能、広域防災機能が集積する中枢業務拠点の形成を図るほか、買い物やスポーツ・アート等、ゆったりと

したライフスタイルを楽しむことができる空間形成を図ります。 
○ ゲートとＭＩＣＥ機能の連携を基軸として本市や圏域の特性を生かし、両地区間に双方向型の交流が生まれる機能集積を図ります。 

南口地区 

北口地区 

リニア中央新幹線 

小田急多摩線 

ＪＲ横浜線 

京王相模原線 

ＪＲ相模線 

新宿方面 

厚木方面 

名古屋・大阪方面 

八王子方面 

町田・横浜方面 

リニア中央新幹線 

小田急多摩線 

新宿方面 

品川方面 

橋本駅 

相模原駅 

矢部駅 

南橋本駅 

文化、商業 

文化、商業 

住宅 

行政機能 

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ 

住宅、広場 京王相模原線 

JR 横浜線 

JR 相模線 

橋本駅周辺地区： 

産業の活力と賑わいがあふれる交流拠点 

・交通結節点として多様な来街者が訪れ、暮らす人・

働く人などが垣根なく交流・滞留できるゲート 

・本市や圏域全体の特性を生かした産業交流拠点 

相模原駅周辺地区： 

安心とゆとりのある文化・行政が集積する中枢業務拠点 

・ＭＩＣＥ機能、広域防災機能が集積する中枢業務拠点 

・買い物やスポーツ・アート等、ゆったりとしたライフスタイルを

楽しむことができる空間 

ＧＡＴＥとＭＩＣＥの複眼構造による「さがみはら新都心」の形成 

＜導入機能例＞ 広域交流ゾーン 

ものづくり産業交流ゾーン

複合都市機能ゾーン

交通ターミナル 情報発信拠点 

コンシェルジュ機能 

展示場 

インキュベーション 産学連携窓口 

シティホテル 

オフィス 商業・飲食施設 

都市型居住 

会議室 

医療・福祉施設

まちづくり活動拠点 

広域商業機能

大規模商業施設 

オフィス 行政施設

美術館 ギャラリー

業務・産業支援・行政・文化創造機能

国際コンベンション施設 

広域交流機能 

スポーツ・レクリエーション機能 

広域防災機能 

宿泊施設 会議室 

＜導入機能例＞ 
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（３）交通ネットワーク 
○ 広域圏からのアクセス性を高めるため、相模原ＩＣにアクセスする交通ネットワーク(広域連携軸)や、多摩ニュータウン方面からのアクセスとして多摩ニュータウン通りや

南多摩尾根幹線と接続し、主要幹線道路である国道 16 号と町田街道を結ぶ交通ネットワーク(幹線道路等)を強化します。 

○ また、橋本・相模原駅周辺地区の連携を高めるための交通ネットワーク(新都心連携軸)の強化を進めます。 

○ 交通ネットワークの強化策として、道路整備(新設・拡幅など)のほか、公共交通網の強化(バスの新規路線の導入・運行頻度の増加)等が考えられますが、まちづくりの動向

や関係機関の意向も踏まえ、段階的な取組を行います。 

図表 4.2.3 広域交流拠点の交通ネットワークの考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

町田街道 

リニア中央新幹線 

小田急多摩線 

国道 16 号 

国道 129 号 

広域連携軸 

相原宮下線 

大山氷川線 

国道 16 号 

橋本小山線 

ＪＲ横浜線 

多摩ニュータウン通り 

南多摩尾根幹線 京王相模原線 

ＪＲ相模線 

南橋本駅

矢部駅 

東西道路 

相模原駅氷川線 

八王子・中央道八王子 IC 方面 

多摩ニュータウン方面 

町田方面 

町田・相模大野 

東名道横浜町田 IC 方面 

相模原 IC 方面 

相模原愛川 IC 方面 

新宿方面 

厚木方面 

名古屋・大阪方面 

八王子方面 

町田・横浜方面 

相模原駅 

橋本駅 

リニア駅 

宮
上
横
山
線 

宮
下
横
山
台
線 

南
北
道
路 

東
橋
本
大
山
線 

職業能力開発 

総合大学校跡地 
共同使用 

区域 

南口地区 

北口地区 

ＪＲ横浜線 

リニア中央新幹線 

小田急多摩線 

新宿方面 

国道 413 号 

相模総合補給廠 

 

凡例 

主要幹線道路 
 
幹線道路 
 
地区幹線道路 
 
 
 

駅前広場 

※実線：現道  点線：新規路線 

品川方面 

橋本駅周辺地区と相模原駅周辺地区の

連携を高める交通ネットワークの強化

策については、ＪＲ横浜線連続立体交差

化の検討とあわせて、具体的な検討を進

める 
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３ リニア駅の設置を見据えた交通結節機能の強化 

（京王線駅舎移設関連） 

ア 検討の背景 

現状の橋本駅は、在来線３線が乗り入れ、乗降客数は１日当たり約 21

万人となっており、今後も増加する可能性があります。 

これに加えて、リニア駅の設置により、在来線等との乗換利便性の向

上が必要となりますが、在来線駅とリニア駅は、約 250ｍ離れており、

移動距離の短縮化を図るための工夫にも物理的な制約があります。 

一方で、現状の京王橋本駅改札は、第２章「４ 駅前空間計画」で示

した「交流・賑わい軸」上に位置しておらず、まちづくりとしての賑わ

いが分散する形となっています。 

 

イ 京王線駅舎の移設検討 

このような背景を踏まえ、リニア駅との乗換利便性や駅周辺地区の賑

わいの創出といった観点から、京王線駅舎の移設の可能性について関係

機関により検討されました。検討に当たっては、分岐器（線路を分岐さ

せるポイント）等の構造的な制約などから新宿方面への移設は困難であ

り、「複合都市機能ゾーン」と「広域交流ゾーン」との間への移設が考

えられます。 

図表 4.3.1 京王橋本駅の移設検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京王橋本駅の移設が

可能な位置の想定 

移設を検討する上での 

制約条件となる鉄道施設 

京王橋本駅改札の移設

が可能な位置の想定 

凡例 

：リニア駅改札 

：京王橋本駅改札 

：JR 橋本駅改札 
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ウ 京王線駅舎の移設によるメリット・デメリット 

駅舎の移設により、想定されるメリット・デメリットは、図表 4.3.2

のとおり考えられます。 

 

図表 4.3.2 鉄道駅改札と「交流・賑わい軸」の配置 

 メリット 

・最も人の往来が多い在来線駅間の通

路が交流・賑わい軸と一致 

（まちの中に人の流れが生まれる）

・京王線駅からリニア駅までの乗換距

離が短くなることで利便性が向上 

 

デメリット 

・土地利用を図る区域内に駅舎等の鉄

道施設が配置されることにより、開

発事業者との調整が必要 

・道路等の整備において、調整が必要

 

 

 

 

 

 

 

エ 京王線駅舎の移設を前提としたまちづくり 

交通政策審議会（国土交通省）の答申（平成 28 年４月）において、

橋本駅を広域的な交通ネットワークの拠点として「駅周辺まちづくりの

再整備が行われることにあわせ、新幹線駅、ＪＲ在来線及び京王線の乗

換利便性の向上が図られることを期待」することが示されています。駅

周辺のまちづくりに当たっては、駅と街区が融合した「駅・まち一体の

まちづくり」を目指し、駅利用者や来街者にとってわかりやすい都市軸

(交流・賑わい軸)の形成、まちの賑わいや回遊性の向上など、駅移設の

効果が発揮されるようなまちづくりについてさらなる検討を進め、首都

圏の成長をけん引する広域交流拠点としての魅力を高めていきます。 

今後は、京王線駅舎の移設を前提に具体的な検討を行い、駅移設や

「駅・まち一体のまちづくり」の推進に向け、関係機関の役割分担など

について協議・調整を進めていきます。 

駅移設あり 

京王線駅舎の移設については、土地利用面で検討すべき点があるものの、リニア

駅と在来線間や在来線同士の乗換利便性の向上、駅周辺地区の賑わい形成など、広

域交流拠点にふさわしいターミナル機能の強化において、その必要性は高いものと

考えられます。 

凡例 

：リニア駅改札 

：京王橋本駅改札 

：JR 橋本駅改札 

京王橋本駅の移設が 

可能な位置の想定 
京王橋本駅改札の移設が 

可能な位置の想定 
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図表 4.3.3 京王線駅舎の移設を踏まえた南口地区全体のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 民間活力の活用の検討、規制緩和策等の要望 

整備事業の推進に当たっては、市街地整備に民間投資を呼び込むため、整

備計画に基づく両駅周辺地区の将来像の周知に努めるとともに、両地区にお

ける都市基盤の整備時期、集積すべき機能、民間事業者による施設整備への

支援措置等のさらなる具体化を図り、民間開発の円滑な誘導を図ります。 

また、公共施設・インフラ等の整備に関する民間活力の導入や、都市の国

際競争力強化に資する制度及び規制緩和策等について検討し、国などに必要

な制度創設を求めていきます。 

 

 

５ 災害による被害を軽減する防災・減災の視点 

両駅周辺地区の整備に当たっては、災害発生時における迅速な復旧や避難

者・帰宅困難者対策、企業等の事業継続性の確保などに配慮し、適正な土地

利用・建築規制の運用や、道路整備、エネルギーの自立化・多重化等につい

て、防災・減災のまちづくりに配慮した整備を図ります。 

 

リニア中央新幹線（計画） 

※リニア駅改札の位置は想定 

JR 橋本駅改札

複合都市機能 

ゾーン 

広域交流ゾーン 

ものづくり 

産業交流 

ゾーン 

京王橋本駅改札 

（移設後の想定）

京王相模原線 

（移設後の想定）
JR 横浜線・相模線

参考イメージ 

リニア駅改札（計画）
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６ 低炭素まちづくり 

我が国における二酸化炭素排出量のうち、家庭部門、業務部門及び運輸部

門における排出量は約５割を占めています。これらの部門の主たる活動の場

は市街化区域等であり、ここから我が国の二酸化炭素総排出量の約４割が排

出されています。 

このような現状から、特に、都市の低炭素化を促進することが求められて

いるほか、平成 23 年３月に発生した東日本大震災を契機として、エネルギ

ーに対する社会的な意識も変化し、エネルギーや地球環境の問題に意識が高

まる中、低炭素・循環型社会の構築を図り、持続可能で活力あるまちづくり

を推進することが重要な課題となっています。 

このような背景の下、平成 24 年９月には都市の低炭素化の促進に関する

法律（平成 24 年法律第 84 号）が公布され、総合的かつ計画的な都市の低炭

素化の取組が期待されています。 

両駅周辺地区の整備に当たっては、こうした低炭素まちづくりに資する観

点に配慮して計画を具体化していきます。 

低炭素まちづくりに資する施策例 

・都市機能の集約等による「歩いて暮らせるまちづくり」の推進 

・公共交通機関の利用促進 

・貨物運送の合理化、二酸化炭素排出抑制に資する自動車の普及 

・緑地の保全及び緑化の推進 

・市街地における再生可能エネルギーの導入 

・建築物におけるエネルギー効率の向上 等 

 

 

７ エリアマネジメント1・市民協働の推進 

ア 市民との協働による都市づくり 

整備計画の実現に向け、市民と行政が都市の将来像やまちづくりの方

針を共有し、協働することを基本とします。このため、よりよいまちづ

くりを目指し、市民と行政が相互理解を深め、知恵を出し合い、協力し

ながらまちづくりの方針を具体化するために取り組みます。 

                                                  
1地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者

等による主体的な取組として、人材や資源を活用して地域(エリア)を管理・運営する活動。

公共施設管理(指定管理者制度等)、民間施設管理(ビル・駐車場管理等)、まちづくりのル

ール策定(地域のビジョン・地区計画・景観ガイドライン等)、地域イベントの開催、地域

の情報発信、防災・防犯・環境維持活動等において、市民、民間事業者、地域団体、行政

機関等が連携した取組を行う。 
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イ 情報の提供と市民意向の反映 

○ 都市づくりに対する市民の関心や理解を深めるため、事業や制度に

ついてわかりやすく示す体制や、情報を手に入れやすい体制の充実を

図ります。 

情報の提供と市民意向等の施策例 

・整備計画及び事業実施に係る説明会の開催 

・ホームページ等の拡充による情報提供 

・広報紙への特集ページ等の掲載 

 

○ 用途地域の見直しや広域幹線道路の整備などは、多様な立場の利害

を総合的に調整する必要があるため、十分な情報提供や意見交換など

を行いながら、調整を進めます。 

 

ウ 市民主体のまちづくりの推進 

○ 生活に身近な住環境の維持・保全などの取組は、地域住民の自主的

な取組が重要であるため、まちづくり活動への支援や情報提供などを

推進し、地域の特性を生かした市民主体のまちづくりを進めます。 

○ まちづくり会議、まちづくり団体などの役割を踏まえ、市民が主体

となってまちづくり活動に取り組む体制づくりを進めます。 

 

エ エリアマネジメントの推進 

○ 地域のまちづくりにおいては、整備した施設等の有効活用や整備事

業の効果を最大限に生かした地域活性化の視点が重要であり、計画・

整備段階から管理運営段階までの一連の過程を全体的に見据え、公・

民・地域が一体となったマネジメントの視点が求められています。 

○ そのため、早期の段階から、行政、民間事業者、地域団体等の関係

者が連携し、地域の将来像の共有や施設等の管理運営を想定したルー

ルづくりを進めることで、公・民・地域の役割分担と協働に基づくエ

リアマネジメントの取組がなされるよう配慮します。 

 

８ 圏域全体の発展に向けた都県及び周辺自治体との施策連携 

神奈川県及び 10 市２町の「さがみロボット産業特区」や道路ネットワー

ク整備、産業交流拠点の形成、国際コンベンション機能の導入等について、

周辺自治体と連携した取組を進めます。 
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９ 広域交流拠点の整備スケジュール 

リニア中央新幹線駅の設置や小田急多摩線の延伸等、両駅周辺地区の整備

と密接に関わる大規模な事業が展開されることから、こうした関連事業スケ

ジュールと両地区の整備内容について、時間軸上の整合に留意します。 

 

図表 4.9.1 広域交流拠点の整備スケジュール 

 

 

 

 

広域交通 

ネットワーク 

鉄道ネットワークの強化 

（小田急多摩線延伸） 

 

  

国道 16 号・圏央道へのアクセス強化 

（広域連携軸の整備） 

  

 

町田街道・多摩方面へのアクセス強化

（南北道路・宮下横山台線の整備） 

  

 

２地区間の連携 

ＪＲ横浜線連続立体交差化 

  

 

交通ネットワーク強化 

（新都心連携軸・公共交通網など） 

  

 

駅周辺の 

まちづくり 

【橋本駅】駅前広場の整備 

      交流・賑わい軸の整備 

  
 

【相模原駅】駅前広場の整備 

  

 

【橋本駅】南口地区の整備 

（地区間交流軸・区画道路・土地利用）

  

 

【相模原駅】北口地区の整備 

（東西道路・区画道路・土地利用） 

  

 

【橋本駅周辺】核周辺ゾーン 
  

 

【相模原駅周辺】南側市街地 
  

 

【相模原駅周辺】相模総合補給廠 

           ・共同使用区域 

  

 

その他 
【両地区】 

エリアマネジメント等 

 

  

 ※   ：リニア駅の完成後に着手する施設の工事など 

都市計画等の手続 → 設計  

→工事（国道 16 号以東）【～Ｈ39】 

→工事（国道 16 号以西）【Ｈ40～】 

都市計画等の手続 → 

設計 → 工事

都市計画等の手続 

→ 設計→工事 

市民協働の推進、民間活力の活用、 

低炭素まちづくり 

平成 28 年
平成 39 年 

（名古屋開業） 

リニア中央新幹線（予定） 

平成 57 年 

（大阪開業）

都市計画等の手続  

→ 設計 → 工事

都市計画等の手続 → 

設計 → 工事

都市計画等の手続 → 

設計 → 工事

都市計画等の手続 → 

設計 → 工事

国有地処分 ・  

都市計画等の手続  

→ 設計 → 工事

南北一体

化整備 

市街地の更新 

返還に関する手続 

→ まちづくり 

都市計画等の手続 

 → 設計 → 工事 

市街地の更新 

【スポーツ・

レクリエーシ

ョンゾーン】 

設計→工事 

長期 短期・中期 
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参考資料 広域交流拠点整備計画の検討について 

 

広域交流拠点整備計画検討委員会について 

 広域交流拠点整備計画検討委員会は、リニア中央新幹線駅が設置される橋本

駅周辺地区と相模総合補給廠の一部返還地等の活用や小田急多摩線の延伸に取

り組む相模原駅周辺地区を複眼構造とした広域交流拠点のまちづくりに関する

具体的な整備方針等を調査審議するために設置した市長の附属機関であり、平

成２６年８月２２日に同委員会に対して諮問しました。およそ１年半にわたり、

両駅周辺地区に関する土地利用や交通ネットワークなどについて、多様な視点

から検討を重ね、その結果を具体的な整備方針として取りまとめました。 

 

１ 検討体制 

    広域交流拠点整備計画は、橋本・相模原両駅周辺ごとに、それぞれの特性

や課題等を踏まえた議論を行うため、広域交流拠点整備計画検討委員会の地

区別組織として、同委員会の中に小委員会を設置して検討を行いました。 

図表 1.1 整備計画の検討体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域交流拠点整備計画検討委員会 

広域交流拠点整備計画の策定に関する検討

 

学識経験者、市民、関係団体の役員 

公共交通事業者、関係行政機関の職員 

橋本駅周辺地区小委員会 

学識経験者、市民、 

関係団体の役員、 

公共交通事業者、 

関係行政機関の職員 

【橋本駅周辺】 【相模原駅周辺】 

相模原駅周辺地区小委員会 

学識経験者、市民、 

関係団体の役員、 

公共交通事業者、 

関係行政機関の職員 

整備計画に 

関するエリア別

の具体的検討 
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２ 広域交流拠点整備計画検討委員会委員名簿 

    広域交流拠点整備計画検討委員会は、学識経験者、市民、自治会や商店会

の代表、交通事業者、国土交通省、神奈川県等の関係行政機関の職員等から

構成されました。 

図表 2.1 広域交流拠点整備計画検討委員会委員名簿 

№  区 分 氏名    役職等 
小委員会  

橋本 相模原

1 

学識  

経験者 

飯島  泰裕 青山学院大学社会情報学部社会情報学科教授  ○   

2 ○市川 宏雄 明治大学専門職大学院長    ◎  

3 ◎岸井 隆幸 日本大学理工学部土木工学科教授  ◎   

4 中林  一樹 明治大学大学院政治経済学研究科特任教授   ○  

5 屋井  鉄雄 東京工業大学大学院総合理工学研究科教授  ○  ○  

6 

市民  

五十嵐 淳 公募市民  ●   

7 鈴木  典子 公募市民   ●  

8 中山  晃子 公募市民  ●   

9 大用  尚  橋本駅周辺まちづくり推進会議構成員  ●   

10 草野  寛  橋本駅周辺まちづくり推進会議構成員  ●   

11 横山  房男 相模原駅周辺まちづくり推進連絡協議会構成員   ●  

12 山田  昇一 相模原駅周辺まちづくり推進連絡協議会構成員   ●  

13 

関係 

団体  

原  正弘  橋本駅周辺まちづくり推進会議会長  ●   

14 中里  和男 相模原駅周辺まちづくり推進連絡協議会会長   ●  

15 阿部  健  相模原市観光協会専務理事  ●  ●  

16 山崎  和正 相模原商工会議所理事兼事務局長 ※１  ●  ●  

17 田所  昌訓 相模原市自治会連合会会長  ●  ●  

18 

公共 

交通 

事業者 

山口  拓  東日本旅客鉄道株式会社横浜支社企画部長  ●  ●  

19 二村  亨  東海旅客鉄道株式会社中央新幹線推進本部企画推進部担当部長 ●   

20 黒田  聡  小田急電鉄株式会社交通企画部長   ●  

21 高山  恒明 京王電鉄株式会社鉄道事業本部計画管理部長  ●   

22 三木  健明 神奈川中央交通株式会社運輸計画部長  ●  ●  

23 

関係 

行政 

機関  

近藤  雅弘 国土交通省関東地方整備局企画部広域計画課長    

24 三宅  亮  国土交通省関東運輸局企画観光部交通企画課長    

25 磯崎  孝喜 神奈川県産業労働局産業部産業立地課長    

26 寶珠山 正和 神奈川県県土整備局都市部交通企画課長  ●   

27 馬場  広人 神奈川県警察本部交通部交通規制課都市交通対策室副室長 ※２    

28 佐久間 大輔 神奈川県相模原警察署交通第一課長 ※３   ●  

29 牧野  末次 神奈川県相模原北警察署交通課長 ※４  ●   

◎：会長（委員長） ○：副会長（副委員長） ●委員  17 14 
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※役職等は選出当時のもの。 
※１ 平成２７年６月３０日より 

前任者 ：相模原商工会議所専務理事 座間 進 
（平成２６年８月２２日～平成２７年６月２９日） 

※２ 平成２７年９月４日より 
前任者 ：神奈川県警察本部交通部交通規制課都市交通対策室副室長 

杉本 重成 
（平成２６年９月５日～平成２７年９月３日） 

前々任者：神奈川県警察本部交通部交通規制課都市交通対策室副室長 
樋口 雅浩 
（平成２６年８月２２日～平成２６年９月４日） 

※３ 平成２７年３月５日より 
前任者 ：神奈川県相模原警察署交通第一課長 

重江 晶子 
（平成２６年８月２２日～平成２７年３月４日） 

※４ 平成２７年３月５日より 
前任者 ：神奈川県相模原北警察署交通課長 

太田 剛 
（平成２６年８月２２日～平成２７年３月４日） 
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３ 検討経過 

   広域交流拠点整備計画の策定に当たっては、広域交流拠点整備計画検討

委員会を全４回、橋本駅周辺地区小委員会を全８回、相模原駅周辺地区小

委員会を全８回開催しました。 
 また、パブリックコメントの実施期間中、広域交流拠点のまちづくりに向

けた整備方針について、平成 28 年７月に市民説明会を開催しました。 
 
（１）広域交流拠点整備計画検討委員会 

 
図表 3.1 広域交流拠点整備計画検討委員会検討経過 

委員会 開催日時・場所 検討内容 

第１回 

検討委員会 

平成 26 年 8 月 22 日（金）

相模原市役所 

・検討項目・検討体制 

・検討スケジュール 

第２回 

検討委員会 

平成 27 年 4 月 30 日（木）

杜のホールはしもと 

・中間とりまとめ案 

・広域交流拠点全体とりまとめイメージ 

第３回 

検討委員会 

平成 28 年 1 月 29 日（金）

ソレイユさがみ 

・広域交流拠点整備計画の答申素案 

第４回 

検討委員会 

平成 28 年 2 月 15 日（月）

ソレイユさがみ 

・広域交流拠点整備計画の答申案 

 
（２）橋本駅周辺地区小委員会 

 
図表 3.2 橋本駅周辺地区小委員会検討経過 

委員会 開催日時・場所 検討内容 

第１回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 26 年 9 月 19 日（金）

ソレイユさがみ 

・検討の進め方・土地利用 

・交通ネットワーク 

第２回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 26 年 11 月 11 日（火）

ソレイユさがみ 

・土地利用・交通ネットワーク 

・駅前空間・土地利用構想 

第３回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 1 月 23 日（金）

ソレイユさがみ 

・交通ネットワーク 

・駅前空間・土地利用構想 

・中間とりまとめ（案） 

第４回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 4 月 14 日（火）

ソレイユさがみ 

・中間とりまとめ（案） 

 

第５回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 6 月 30 日（火）

ソレイユさがみ 

・交通ネットワーク 

・駅前空間・市街地整備 

第６回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 8 月 25 日（火）

ソレイユさがみ 

・土地利用・駅前空間 

・景観形成・市街地整備 

第７回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 11 月 13 日（金）

ソレイユさがみ 

・土地利用・駅前空間 

・景観形成・市街地整備 

・駅機能の強化 

第８回 

橋本駅周辺地区小委員会 

平成 28 年 1 月 6 日（水） 

ソレイユさがみ 

・橋本駅周辺地区広域交流拠点整

備計画（素案） 
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（３）相模原駅周辺地区小委員会 

 

図表 3.3 相模原駅周辺地区小委員会検討経過 

 

（４）相模原市広域交流拠点のまちづくり 市民説明会 
 

平成 28 年７月 13 日（水）夜間 

・相模原市民会館 ホール（中央区中央） 

・参加者  57 名 
 

平成 28 年７月 16 日（土）夜間 

・杜のホールはしもと ホール（緑区橋本 ミウィ橋本） 

・参加者 115 名 

 

 

（５）広域交流拠点整備計画（案）に対するパブリックコメント 
 

  平成 28 年６月 15 日（水）から７月 22 日（金）まで 

  ・意見提出者数 139 名 

・意見件数   640 件 

 

 

委員会 開催日時・場所 検討内容 

第１回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 26 年 9 月 5 日（金） 

けやき会館 

・検討の進め方 

・現況特性・整備のあり方 

第２回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 26 年 10 月 27 日（月）

けやき会館 

・交通ネットワーク 

・駅前空間 

第３回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 26 年 11 月 10 日（月）

相模原市立産業会館 

・駅周辺地区の整備方針 

・北口地区の整備計画(土地利用)

第４回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 1 月 26 日（月）

けやき会館 

・中間とりまとめ（案） 

第５回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 7 月 29 日（水）

市民会館 

・交通ネットワーク 

・駅前広場空間 

第６回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 10 月 9 日（金）

相模原市役所 

・土地利用・駅前広場空間 

・市街地整備・景観形成 

第７回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 27 年 11 月 20 日（金）

相模原市役所 

・土地利用計画･駅前広場空間 

・景観形成・低炭素型まちづくり

第８回 

相模原駅周辺地区小委員会 

平成 28 年 1 月 18 日（月）

相模原市役所 

・相模原駅周辺地区広域交流拠点

整備計画（素案） 



 

発行者／相模原市 

（お問い合わせ先） 

相模原市 都市建設局 

広域交流拠点推進部 リニア駅周辺まちづくり課 

          相模原駅周辺まちづくり課 

〒252-5277 神奈川県相模原市中央区中央 2-11-15 

電話：042-754-1111（代表） 

042-707-7047（リニア駅周辺まちづくり課 直通） 

042-707-7026（相模原駅周辺まちづくり課 直通） 
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